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はじめに 
 

 地球温暖化の進行による気候変動や自然災害の頻発化・激甚化は極めて深刻な問題

であり、本市においても令和元年房総半島台風等により甚大な被害を受けました。 

 このような気候危機等に対応するため、平成 27（2015）年のパリ協定採択をはじめ、

脱炭素に向けた国際的な取組が加速化したほか、我が国でも令和２（2020）年に 2050

年カーボンニュートラルの実現を宣言して以降、「グリーン成長戦略」や「地球温暖化

対策計画」の策定など、脱炭素社会実現に向けた動きが大きく進展しています。 

そうした中、本市では、令和３（2021）年９月に、2050 年までに温室効果ガスの実

質排出量をゼロにしつつ、経済と環境が調和した持続可能な「環境グリーン都市」を

目指すことを宣言し、また、令和４（2022）年３月には、君津市総合計画を策定し、

５つの柱の一つとして「経済と環境が調和したまち」を掲げるなど、脱炭素社会の推

進を重要な施策の一つとして位置づけました。 

脱炭素の達成は大きな挑戦です。この挑戦を成し遂げ、先人たちから受け継がれて

きた「君津」を次世代に継承していくとともに、さらなる発展へつなげられるよう全

力で取り組んでまいります。 

「第５次君津市地球温暖化対策実行計画」では、市の事務・事業から排出される温

室効果ガスの排出量削減について定めた既存の「事務事業編」に加え、市域全域から

排出される温室効果ガスの排出量削減について定めた「区域施策編」を新たに策定し、

水と緑の保全や再生可能エネルギーの地産地消、さらなる省エネ創エネ化の促進、脱

炭素につながるライフスタイルへの転換等、脱炭素への取組を加速させていきます。 

結びに、本計画の策定にあたりましては、多くの市民・事業者の皆様にご意見をお

寄せいただくとともに、君津市環境審議会の皆様をはじめ、関係者各位にお力添えを

いただきましたことに、心から感謝申し上げます。 

本計画に基づき、市民・事業者の皆様と市が一体となって、「オール君津」で環境グ

リーン都市の実現に向けた取組を進めてまいりますので、皆様のご理解ご協力をお願

い申し上げます。 

 

               令和５（２０２３）年８月 

君津市長 石井 宏子 
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君津市域全域から排出される温室効果ガスの排出量削減のため

の措置について定める計画です。 

 

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）とは 

第５次 

君津市地球温暖化対策実行計画 

（区域施策編） 



 

第１章 基本的事項 
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計画策定の目的 

第１章 基本的事項 
 

 

 

産業革命以降、私たちの生活が便利になるとともに、人間活動を主な要因として世界

の平均気温は上昇しています。気温の上昇は気候の変化に影響を与え、海面上昇や洪水

の発生等、様々な形で顕在化しています。このままの状況が続いた場合、さらなる気候変

動によるリスクの増大が懸念され、地球温暖化対策の推進は、地球規模での課題となっ

ています。 

国では、令和 3（2021）年 6 月に施行された、地球温暖化対策の推進に関する法律（以

下「温対法」という。）の改正において、令和 32（2050）年までのカーボンニュートラル

を基本理念に盛り込み、同年 10 月に閣議決定された地球温暖化対策計画では、令和 12

（2030）年度の温室効果ガス排出量の削減目標を平成 25（2013）年度比 46％削減とし、

さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けるとしました。 

本市は、地球温暖化の影響による深刻な気候危機に対応するため、令和 3（2021）年 9

月に、市民、事業者、市が「オール君津」で取組を行い、令和 32（2050）年までに二酸

化炭素等の温室効果ガスの実質排出量をゼロにしつつ、環境と経済が調和した持続可能

な「環境グリーン都市」を目指すことを宣言しました。本計画は、「環境グリーン都市」

の実現に向けて「緩和策」及び「適応策」を推進することを目的とします。 

 

１ 

環境大臣からのメッセージ 環境グリーン都市宣言 
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計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画は、本市の自然的・社会的特性に応じて、温室効果ガス排出の削減を総合的かつ

計画的に進めるため、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21 条第 4 項に基づく「地

方公共団体実行計画（区域施策編）」として策定し、気候変動の影響による被害を軽減ま

たは回避し、安心・安全で持続可能な社会を構築することを目的とした「気候変動適応

法」第 12 条に基づく「地域気候変動適応計画」を内包することとします。 

また、国や千葉県の各種計画をはじめ、本市関連計画等との整合を図るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 

君津市総合計画 

君津市環境基本計画 

（君津市環境保全条例） 

君津市地球温暖化対策 
実行計画 

 

・区域施策編 

  地域気候変動適応計画 
 

・事務事業編 

国 

・環境基本計画 

・地球温暖化対策計画 

・政府実行計画 

・気候変動適応計画 

 

千葉県 

・千葉県環境基本計画 

・千葉県地球温暖化対策 

実行計画 

【関連計画等】 

 

・環境グリーン都市宣言 

・君津市都市計画マスタープラン 

・君津市一般廃棄物処理基本計画 

・君津市公共施設等総合管理計画 

連
携 

関
連
・
整
合  

具体化・補完 

 

地球温暖化の防止と気候変動影響への対策のため、 

「緩和」と「適応」を推進する必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1-1 計画の位置づけ 

避けられない気候変動

の影響に対し、被害を

回避・低減する 

緩和 適応 
地球温暖化の原因と

なっている温室効果

ガスを抑制する 

地球温暖化対策実行計画 

（区域施策編） 

地球温暖化対策実行計画 

（事務事業編） 
地域気候変動適応計画 

市域全体に対する 

地球温暖化対策の計画 
市役所の事務・事業に対する 

地球温暖化対策の計画 
区域施策編に内包 
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計画の期間、基準年度、目標年度 

 

計画の対象範囲 

 

計画の対象とする温室効果ガス 

 

 

 

 

本計画の計画期間は、令和 5（2023）年度から令和 12（2030）年度までの 8 年間とし

ます。 

基準年度及び目標年度は、国の地球温暖化対策計画と整合をとり、基準年度を平成 25

（2013）年度、短期目標年度を令和 12（2030）年度、長期目標年度を令和 32（2050）年

度とします。 

なお、計画期間中の社会的な情勢の変化や国の動向等に対応するため、本計画の進捗

及び実施状況を踏まえ、必要に応じて計画の見直しを行います。 

表 1-1 計画期間 

年度 

平成 25 

（2013） 

年度 

… 

令和 4 

（2022） 

年度 

令和 5 

（2023） 

年度 

… 

令和 12 

（2030） 

年度 

… 

令和 32 

（2050） 

年度 

総合計画 

基本構想 

        

区域施策編 
 

 

       

 

 

 

対象範囲は市域全体とします。 

 

 

 

本計画で対象とする温室効果ガスは、国の地球温暖化対策計画で対象とされている 

以下の 7 物質とします。 

 

・二酸化炭素（CO₂） 

・メタン（CH₄） 

・一酸化二窒素（N₂O） 

・ハイドロフルオロカーボン類（HFCs） 

・パーフルオロカーボン類（PFCs） 

・六ふっ化硫黄（SF₆） 

・三ふっ化窒素（NF₃） 

 

だたし、パーフルオロカーボン類、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素は、排出の実態把握が

困難であるため、排出量把握の対象外とします。 

基準 
年度 

長期 
目標 

短期 
目標 

３ 

４ 

５ 
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地球温暖化の概要 

第２章 計画策定の背景  
 

 
 

地球温暖化とは、地球表面の大気や海洋の平均温度が長期的に上昇する現象であり、

その主な要因は人為的な温室効果ガスの排出量の増加であるとされています。世界の平

均気温は変動を繰り返しながら上昇しており、長期的には 100 年あたり 0.73℃の割合で

上昇しています。特に 1990 年代半ば以降、高温となる年が多くなっています。また、

気温上昇は北半球の緯度の高い地域ほど大きくなっており、昭和 54（1979）年〜令和 3

（2021）年の短い期間で顕著に高くなっています。 

18 世紀後半の産業革命以降、人間が大量の化石燃料を消費し、これに伴い大量の温室

効果ガスが排出され、大気中の温室効果ガス濃度が急激に上昇したことが地球温暖化の

要因であると考えられています。地球温暖化は、地球全体の気候に大きな変動をもたら

すものであり、近年、世界各地で発生している記録的な猛暑や干ばつ、熱波、集中豪雨、

台風等といった異常気象の背景には、地球温暖化の影響が指摘されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

                         

  

図 2-1 大気中の二酸化炭素の経年変化 図 2-2 年平均気温偏差の経年変化 

１ 

注：青色は月平均濃度。 
       赤色は季節変動を除去した濃度 

出典：気象庁 

出典：気象庁 
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国内においても、世界と同様に、二酸化炭素濃度は季節変動を繰り返しながら増加し

続けています。また、年平均気温は変動を繰り返しながら上昇しており、長期的には

100年あたり1.28℃の割合で上昇しています。特に1990年代以降、高温となる年が頻出

しています。 

図 2-3 国内における二酸化炭素の経年変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：気象庁  

 

図 2-4 国内の年平均気温偏差の経年変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：細線（黒）：各年の平均気温の基準値からの偏差 

太線（青）：偏差の 5 年移動平均値、直線（赤）：長期変化傾向。 

基準値は 1991〜2020 年の 30 年平均値。 

出典：気象庁 
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地球温暖化をめぐる社会動向 

 
 

 

 
① パリ協定 

平成 27（2015）年、フランス・パリにおいて、国連気候変動枠組条約第 21 回締約国

会議（COP21）が開催されました。そこで、京都議定書以来の新たな法的拘束力のある

国際的な合意文書となる「パリ協定」が採択されました。この協定では、温室効果ガス

排出削減のための取組みを強化することが必要とされています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

さらに、令和3（2021）年 10月〜11月に開催された国連気候変動枠組条約第26回締結

国会議（COP26）では、合意文書で「産業革命前からの気温上昇を 1.5℃以内に抑える努

力を追求する」と明記され、今世紀半ばのカーボンニュートラル及びその経過点である

令和 12（2030）年に向けて、野心的な気候変動対策を締約国に求めることが決定されま

した。 

これを受け、日本は、温室効果ガス排出量削減目標を「2030 年度において、温室効果

ガスを 2013 年度から 46％削減することを目指す、さらに 50％の高みに向け、挑戦を続

けていく。」こととしています。 
 

② 気候変動に関する政府間パネル（IPCC） 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）では、国連気候変動枠組条約第 21 回締約国

会議（COP21）において、工業化以前の水準から 1.5℃の気温上昇による影響や地球全体

での温室効果ガス排出経路に関する特別報告書を提供することを招請されたことを受け、

平成 30（2018）年度に特別報告書を公表しました。この報告書では、気温上昇を 2℃よ

りリスクの低い 1.5℃に抑えるためには、二酸化炭素排出量が令和 12（2030）年までに

45%削減され、令和 32（2050）年ごろには実質ゼロにすることが必要とされています。

また、メタンなどの二酸化炭素以外の排出量も大幅に削減されることが必要と示されて

います。  

●パリ協定の概要 

・世界共通の長期目標として、産業革命前からの平均気温の上昇を 2℃より十分下方に

保持する。1.5℃以下に抑える努力を追求する。 

・今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出と吸収のバランスを達成する。 

・主要排出国を含むすべての国が削減目標を５年ごとに提出・更新する。 

・各締約国は、気候変動に関する適応策を立案し行動の実施に取組む。 

・全ての国が参加し、各国は義務として目標を達成するための国内対策を実施する。 

など 

（１）国際的な動向 

２ 
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③ 持続可能な開発目標（SDGs） 

平成 27（2015）年の国連サミットにおいて、「持続可能な開発のための 2030 アジェン

ダ」が採択されました。この 2030 アジェンダでは、令和 12（2030）年までに持続可能

で、よりよい世界を目指す国際目標「SDGs（エスディージーズ）」が掲げられています。 

SDGs は、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称で、17 の

目標と 169 のターゲットが掲げられています。SDGs は、人間の安全保障の理念を反映し

て誰ひとり取り残さないことを目指し、先進国を含めてすべての国が一丸となって達成

すべき目標で構成されているのが特徴です。その目標の中には、あらゆる場所、形態の

貧困を終わらせる目標等をはじめ、気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を

講じることや、持続可能な森林の経営といった地球温暖化対策に関わる目標が掲げられ

ています。また、SDGs の達成には、現状をベースとして実現可能性を踏まえた積み上げ

を行うのではなく、目指すべき未来を考えて現在すべきことを考えるという「バックキ

ャスティング」の考え方が重要とされています。さらに、あらゆる主体が参加する「全

員参加型」のパートナーシップの促進が掲げられています。 

図 2-5 「持続可能な開発目標（SDGs）」の 17 の目標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国際連合広報センター 

 
 
 

① 2050 年カーボンニュートラル宣言 

令和 2（2020）年 10 月、菅首相（当時）は「パリ協定」に定める目標等を踏まえ、

「2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち 2050 年カーボ

ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言しました。これを受け、

「2050 年カーボンニュートラル」を目指す「ゼロカーボンシティ」を表明する自治体が

増加しています。 

  

（２）国の動向 
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② 地球温暖化対策の推進に関する法律 

「2050 年カーボンニュートラル宣言」を基本理念として位置付けた地球温暖化対策の

推進に関する法律（以下、「温対法」という。）の一部改正案が令和 3（2021）年 3 月に

閣議決定され、令和4（2022）年 4月に施行されました。また、令和4（2022）年 2月に

は「民間資金を呼び込む出資制度の創設、地方公共団体に対する財政上の措置」を講ず

る同法の一部改正案が閣議決定されています。 

令和 4（2022）年 4 月施行の改正温対法の主な内容は以下のとおりです。 

 

●改正温対法の主な内容 

・パリ協定・2050 年カーボンニュートラル宣言等を踏まえた基本理念の新設 

・地域の脱炭素化に貢献する事業を促進するための計画・認定制度の創設 

・脱炭素経営の促進に向けた企業の排出量情報のデジタル化・オープンデータ化の推進 

 
 
③ 地域脱炭素ロードマップ 

令和 3（2021）年 6 月に策定された「地域脱炭素ロードマップ」では、国の「2050 年

カーボンニュートラル宣言」や、「2030年度に温室効果ガスを2013年度から46％削減す

ることを目指すこと、さらに、50％の高みに向け挑戦を続ける」との表明を踏まえ、地

域が主役となる、地域の魅力と質を向上させる地方創生に資する地域脱炭素の実現を目

指し、特に令和 12（2030）年までに集中して行う取組・施策を中心に、工程と具体策を

示しています。 

本ロードマップは、地域における脱炭素への取り組みが、意欲と実現可能性が高いと

ころからその他の地域に広がっていく「実行の脱炭素ドミノ」を起こすべく、今後 5 年

間を集中期間として施策を総動員するとしています。そして令和 12（2030）年以降も全

国へと地域脱炭素の取組を広げ、令和 32（2050）年を待たずして多くの地域で脱炭素を

達成し、地域課題を解決した強靭で活力ある次の時代の地域社会への移行を目指すこと

としています。 

図 2-6 脱炭素ロードマップの概要 

 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「脱炭素地域づくり支援サイト」（環境省） 
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④ 地球温暖化対策計画 

令和 3（2021）年 10 月に閣議決定された地球温暖化対策計画では旧計画の目標に比べ、

長期的には令和 32（2050）年までにカーボンニュートラルの実現、中期的には令和 12

（2030）年度に温室効果ガス排出量を平成 25（2013）年度比 46％削減することを目指

し、さらに 50％の高みに向け挑戦を続けていくことが示されています。 

 

●参考）旧計画における目標水準 

・中期目標）令和 12（2030）年度において平成 25（2013）年度比 26.0％減 

（平成 17（2005）年度比 25.4％減） 

・長期的目標）令和 32（2050）年までに 80％の温室効果ガスの排出削減 
 

表 2-1 地球温暖化対策計画の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：「地球温暖化対策計画の概要」（環境省） 

 

⑤ 政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置

について定める計画 

令和 3（2021）年 10 月に閣議決定された「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガ

スの排出の削減等のため実行すべき措置について定める計画（以下「政府実行計画」と

いう。）」では、「2013 年度を基準として、政府の事務及び事業に伴い直接的及び間接的

に排出される温室効果ガスの総排出量を 2030 年度までに 50％削減すること」を目標と

して掲げています。こうした野心的な目標達成に向け、政府として率先的に実行してい

くためには、省エネ対策を従来以上に徹底するとともに、太陽光発電の庁舎等への導入

をはじめとした再生可能エネルギーの活用についても最大限取り組んでいくことが不可

欠となるとしています。 
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⑥ 気候変動適応計画 

気候変動適応計画は、「気候変動適応法」（平成 30（2018）年 12 月施行）第 8 条に基

づき、国が気候変動影響及び気候変動適応に関する情報の収集、整理、分析及び提供な

どの気候変動影響の総合的な評価等を勘案して、令和 3（2021）年 10 月に改定されまし

た。「気候変動影響による被害の防止・軽減、さらには、国民の生活の安定、社会・経

済の健全な発展、自然環境の保全及び国土の強靱化を図り、安全・安心で持続可能な社

会を構築すること」を目標とし、7 つの基本戦略のもと、各分野の適応策が示されてい

ます。 

図 2-7 気候変動適応計画の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：気候変動適応計画の概要（A-PLAT 気候変動適応情報プラットフォーム） 

 

⑦ 第６次エネルギー基本計画 

令和 3（2021）年 10 月に閣議決定された第 6 次エネルギー基本計画は、「2050 年カー

ボンニュートラル宣言」及び「2030 年度の新たな温室効果ガス排出量削減目標」の実現

に向けた道筋を示したものであり、「2050 年カーボンニュートラル実現に向けた課題と

対応」や「2050 年を見据えた 2030 年に向けた政策対応」が示されています。その中で、

様々な課題の克服を野心的に想定した令和 12（2030）年度のエネルギー需給の見通しが

示されており、令和12（2030）年度の電源構成における再生可能エネルギーの比率を36

〜38％とし、現在取り組んでいる研究開発の成果の活用・実装が進んだ場合には、38％

以上の更なる高みを目指すとしています。 
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① 第三次千葉県環境基本計画 

（計画期間：令和元（2019）年度～令和 10（2028）年度） 

「みんなでつくる『恵み豊かで持続可能な千葉』～ずっと豊かで安心して暮らしてい

ける千葉の環境を、みんなのちからで築き、次の世代に伝えていく～」を目指すべき将

来像とし、5 つの基本目標を掲げています。 

施策展開の基本的考え方として、分野を横断する 4 つのテーマを設定し、環境・経

済・社会的課題の同時解決を目指すこととしています。 

5 つの基本目標の達成に向けて、6 つの政策分野、23 の施策項目を設定し、分野を横

断するテーマを踏まえて、分野横断的に施策を展開することとしています。 

 

図 2-8 千葉県環境基本計画施策展開の方向 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「第三次千葉県環境基本計画（計画概要図）」 

 
 
 
 
 
 
 

（３）県の動向 
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② 2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ宣言 

千葉県においても、令和元（2019）年に、記録的な暴風雨となった房総半島台風・東

日本台風及び 10 月 25 日に短期間のうちに連続して発生した大雨により甚大な被害が発

生しました。近年、千葉県を含めた各地で大規模な自然災害が頻繁に発生しており、気

候変動は、もはや「気候危機」というべき状況となっています。このため、県として、

国の掲げる「温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする。」という目標の達成に向け

て、県民や事業者、市町村と協力し「オール千葉」で一層の地球温暖化対策を推進し、

令和32（2050）年の脱炭素社会の実現を目指す「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ宣言」

を行いました。今後の取組として、県民への情報提供と啓発の充実、千葉県地球温暖化

対策実行計画(平成 28（2016）年 9 月策定)に基づく再生可能エネルギーの活用や省エネ

ルギーの促進などに一層取り組み、今後、実行計画の見直しの中で、脱炭素社会の実現

に向けた新たな取組等について検討し、県民や事業者、市町村と協力して推進するとし

ています。 

 

③ 千葉県地球温暖化対策実行計画 

（計画期間：平成 28（2016）年度～令和 12（2030）年度） 

令和 12（2030）年度における温室効果ガス排出量の削減目標は、「2013 年度比 40％削

減とし、更なる高みを目指す」とし、主体別の取組目標及び取組が示されています。県

の施策として、再生可能エネルギー等の活用、省エネルギーの促進、温暖化対策に資す

る地域環境の整備・改善、循環型社会の構築、その他（普及啓発・地方公共団体の取組

等）を挙げています。 

 

④ 千葉県カーボンニュートラル推進方針 

令和 32（2050）年のカーボンニュートラルに向けて、より長期的なビジョンをもって

推進していくため、千葉県としての目指す姿や、本県が有する様々な特色やポテンシャ

ルを活用した取組として、（１）再生可能エネルギーの導入促進、（２）京葉臨海コンビ

ナートにおける脱炭素化の促進、（３）広域物流拠点・ネットワークにおける脱炭素化

の促進、（４）農林水産県としての強みを生かした先駆的取組の促進、（５）脱炭素型ラ

イフスタイルへの転換、（６）先進的・優良な市町村の取組の県全域への横展開と全国

への波及について方向性を示しています。また、経済の活性化や、スマート農林水産業

の推進、レジリエンスの向上、DX の推進、SDGs の推進など関連する様々な施策につい

て、カーボンニュートラルを踏まえた基本的・中長期的な考え方を示しています。 
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図 2-9 2050 年カーボンニュートラルに向けた県の目指す姿へのロードマップ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：「千葉県カーボンニュートラル推進方針」 

 
⑤ 千葉県地球温暖化対策実行計画事務事業編(改定第 4 次) 

（千葉県庁エコオフィスプラン） 

（計画期間：令和 5（2023）年度～令和 12（2030）年度） 

令和 12（2030）年度に県の事務・事業に伴うエネルギー起源の二酸化炭素を 51％削

減し、温室効果ガス排出量を 46％削減することを目標としています。温室効果ガス削減

に向けた取組の基本方針として、省エネルギー・省資源の推進、再生可能エネルギーの

導入、環境に配慮した調達の推進などの取組を引き続き推進すること、庁舎等の建替

え・大規模改修等の際には、高断熱・高効率仕様など、省資源・省エネルギーに配慮し

た施設となるように計画・設計段階から検討するとともに、施設・機器等の更新時期も

踏まえ高効率な機器等を導入するなど、費用対効果の高い合理的な対策を実施すること、

職員の環境に対する意識の一層の向上を図り、各所属の自主的取組を軸として、県庁全

体で取り組むこととしています。 
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君津市の特性 

第３章 君津市の地域特性  
 

 
 
 
 

① 位置・地勢 

本市は房総半島のほぼ中央に位置しており、東京湾に面した北西部には世界に誇る製

鉄所と、整然と区画された市街地が広がり、内陸部には、豊かな自然や肥沃な農耕台地が

広がっています。 

東京湾アクアライン等の道路網の整備により、君津バスターミナルから高速バスを利

用することで東京駅まで約 1 時間、東京国際空港（羽田空港）まで約 30 分、君津駅から

東京駅まで特急電車で約1時間と高速道路や鉄道を通じた都心とのアクセスが良好です。 

市域は内陸部の東部、南部が広大で、面積は 318.81km2、周囲は約 118.2km に及び、県

下第２位の市域を有しています。 

北部の台地は木更津市と広く境を接し、この一角にかずさアカデミア・パークが建設

されています。東部は市原市、大多喜町、鴨川市と接する清澄山系となっており、南部は

三舟山、鹿野山、高宕山系となっており、富津市と接しています。その間に小糸川・小櫃

川の沖積地が広がり、肥沃な農耕地帯を形成しています。 

図 3-1 地形イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：君津市都市計画マスタープラン（君津市） 

 

 

 

 

 

（１）自然的特性 

１ 
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② 気象 

 気温・降水量 

気温は年平均で 15.8℃、最高気温の月平均は 31.3℃（8 月）、最低気温の月平均は 1.6℃

（1 月）となっています。 

本市の気象条件は、東京湾岸にあたるため温暖な気候帯にあたり、6 月の梅雨期と 9 月、

10 月の台風期に降水量が多く、冬期には降水量は少なくなります。 

図 3-2 君津市周辺の気候（平成 18（2006）～令和 2（2020）年の平均値） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：「過去の気象データ」（気象庁、木更津地域気象観測所）より作成 

 
 日照時間と日射量 

日照時間は、最も多い月が 8 月で 207.1 時間/月、最も少ない月が 10 月で 124.4 時間/

月となっています。日射量は、最も多い月が 5 月で 5.6 kWh/㎡・日、最も少ない月は 12

月で 2.6 kWh/㎡・日となっています。 

図 3-3 月別日照時間（平成 18（2006）～令和 2（2020）年平均値）と平均日射量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：「過去の気象データ」（気象庁、木更津地域気象観測所）より作成 
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 風況 

本市の風況は、地上高 70m の年間平均風速が陸上では 5～6m/s 前後、沿岸部では 7m/s

前後となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 河川状況 

市域を流れる主な河川には、小糸川と小櫃川があります。 

小糸川は流路延長が 80km で、房総半島では 2 番目に長い河川です。豊英地先を源流と

して北西に流れ、東京湾に注いでいます。上流部には豊英ダム（工業用水）、三島ダム（農

業用水）があり、下流では郡ダム（工業用水）が接続しています。 

小櫃川は流路延長が 88km で、房総半島では最も長い河川です。源流は黄和田畑地先に

端を発し、上総、小櫃地区を流下して袖ケ浦市と木更津市を通り、東京湾に注いでいま

す。本市は小櫃川の上・中流域に位置し、上流部には亀山ダム、片倉ダムの二つのダム湖

があります。 

 

図 3-5 君津市の周辺の河川位置図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

地上高 70ｍ 

図 3-4 君津市の風況マップ 

資料：「河川海岸図」（千葉県）より一部抜粋 

出典：NEDO 風況マップ 
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③ 土地利用状況 

本市の土地利用は、図 3-6 に示すように総面積 318.81km2のうち、山林が 63.4%と大半

を占めており、次いで農地が 12.6%、住宅が 4.8%を占めています。 

図 3-6 土地利用状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：「平成 23 年度都市計画基礎調査」より作成 

 
 
 

① 人口・世帯数 

本市の人口は平成 25（2013）年度以降、減少傾向にあり、令和 3（2021）年度の人口は

82,103 人となっています。本市の将来人口及び世帯数は、減少することが予測されてい

ます。 

図 3-7 人口・世帯数の推移（各年度 1 月 1 日時点） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：「住民基本台帳」より作成、2030 年度、2050 年度は君津市推計値 

 

（２）社会的特性 

山林

63.4%

農地

12.6%

住宅

4.8%

公共公益

4.6%

公園・空地

3.6%

交通

3.4%

工業・運輸

2.8%
荒地

2.1%

水面

1.7%
商業

1.0%

その他自然地

0.1%

総面積

318.8 km2

88,569 88,126 87,447 86,552 85,604 84,811 83,885 83,005 82,103
77,000

65,40037,871 38,154 38,422 38,568 38,646 38,774 38,935 39,147 39,098
37,037

33,057

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2030 2050

世
帯
数

人
口

人口 世帯数

(人) (世帯)
推計値実績値

（年



                               第３章 君津市の地域特性 

19 

 

② 人口構成 

本市の平成 12（2000）年から令和 2（2020）年の年齢構成の推移は、図 3-8 に示すよ

うに 65 歳以上の高齢者人口割合の増加と 15～64 歳の生産人口、15 歳未満の年少人口割

合の減少が進んでいます。 

図 3-8 年齢別人口比 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

資料：「国勢調査」より作成 

 
③ 公共施設の整備状況 

本市の公共建築物の数は、平成 27（2015）年 4 月 1 日時点で 253 施設となっており、

棟数は 771 棟、延床面積の合計は 271,984 ㎡となります。内訳は、図 3-9 に示すように

学校施設が 54.9％と半分以上を占め、業務施設が 10.4％、社会教育施設が 9.9％となっ

ています。 

図 3-9 公共建築物の延床面積の内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

資料：「君津市公共施設等総合管理計画」より作成 
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④ ごみ排出状況 

本市の 1 人 1 日当たりのごみ総排出量は、948 g/人・日であり、千葉県の平均（894 g/

人・日）及び全国平均（901 g/人・日）よりも多くなっています。 

また、生活系可燃ごみのうち 11.9％が分別すれば資源となるものであり、事業系可燃

ごみのうち 20.8％が食品ロスとなっています。 

図 3-10 1 人 1 日当たりのごみ総排出量の比較（令和 2（2020）年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：「令和 2 年度清掃事業の現況と実績（一般廃棄物処理事業の概況）」（千葉県）、 

「一般廃棄物処理実態調査」（環境省）より作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※分別すれば資源ごみとなるもの：可燃ごみ中に含まれていた資源ごみ 

 

  

図 3-11 生活系可燃ごみの組成内訳 図 3-12 事業系可燃ごみの組成内訳 

資料：「一般廃棄物処理基本計画」（君津市）

 

資料：「一般廃棄物処理基本計画」（君津市）より作成 
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① 産業構造 

産業大分類別の就業者比率をみると、第 1 次産業は 3.7％、第 2 次産業は 30.3％、第

3 次産業は 66.0％となっています。 

図 3-13 産業大分類別就業者比率の推移（令和 2（2020）年） 

 
 
 
 
 
 

 資料：「国勢調査」より作成 

 
② 第 1 次産業 

本市の農林業の経営体数は、平成 17（2005）年以降、減少傾向であり、令和 2（2020）

年は農業が 1,178 経営体、林業が 23 経営体となっています。 

 

図 3-14 農林業経営体数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：「農林業センサス」より作成 
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本市の第 1 次産業の生産額は、平成 30（2018）年度は 1,614 百万円となっており、平

成 25（2013）年度以降、概ね横ばいで推移しています。 

図 3-15 農林水産業生産額 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：「千葉県民経済計算」より作成 

 
③ 第２次産業 

本市の工業の推移をみると、従業者数については、増減がみられるものの、令和元（2019）

年度で 7,990 人であり、平成 25（2013）年度と比較して増加しています。 

製造品出荷額等は年度により増減があり、令和元（2019）年度は 731,817 百万円とな

っています。また、令和元（2019）年度の製造品出荷額の内訳をみると、鉄鋼業が全体の

87.6%を占め、次いで窯業・土石製品製造業が 4.6%、業務用機械器具製造業が 3.1％を占

めています。 

図 3-16 製造品出荷額等の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：「工業統計調査（経済産業省）」より作成 
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図 3-17 製造品出荷額等の内訳（令和元（2019）年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
※統計資料で出荷額が秘匿となっている複数業種について、 

合計出荷額と判明している出荷額の差としてまとめています。 

 

資料：「工業統計調査」（経済産業省）より作成 

 
④ 第３次産業 

本市の第 3 次産業の就業者数の推移をみると、減少傾向であり、令和 2（2020）年度は

25,853 人となっています。 

また、就業者数の内訳は、図 3-19 に示すように卸売業・小売業が最も多く 20.1％を占

めており、次いで医療・福祉が 17.8％、その他サービス業が 10.8％となっています。 

図 3-18 第 3 次産業の就業者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：「国勢調査」より作成 
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図 3-19 第 3 次産業の就業者数の業種別内訳（令和 2（2020）年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

資料：「国勢調査」より作成 

 
 
本市の第 3 次産業における家屋（事務所、飲食店等）の延床面積は減少傾向にあり、

平成 30（2018）年度は 962,565ｍ2となっています。 

図 3-20 延床面積（民生業務系、非課税を除く）の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：「固定資産の価格等の概要調書」（総務省）より作成 
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君津市の再生可能エネルギーの現状 

 
 
 

 
 

① 再生可能エネルギー設備の導入容量 

本市における再生可能エネルギー設備の導入容量は、令和 2（2020）年度で、太陽光発

電の導入容量の 10kW 未満及び 10kW 以上を合わせて 129,028kW となっています。 

表 3-1 再生可能エネルギー設備の導入容量 

再生可能 

エネルギー種別 

再生可能エネルギーの設備容量の導入状況(kW) 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

太陽光発電 

（10kW 未満） 
6,333 7,123 7,747 8,406 8,966 9,508 10,207 

太陽光発電 

（10kW 以上） 
16,039 31,166 37,863 40,625 45,492 114,357 118,821 

合計 22,372 38,288 45,611 49,032 54,458 123,864 129,028 

資料：「自治体排出量カルテ」より作成 

 
② 再生可能エネルギーによる発電電力量 

本市における再生可能エネルギーの発電電力量は、令和 2（2020）年度で 169,421MWh

となっています。 

表 3-2 再生可能エネルギーによる発電電力量 

再生可能 

エネルギー種別 

再生可能エネルギーによる発電電力量(MWh) 

2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 

太陽光発電 

（10kW 未満） 
7,601 8,548 9,298 10,089 10,760 11,410 12,250 

太陽光発電 

（10kW 以上） 
21,215 41,225 50,084 53,738 60,175 151,266 157,171 

合計 28,816 49,773 59,382 63,826 70,935 162,677 169,421 

資料：「自治体排出量カルテ」より作成 

図 3-21 再生可能エネルギーによる発電電力量の推移 

 
 
 
 
 
 

 

 

  

（１）再生可能エネルギー導入状況 

資料：「自治体排出量カルテ」より作成 
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本市における再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは、「再生可能エネルギー情報供

給システム（REPOS）」（環境省）で公表されている値等を用い、算定しました。 

本市の再生可能エネルギー種別導入ポテンシャルは、発電区分が年間 10,495.6TJ/年

（318,391 世帯分※）、熱利用区分が年間 4,035.5TJ/年（122,420 世帯分※）となっていま

す。 

※本市における 1 世帯あたりのエネルギー消費量 33.0GJ より計算（参考：君津市 2018 年度世帯数 38,774 世帯） 

表 3-3 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル（発電区分） 

再生可能エネルギー種別・区分別 

導入量 

導入容量 
（MW） 

年間発電電力量 
（MWh/年) 

エネルギー量 
（TJ/年） 

太陽光 

建物系 

官公庁 4.0 5,417.8 19.5 
病院 1.3 1,714.1 6.2 
学校 8.8 11,895.3 42.8 
戸建住宅等 156.3 212,887.4 766.4 
集合住宅 2.8 3,793.2 13.7 
工場・倉庫 98.4 132,253.3 476.1 
その他建物 208.1 279,794.7 1,007.3 
鉄道駅 0.1 181.0 0.7 

小計 479.9 647,936.8 2,332.6 

土地系 

最終処分場 一般廃棄物 1.4 1,941.3 7.0 

耕地 
田 422.4 567,864.8 2,044.3 
畑 137.4 184,792.8 665.3 

荒廃 
農地 

再生利用可能（営農型） 35.5 47,758.7 171.9 
再生利用困難 199.9 268,747.7 967.5 

ため池 0.1 170.4 0.6 
小計 796.8 1,071,275.8 3,856.6 
合計 1,276.7 1,719,212.7 6,189.2 

陸上風力 392.0 1,185,693.1 4,268.5 
中小水力（河川、農業用水路） 0.1 0.0 0.0 
地熱 1.3 7,888.7 28.4 

バイオ 
マス 

切捨間伐材 ― 1,212.4 4.4 
稲わら ― 1,112.9 4.0 
もみ殻 ― 323.3 1.2 
小計 ― 2,648.6 9.5 

発電 合計 ― 2,915,443.1 10,495.6 
注：バイオマスは「地域バイオマス熱利用フィールドテスト事業 バイオマス賦存量及び利用可能量の全国市町村別推計と

マッピングに関する調査（NEDO）」、「廃棄物系バイオマス利活用導入マニュアル（環境省）」に基づき推計しました。 

注：洋上風力発電は、REPOS において市町村別の導入容量等のデータが公表されていないため、集計から除外しました。 

表 3-4 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル（熱利用区分） 

再生可能エネルギー種別・区分別 エネルギー量（TJ/年） 

太陽熱 438.8 
地中熱 3,563.1 

バイオマス 

切捨間伐材 16.3 
稲わら 13.4 
もみ殻 3.9 
小計 33.5 

熱利用 合計 4,035.5 
注：バイオマスは「地域バイオマス熱利用フィールドテスト事業 バイオマス賦存量及び利用可能量の全国市町村別推計と

マッピングに関する調査（NEDO）」、「廃棄物系バイオマス利活用導入マニュアル（環境省）」に基づき推計しました。 

（２）再生可能エネルギー導入ポテンシャル 
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君津市の温室効果ガス排出量の現状 

 
 
 
 

 
本市の二酸化炭素排出量及びその他ガス排出量は、「地方公共団体実行計画（区域施策

編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」（環境省、令和 4 年 3 月）の内容に準じた算

定手法を用い、算定しました。 

 

① 算定の対象 

温室効果ガスは、二酸化炭素（エネルギー起源 CO2、非エネルギー起源 CO2）、メタン

（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、代替フロン等 4 ガスを対象としました。 

排出部門等は、表 3-5 に示す部門等を対象としました。 

表 3-5 温室効果ガス排出量算定対象部門等 

部門 説明 ガス種 

産業部門 

製造業（鉄鋼関連企業の排出量は区分して集計）、建設業・

鉱業、農林水産業、その他（港湾運送業の事業所である

が、鉄鋼関連企業の事業所であるため産業部門とした）

のエネルギー消費に伴う排出 

エネルギー起源 CO2 

業務その他部門 

事務所・ビル、商業・サービス業施設等、民生業務に係

るエネルギー消費に伴う排出 

注：「教育・学習支援業」及び「公務」は部門「君津市（事務事

業分）」と重複するため推計から除外 

エネルギー起源 CO2 

家庭部門 
家庭におけるエネルギー消費に伴う排出 

注：自家用自動車からの排出は運輸部門（旅客）で計上 
エネルギー起源 CO2 

運輸 

部門 

貨物 貨物自動車におけるエネルギー消費に伴う排出 

エネルギー起源 CO2 
旅客 

旅客自動車におけるエネルギー消費に伴う排出 

注：自家用自動車の使用にともなう排出は当区分で計上 

エネルギー転換 

部門 

発電所における自家消費分及び送配電ロス等に伴う排出 

注：発電所の発電における燃料消費にともなう排出分は含まな

い 

エネルギー起源 CO2 

工業プロセス分野 工業材料の化学変化に伴う排出 
非エネルギー起源
CO2 

廃棄物 

分野 

焼却処分 
廃棄物（プラスチック・合成繊維）の焼却処分に伴う排

出、溶融炉へのコークス投入にともなう排出 

非エネルギー起源
CO2、CH4、N2O 

排水処理 排水処理にともない発生する排出 CH4、N2O 

原燃料 

使用 

特定事業所における廃棄物の焼却、製品の製造の用途へ

の使用、廃棄物燃料の使用に伴い発生する排出 

非エネルギー起源
CO2 

君津市 

（事務事業分） 
市の事務事業に伴い発生する排出 

エ ネ ル ギ ー 起 源
CO2、CH4、N2O、代替
フロン等 4 ガス
（HFC） 

農業 

分野 

耕作 水田からの排出及び耕地における肥料の使用による排出 

CH4、N2O 農業 

廃棄物 
農業廃棄物の焼却処分に伴い発生する排出 

燃料の燃焼分野 
特定事業所※での炉における燃料の燃焼に伴い発生する

排出 
CH4、N2O 

※ 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度における報告対象事業所を指します。 

（１）温室効果ガス排出量の算定方法 

３ 
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② 算定方法 

算定方法を表 3-6 及び表 3-7 に示します。 

表 3-6 温室効果ガス排出量算定方法（二酸化炭素）① 
ガス 区分 算定方法・式 引用資料 

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源C

O
2  

産
業
部
門 

製造業 

・特定事業所： 
算定・報告・公表制度における排出量データ 
（実績値） 

・特定事業所以外： 
製造業炭素排出量（千葉県）× 
従業者数の比（君津市/千葉県）×44/12 

・地球温暖化対策推進法に基づく
温室効果ガス排出量算定・報告・
公表制度における排出量実績値 

・都道府県別エネルギー消費統計 
・工業統計調査 

建設業 
・鉱業 

建設業・鉱業炭素排出量（千葉県） 
×従業者数の比(君津市/千葉県)×44/12 

・都道府県別エネルギー消費統計 
・経済センサス 

農林 
水産業 

・2013 年度： 
農林水産業炭素排出量（千葉県） 
×従業者数の比(君津市/千葉県)×44/12 

・都道府県別エネルギー消費統計 
・経済センサス 
・作物統計調査 

・2014 年度以降： 
 2013 年度の農林水産業 CO2排出量× 

水稲作付面積の対 2013 年度増減比 

その他 
算定・報告・公表制度における排出量データ 
（実績値）（鉄鋼関連企業） 

・地球温暖化対策推進法に基づく
温室効果ガス排出量算定・報告・
公表制度における排出量実績値 

業務その他 
部門 

・電気ガス熱供給水道業： 
算定・報告・公表制度における排出量データ 
（実績値） 

・教育・学習支援業、公務：推計なし 
・その他の業種： 
業務その他部門炭素排出量（千葉県） 
×延床面積の比(君津市/千葉県)×44/12 

・都道府県別エネルギー消費統計 
・固定資産の価格等の概要調書 
・地球温暖化対策推進法に基づく

温室効果ガス排出量算定・報告・
公表制度における排出量実績値 

家庭部門 

・都市ガス、LP ガス、灯油： 
1 世帯当たり使用量（君津市） 
×世帯数（君津市）×CO2排出係数 

・電気： 
都道府県別エネルギー消費統計におけるエ
ネルギー使用量×世帯数の比（君津市/千葉
県）×CO2排出係数 

・家計調査年報 
・ガス事業年報 
・都道府県別エネルギー消費統計 
・住民基本台帳 
・国勢調査 

運
輸
部
門 

自
動
車 

旅
客 

運輸部門（旅客）炭素排出量（全国） 
×自動車車種別保有台数比（君津市/全国）×
44/12 

・総合エネルギー統計 
・車種別(詳細)保有台数表 
・市区町村別自動車保有台数 
・君津市資料 

貨
物 

運輸部門（貨物）炭素排出量（全国） 
×自動車車種別保有台数比（君津市/全国）×
44/12 

・総合エネルギー統計 
・車種別(詳細)保有台数表 
・市区町村別自動車保有台数 
・君津市資料 

エネルギー 
転換部門 

算定・報告・公表制度における排出量データ 
（実績値）（鉄鋼関連企業） 

・地球温暖化対策推進法に基づく
温室効果ガス排出量算定・報告・
公表制度における排出量実績値 
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表 3-6 温室効果ガス排出量算定方法（二酸化炭素）② 

ガス 区分 算定方法・式 引用資料 

非
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源C

O
2  

工業プロセス 
分野 

算定・報告・公表制度における排出量データ 
（実績値）（鉄鋼関連企業） 

・地球温暖化対策推進法に基
づく温室効果ガス排出量算
定・報告・公表制度における
排出量実績値 

廃棄物分野 

【一般廃棄物】 

・プラスチック：一般廃棄物焼却量×プラスチック 

組成割合×固形分割合×排出係数 

・合成繊維：一般廃棄物焼却量×繊維くず割合× 

繊維くず中の合成繊維割合×固形分割合×排出係数 

・溶融炉へのコークス投入に伴う排出： 

焼却処理量×5%（コークス投入比率）×排出係数 

・君津市資料 
・温室効果ガス排出量算定・報

告マニュアル 
・地球温暖化対策推進法に基

づく温室効果ガス排出量算
定・報告・公表制度における
排出量実績値 

【原燃料使用】 
算定・報告・公表制度における排出量データ 
（実績値）（鉄鋼関連企業） 

エネルギ

ー起源

CO2 
君津市 

・事務事業に係る排出量データ（市長部局、教育
委員会、公用車） 

・君津市資料 

表 3-7 温室効果ガス排出量算定方法（その他ガス） 

ガス 区分 算定方法 引用資料 

ＣＨ4・
Ｎ2Ｏ 

農
業
分
野 

耕作 

【水田からの排出】 
水稲作付面積×水管理割合 
×単位面積当たりの排出係数 
【肥料の使用に伴う排出】 
耕作地面積×単位面積当たりの肥料の 
使用に伴う排出量 
【農作物残渣のすきこみに伴う排出量】 
年間生産量×乾物率×残渣率×すきこみ率 

×単位作物残渣当たりの排出量 

・作物統計調査 
・ガスインベントリ報告書 

農業 
廃棄物 

【農業廃棄物の焼却に伴う排出】 
年間生産量×残渣率×野焼き率 
×単位焼却量当たりの排出量 

・作物統計調査 
・ガスインベントリ報告書 

廃
棄
物
分
野 

焼却処分 一般廃棄物焼却量×排出係数 

・君津市資料 
・温室効果ガス排出量算

定・報告マニュアル 

排水処理 

【し尿処理施設からの排出】 
生し尿及び浄化槽汚泥の年間処理量 
×排出係数 
【生活排水処理施設からの排出】 
生活排水処理施設ごとの年間処理人口 
×排出係数 
【終末処理場からの排出】 
終末処理場において処理された下水の量 
×排出係数 

・一般廃棄物処理実態調査
結果 

・君津市資料 
・温室効果ガス排出量算

定・報告マニュアル 

燃料の燃焼分野 
算定・報告・公表制度における排出量データ 

（実績値）（鉄鋼関連企業） 

・地球温暖化対策推進法に
基づく温室効果ガス排出
量算定・報告・公表制度に
おける排出量実績値 

君津市（事務事業分） 
・事務事業に係る排出量データ（市長部
局、教育委員会、公用車） 

・君津市資料 

代替フロン

等 4 ガス 

鉄鋼関連企業 
・フロン法に基づくフロン類漏洩実績デ
ータ（実績値、ガス種不明） 

・フロン法に基づくフロン
類漏洩実績データ 

君津市（事務事業分） ・事務事業に係る排出実績値（公用車） ・君津市資料 
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① 総排出量の推移 

本市の平成 30（2018）年度における温室効果ガス排出量は 18,431.7 千 t-CO2（6,454,427

世帯分※）であり、平成 25（2013）年度比で 15.8％（3,447.7 千 t-CO2）減少しています。

平成 30（2018）年度における温室効果ガスの排出割合について、鉄鋼関連企業からの排

出は 97.2%、鉄鋼関連企業以外からの排出は 2.8%を占めています。 

※本市における 1 世帯あたりの温室効果ガス排出量 2.9t-CO2より計算（参考：君津市 2018 年度世帯数 38,774 世帯） 

表 3-8 各年度の温室効果ガス排出量 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 
＊鉄鋼関連企業  

部門・分野 

2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 

排出量 

（ 千 t - C O 2 ） 

排出量

（ 千 t - C O 2 ） 

排出量 

（ 千 t - C O 2 ） 

排出量 

（ 千 t - C O 2 ） 

排出量 

（ 千 t - C O 2 ） 

排出量 

（ 千 t - C O 2 ） 

2013 年度比 

増減率 

CO2 

産業 

部門 

製造業 
鉄鋼関連企業* 19,734.4 19,337.6 17,879.5 16,241.9 16,134.6 16,554.2 -16.1% 

その他 17.2  17.0  14.0  12.8  12.6  12.3  -28.5% 

建設業・鉱業 32.1 30.7  31.7  26.9  25.8  24.8 -22.7% 

農林水産業 21.0 20.9  20.4  20.1  19.7  20.1 -4.5% 

その他* 13.2 12.8  11.2  11.1  10.9  10.6 -19.2% 

小計 19,817.8 19,419.0 17,956.7 16,312.8 16,203.7 16,621.9 -16.1% 

業務その他部門 164.6 146.2  153.2  137.3  137.7  135.6 -17.6% 

家庭部門 135.5 123.4  113.4  111.7  120.1  110.7 -18.3% 

運輸 

部門 

自動車 
旅客 105.8 101.2  100.2  98.8  98.1  96.5 -8.8% 

貨物 83.1 84.1  82.7  81.4  79.8  79.2 -4.6% 

小計 188.8 185.3  182.9  180.2  178.0  175.7 -7.0% 

エネルギー転換部門* 142.8 119.8  142.1  178.9  140.6  169.5 +18.7% 

工業プロセス分野* 1,180.2 1,138.7  1,085.5  979.6  989.4  981.3 -16.8% 

廃棄物 

分野 

一般廃棄物の焼却 15.4 15.2  15.0  14.8  14.5  14.5 -5.5% 

原燃料の使用* 182.8 194.4  161.8  160.2  165.7  173.0 -5.4% 

小計 198.2 209.6 176.8 175.0 180.3 187.5 -5.4% 

君津市（事務事業分） 11.3 10.4 9.4 9.5 9.2 8.8 -22.6% 

CO2計 21,839.3 21,352.4 19,820.1 18,085.1 17,959.0 18,391.1 -15.8% 

CH4 

廃棄物分野 0.8 0.8 0.8 0.7 0.8 0.8 +2.3% 

燃料の燃焼分野* 23.6 22.3 24.3 23.3 23.1 24.0 +1.7% 

農業分野 8.8 8.8 8.5 8.4 8.3 8.4 -4.5% 

君津市（事務事業分） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -4.9% 

小計 33.1 31.8 33.5 32.5 32.1 33.2 +0.1% 

N2O 

廃棄物分野 1.1 1.1 1.1 1.1 1.2 1.1 -1.9% 

燃料の燃焼分野* 5.5 5.5 4.9 4.6 4.5 4.4 -19.5% 

農業分野 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 -4.5% 

君津市（事務事業分） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -22.1% 

小計 6.9 6.9 6.3 6.0 5.9 5.8 -16.1% 

代替 

フロン等 

4 ガス 

鉄鋼関連企業* （ 報告なし） （ 報告なし） 1.2 1.4 1.1 1.6 ― 

君津市（事務事業分） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 +4.3% 

小計 0.0 0.0 1.2 1.4 1.1 1.6 ― 

その他ガス計 40.0  38.8  41.0  39.9  39.1  40.6  +1.3% 

温室効果ガス総排出量 合計 21,879.3 21,391.2 19,861.1 18,124.9 17,998.1 18,431.7 -15.8% 

鉄鋼関連企業の排出量* 

（総排出量に占める割合） 

21,282.5 

(97.3%)  

20,831.1 

(97.4%) 

19,310.5 

(97.2%) 

17,601.1 

(97.1%) 

17,469.9 

(97.1%) 

17,918.7 

(97.2%) 
-15.8% 

鉄鋼関連企業を除く排出量以外 

（総排出量に占める割合） 

596.9 

(2.7%)  

560.1 

(2.6%)  

550.6 

(2.8%)  

523.8 

(2.9%)  

528.2 

(2.9%)  

513.0 

(2.8%)  
-14.1% 

（２）温室効果ガス排出量の現況推計 
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図 3-22 温室効果ガス排出量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-23 温室効果ガスの区分別排出割合（平成 30（2018）年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② ガス種別内訳 

温室効果ガス排出量について、ガス種別では、二酸化炭素が 99.8%、メタンが 0.2%、

一酸化二窒素が 0.03%、代替フロン等 4 ガスが 0.01%を占めています。 

図 3-24 温室効果ガスのガス種別排出割合（平成 30（2018）年度） 
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平成 30（2018）年度における鉄鋼関連企業からの温室効果ガス排出量は、17,918.7 千

t-CO2 であり、平成 25（2013）年度比で 15.8％（3,363.8 千 t-CO2）減少しています。 

部門別の排出割合について、「産業部門」が 92.4％、「工業プロセス分野」が 5.5％、

「廃棄物分野」が 1.0%、「エネルギー転換部門」が 0.9%、「その他ガス」が 0.2%を占めて

います。 

表 3-9 各年度の温室効果ガス排出量（鉄鋼関連企業） 

部門・分野 

2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 

排出量 

（千 t-CO2） 

排出量 

（千 t-CO2） 

排出量 

（千 t-CO2） 

排出量 

（千 t-CO2） 

排出量 

（千 t-CO2） 

排出量 

（千 t-CO2） 

2013 年度比 

増減率 

CO2 

産業 

部門 

製造業 19,734.4 19,337.6 17,879.5 16,241.9 16,134.6 16,554.2 -16.1% 

その他 13.2 12.8  11.2  11.1  10.9  10.6 -19.2% 

小計 19,747.6  19,350.4 17,890.7 16,253.0 16,145.5 16,564.8 -16.1% 

エネルギー転換部門 142.8 119.8  142.1  178.9  140.6  169.5 +18.7% 

工業プロセス分野 1,180.2 1,138.7  1,085.5  979.6  989.4  981.3 -16.8% 

廃棄物分野 182.8 194.4  161.8  160.2  165.7  173.0 -5.4% 

CO2計 21,253.4  20,803.3 19,280.2 17,571.8 17,441.3 17,888.6 -15.8% 

CH4 燃料の燃焼分野 23.6 22.3 24.3 23.3 23.1 24.0 +1.7% 

N2O 燃料の燃焼分野 5.5 5.5 4.9 4.6 4.5 4.4 -19.5% 

代替フロン等 4 ガス （ 報告なし） （ 報告なし） 1.2 1.4 1.1 1.6 ― 

その他ガス計 29.1  27.9  30.3  29.3  28.6  30.0  +3.3% 

温室効果ガス総排出量 合計 21,282.5  20,831.1 19,310.5 17,601.1 17,469.9 17,918.7 -15.8% 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

図 3-25 温室効果ガス排出量の推移（鉄鋼関連企業） 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-26 温室効果ガスの部門別排出割合（鉄鋼関連企業）（平成 30（2018）年度） 
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① 部門別内訳 

平成 30（2018）年度における、鉄鋼関連企業を除く温室効果ガス排出量は 513.0 千 t-

CO2であり、平成 25（2013）年度比で 14.1％（83.9 千 t-CO2）減少しています。 

部門別の排出割合について、「運輸部門」が 34.3%、「業務その他部門」が 26.4%、「家庭

部門」が 21.6%、「産業部門」が 11.1%、「廃棄物分野」が 2.8%、「その他ガス」が 2.1%、

君津市（事務事業分）が 1.7%を占めています。また、エネルギー種別排出量では、電気

の使用に伴う排出が 38.3%、ガソリン・軽油（自動車の使用に伴う排出）が 33.9%を占め

ています。 

表 3-10 温室効果ガス排出量の現況推計（鉄鋼関連企業を除く） 

部門・分野 

2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 

排出量 
（千 t-CO2） 

排出量 
（千 t-CO2） 

排出量 
（千 t-CO2） 

排出量 
（千 t-CO2） 

排出量 
（千 t-CO2） 

排出量 
（千 t-CO2） 

2013 年度比 
増減率 

CO2 

産業 

部門 

製造業 17.2 17.0 14.0 12.8 12.6 12.3 -28.5% 

建設業・鉱業 32.1 30.7 31.7 26.9 25.8 24.8 -22.7% 

農林水産業 21.0 20.9 20.4 20.1 19.7 20.1 -4.5% 

小計 70.3 68.6 66.1 59.8 58.2 57.2 -18.7% 

業務その他部門 164.6 146.2 153.2 137.3 137.7 135.6 -17.6% 

家庭部門 135.5 123.4 113.4 111.7 120.1 110.7 -18.3% 

運輸

部門 

自動車 
旅客 105.8 101.2 100.2 98.8 98.1 96.5 -8.8% 

貨物 83.1 84.1 82.7 81.4 79.8 79.2 -4.6% 

小計 188.8 185.3 182.9 180.2 178.0 175.7 -7.0% 

廃棄物分野 15.4 15.2 15.0 14.8 14.5 14.5 -5.5% 

君津市（事務事業分） 11.3 10.4 9.4 9.5 9.2 8.8 -22.6% 

CO2計 585.9 549.2 539.9 513.3 517.7 502.4 -14.2% 

CH4 

廃棄物分野 0.8 0.8 0.8 0.7 0.8 0.8 +2.3% 

農業分野 8.8 8.8 8.5 8.4 8.3 8.4 -4.5% 

君津市（事務事業分） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -4.9% 

小計 9.6 9.5 9.3 9.1 9.1 9.2 -4.0% 

N2O 

廃棄物分野 1.1 1.1 1.1 1.1 1.2 1.1 -1.9% 

農業分野 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 -4.5% 

君津市（事務事業分） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -22 .1 % 

小計 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 -2.6% 

代替フロン等 4 ガス 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 +4.3% 

その他ガス計 11.0 10.9 10.7 10.5 10.5 10.5 -3.8% 

温室効果ガス排出量 合計 596.9 560.1 550.6 523.8 528.2 513.0 - 1 4 . 1 % 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

 
  

（４）鉄鋼関連企業を除く温室効果ガス排出量 
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図 3-27 エネルギー種別排出割合（鉄鋼関連企業を除く）（平成 30（2018）年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-28 温室効果ガス排出量の推移（鉄鋼関連企業を除く） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-29 温室効果ガスの部門別排出割合（鉄鋼関連企業を除く）（平成 30（2018）年度） 
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② 部門別排出量 

 産業部門 

鉄鋼関連企業を除く産業部門について、平成 30（2018）年度の二酸化炭素排出量は 57.2

千 t-CO2となり、平成 25（2013）年度比で 18.7％（13.1 千 t-CO2）減少しています。業

種別内訳としては、「建設業・鉱業」が 43.4%、「農林水産業」が 35.1%、「製造業」が 21.5%

を占めています。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

・製造業 

製造業の平成30（2018）年度の二酸化炭素排出量は12.3千t-CO₂となり、平成25（2013）

年度比で 28.5％（4.9 千 t-CO₂）減少しています。エネルギー別二酸化炭素排出量は、電

気が大部分を占めています。電気の使用量及び電気の二酸化炭素排出係数の低減が、製

造業の二酸化炭素排出量の減少に影響していると考えられます。 

図 3-32 製造業 二酸化炭素排出量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-33 製造業の電気の使用量と電気の二酸化炭素排出係数の推移 

 
 
 
 

  

図 3-30 産業部門・二酸化炭素排出量の推移 図 3-31 産業部門・二酸化炭素排出内訳 
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・建設業・鉱業 

建設業・鉱業の平成 30（2018）年度の二酸化炭素排出量は 24.8 千 t-CO₂となり、平成

25（2013）年度比で 22.7％（7.3 千 t-CO₂）減少しています。エネルギー別二酸化炭素排

出量は、石油と電気が大部分を占めています。石油の使用の減少及び電気の二酸化炭素

排出係数の低減が、建設業・鉱業の二酸化炭素排出量の減少に影響していると考えられ

ます。 

図 3-34 建設業・鉱業 二酸化炭素排出量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・農林水産業 

農林水産業の平成 30（2018）年度の二酸化炭素排出量は 20.1 千 t-CO2 となり、年度に

より増減はあるものの、平成 25（2013）年度比で 4.5％（1.0 千 t-CO2）減少しています。

エネルギー別二酸化炭素排出量は、大半を石油が占めています。 

図 3-35 農林水産業 二酸化炭素排出量の推移 
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 業務その他部門 

業務その他部門の平成 30（2018）年度の二酸化炭素排出量は 135.6 千 t-CO2 となり、

平成 25（2013）年度比で 17.6％（29.0 千 t-CO2）減少しています。 

業務系延床面積は平成 25（2013）年度以降減少傾向にあります。また、エネルギー別

二酸化炭素排出量は、大半を電気が占めています。業務系延床面積の減少と、電気の二酸

化炭素排出係数の低減が、二酸化炭素排出量の減少に影響していると考えられます。 

図 3-36 業務その他部門・エネルギー種別二酸化炭素排出量の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-37 業務系延床面積と電気の二酸化炭素排出係数の推移 
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 家庭部門 

家庭部門の平成 30（2018）年度の二酸化炭素排出量は 110.7 千 t-CO2 となり、平成 25

（2013）年度比で 18.3％（24.7 千 t-CO2）減少しています。 

エネルギー別二酸化炭素排出量では、大半を電気が占めており、平成 30（2018）年度

の電気の使用量は平成 25（2013）年度と比較して減少しています。電気の使用量の減少

及び電気の二酸化炭素排出係数の低減が、二酸化炭素排出量の減少に影響していると考

えられます。 

図 3-38 家庭部門・エネルギー種別二酸化炭素排出量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-39 家庭部門・電気の使用量と電気の二酸化炭素排出係数の推移 
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 運輸部門 

運輸部門の平成 30（2018）年度の二酸化炭素排出量は 175.7 千 t-CO2となり、平成 25

（2013）年度比で 7.0％（13.1 千 t-CO2）減少しています。 

市の自動車保有台数は概ね横ばいの傾向にあります。燃費の向上やエコドライブ等の

普及が、二酸化炭素排出量の減少に影響していると考えられます。 

 

図 3-40 運輸部門・エネルギー種別二酸化炭素の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-41 自動車保有台数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 

57,960 58,397 58,422 58,457 58,960 58,988

16,649 16,765 16,475 16,425 16,209 16,248

74,609 75,162 74,897 74,882 75,169 75,236

0

20,000

40,000

60,000

80,000

2013 2014 2015 2016 2017 2018

自
動
車
保
有
台
数

（年度）

貨物

旅客

（台）

188.8 185.3 182.9 180.2 178.0 175.7

0

50

100

150

200

2013 2014 2015 2016 2017 2018

二
酸
化
炭
素
排
出
量

（年度）

（千t-CO₂）

都市ガス

LPガス

軽油

ガソリン

-7.0%

(-13.1千t-CO₂）



                               第３章 君津市の地域特性 

40 

  
 廃棄物分野 

廃棄物分野の平成 30（2018）年度の二酸化炭素排出量は 14.5 千 t-CO2 となり、平成 25

（2013）年度比で 5.5％（0.9 千 t-CO2）減少しています。内訳としては、石油製品であ

るプラスチック及び合成繊維の焼却に伴う排出が 10.8 千 t-CO2、ガス炉溶融時に投入す

るコークスの使用による排出が 3.7 千 t-CO2 となっています。 

一般廃棄物の直接焼却量が減少傾向にあることが、二酸化炭素排出量の減少に影響し

ていると考えられます。 

図 3-42 廃棄物分野・二酸化炭素排出量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-43 一般廃棄物の直接焼却量の推移 
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 君津市（事務事業に係る排出） 

君津市の事務事業に係る排出について、平成 30（2018）年度の二酸化炭素排出量は 8.8

千 t-CO2となり、平成 25（2013）年度比で 22.6％（2.6 千 t-CO2）減少しています。エネ

ルギー種別二酸化炭素排出量では、大半を電気が占めており、電気の二酸化炭素排出係

数の低減が、二酸化炭素排出量の減少に影響していると考えられます。 

 

図 3-44 君津市（事務事業に係る排出）エネルギー種別二酸化炭素排出量と 

電気の二酸化炭素排出係数の推移 
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 その他ガス 

その他ガスの平成 30（2018）年度の排出量は 10.5 千 t-CO2となり、平成 25（2013）年

度比で 3.8％（0.4 千 t-CO2）減少しています。その他ガスの排出の 87.0％をメタンが占

めています。 

市の水稲作付面積と稲の年間生産量は、平成 25（2013）年度と比較して平成 30（2018）

年度は減少しており、このため、農業分野におけるメタン排出量が減少したことが、その

他ガス排出量の減少に影響していると考えられます。 

※その他ガス：メタン及び一酸化二窒素 

図 3-45 その他ガス排出量（CO2換算）の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-46 メタン排出量（CO2換算）の推移 
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図 3-47 一酸化二窒素排出量（CO2換算）の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3-48 水稲作付面積・稲年間生産量の推移 
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君津市における課題 

 
 
 
 
 
 鉄鋼関連企業を除く温室効果ガス排出量のうち、電気の使用による排出量が最も多

く、約 4 割を占めています（図 3-27）。 

 市民アンケートにおいて、市民・事業者ともに 9 割以上が、各家庭や事業者におけ

るエネルギー使用量について「減らしたい」と回答しました。 

 市民アンケートにおいて、今後導入を考えたい省エネルギー関連機器として、省エ

ネ家電が 4 割、家庭用蓄電池が 3 割となっています。また、省エネルギー関連機器

について導入する予定はない・できない理由として多くの機器において「費用がか

かるから」と回答した市民が 5～6 割でした。 

 市民・事業者への省エネに関する情報提供や省エネ設備導入支援、工場・建築事業

者等への省エネ建築(ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）・ZEB（ネット・ 

ゼロ・エネルギー・ビル）等)の斡旋を推進する必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 太陽光発電が導入されており、導入容量及び発電電力量は年々増加傾向にあります

（図 3-21）。 

 市民・事業者アンケートにおいて、市に期待する施策として約 5 割の市民・事業者

が「再エネ設備導入に関する支援制度の充実」と回答しています。 

 電力会社を変更した市民・事業者は 3 割であり、そのうち電力会社の選択基準とし

て「環境への配慮」と回答した市民・事業者は 1 割未満でした。 

 家庭や事業者の再エネ設備導入や低炭素電力利用に関する支援を推進する必要が

あります。 

  

（１）省エネルギーの推進 

（２）再生可能エネルギーの利用促進 

ZEB
ゼブ

 

「Net Zero Energy Building」の略称であり、外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとと

もに、高効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギー

を実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、年間の一次エネルギー消費量

の収支をゼロとすることを目指した建築物のことです。50％以上の省エネルギーを図った上

で、再生可能エネルギーの導入により、エネルギー消費量を更に削減した建築物について、

その削減量に応じて以下①〜④に分類されます。 

 

①ZEB ：100％以上削減（省エネ＋創エネ） 

②Nearly ZEB ：75％以上削減（省エネ＋創エネ） 

③ZEB Ready ：50％以上削減（省エネ） 

④ZEB Oriented ：30～40％以上削減（省エネ）、延べ床面積 10,000ｍ2以上 

４ 
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 鉄鋼関連企業を除く排出量のうち、運輸部門からの排出量が最も多く、3 割を占め

ています（図 3-29）。 

 鉄鋼関連企業を除くエネルギー種類別排出量では、運輸部門のガソリン・軽油の使

用が約 3 割を占めています（図 3-27）。 

 市民アンケートにおいて、自動車の代わりとなる交通手段として利用したい、ある

いは整備を希望するものとして、「公共交通機関」、「地域コミュニティバス」が多

く回答されました。 

 電動車の利用を促進するとともに公共交通機関の利便性の向上等を推進し、自動車

利用の削減を図る必要があります。 

 

 
 本市の 1 人 1 日当たりのごみ総排出量は、千葉県平均及び全国平均よりも高くなっ

ています（令和 2（2020）年度、図 3-10）。 

 生活系可燃ごみのうち１割が資源となるものであり、事業系可燃ごみのうち食品ロ

スが 2 割となっています（平成 28（2016）年度、図 3-11、図 3-12）。 

 市民・事業者アンケートにおいて、市に期待する施策として市民・事業者ともに「ご

みの減量化・リサイクルの推進」が最も多く回答されました。 

 廃棄物の排出抑制及び資源分別、再資源化を推進することで、廃棄物の運搬や処理

に係るエネルギーの削減を図るとともに、事業者を中心に食品ロス削減を促進する

必要があります。 

 

 
 市域の約 6 割を山林が占めており、カーボンニュートラル達成のために、吸収源と

して健全な維持が必要です（図 3-6）。 

 間伐等による森林の適正管理や木材の利活用等を推進し、吸収量の維持・増加を図

る必要があります。 

 

 
 市民・事業者アンケートにおいて「環境グリーン都市宣言」の認知度は低く、また、

事業者の約 3 割が、令和 32（2050）年温室効果ガス排出量実質ゼロを達成するため

の対策は特に考えていないと回答しています。 

 市民アンケートにおいて、情報収集の媒体として「テレビ・ラジオ」、「インターネ

ット」が多く回答されました。また、20 代は「SNS」が多く、「新聞・雑誌・書籍」

及び「国・県・市などの広報誌」は年齢が高くなるほど回答した市民が多くなる傾

向がありました。 

 市民・事業者と連携・協働して「環境グリーン都市」を実現するため、環境学習・

教育の推進、研修会等の実施、情報発信の強化を行う必要があります。 

（３）交通の脱炭素化の推進 

（４）廃棄物の発生抑制、資源循環の推進 

（５）吸収源対策の推進 

（６）多様な主体の協働・連携の推進 
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温室効果ガス排出量の将来推計 

第４章 計画の目標 
 
 
 

 
平成 27（2015）年に採択された「パリ協定」において「1.5℃目標」が掲げられ、世界

中で「脱炭素社会」への転換が活発化しています。 

将来的に見込まれる温室効果ガスの排出状況を考慮するために、今後追加的な対策を

見込まないまま推移した場合に当たる現状趨勢（BAU）ケースの温室効果ガスについて推

計しました。 温室効果ガス排出量と相関の大きい人口などを活動量として設定し、直近

年度における温室効果ガス排出量に活動量の変化率（（令和12（2030）年度・令和32（2050）

年における活動量の推計値）/（直近年度における活動量））を乗じることで推計しまし

た。 

なお、現状の温室効果ガス排出量における直近年度は、把握可能である平成 30（2018）

年度（君津市（事務事業分）は令和 3（2021）年度）とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（１）現状趨勢（BAU）ケースにおける温室効果ガス排出量の算定方法 

    ＝         × BAU 排出量 直近年度の温室効果ガス排出量 活動量変化

１ 
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表 4-1 現状趨勢（BAU）ケースで設定した活動量 

ガス種 部門・分類 活動量 推計手法 

CO₂  

エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源 

産業 

部門 

製造業 従業者数 従業者数は直近年度の値で推移すると想定し推計 

製造業・特定事業所 ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

建設業･鉱業 従業者数 従業者数は直近年度の値で推移すると想定し推計 

農林水産業 
水稲作付

面積 
水稲作付面積は直近年度の値で推移すると想定し推計 

その他（鉄鋼関連企

業） 
ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

業務 

その他 

部門 

特定事業所 ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

その他 延床面積 
延床面積は過去の実績と同様の傾向で推移すると想定

し，過去の実績値の回帰分析により推計 

家庭部門 人口 市の 2030 年度・2050 年人口目標値を使用 

運輸 

部門 
自動車 

旅客 世帯数 

旅客車保有台数は世帯数の変化により増減すると想定さ

れるため，1 世帯当たりの人数の値を回帰分析し，（2030

年度・2050 年の目標人口値）/（2030 年度・2050 年の 1

世帯当たり人数）より推計 

貨物 
貨物車保

有台数 

貨物車保有台数は過去の実績と同様の傾向で推移すると

想定し，過去の実績値の回帰分析により推計 

エネルギー転換部門 ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

君津市（事務事業分） ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

非
エ
ネ
ル
ギ
ー 

起
源 

工業プロセス分野 ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

廃棄物 

分野 

一般廃棄物 
一般廃棄

物処理量 

市の 2030 年度・2050 年の目標値（1 人 1 日当たりの排出

量）に各年度の人口目標値を乗じて推計 

また，廃棄物量の 2.5%のコークスを溶融炉に投入すると

して推計 

原燃料の使用 ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

そ
の
他
ガ
ス 

CH₄ 

N₂O 

農業 

分野 

耕作 
水稲作付

面積 
水稲作付面積は直近年度の値で推移すると想定し推計 

農業廃棄物 
水稲年間

生産量 
年間生産量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

廃棄物 

分野 

焼却処分 
一般廃棄

物処理量 

市の 2030 年度・2050 年の目標値（1 人 1 日当たりの排出

量）に，年間日数（365 日）及び各年度の人口目標値を乗

じて推計 

排水処理 
衛生処理

人口 

衛生処理人口は人口の変化により増減すると想定される

ため，人口と同様に推移するものとして推計 

燃料の燃焼分野 ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

君津市（事務事業分） ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

代替フロン

等 4 ガス 

鉄鋼関連企業 ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 

君津市（事務事業分） ー 排出量は直近年度の値で推移すると想定し推計 
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① 総排出量の将来推計結果（現状趨勢（BAU）ケース） 

推計の結果、令和 12（2030）年度の温室効果ガス排出量は 18,404.2 千 t-CO2となり、

基準年度の平成 25（2013）年度比で 15.9%（3,475.1 千 t-CO2）減少する見込みとなりま

した。令和 32（2050）年の温室効果ガス排出量は 18,371.4 千 t-CO2となり、平成 25（2013）

年度比で 16.0%（3,508.0 千 t-CO2）減少する見込みとなりました。 

排出量の減少が見込まれる理由として、本市における業務系延床面積の減少により「業

務その他部門」からの排出量が減少すること、人口の減少に伴って「家庭部門」及び「廃

棄物分野」等からの排出量が減少すること、貨物車保有台数及び世帯数の減少により「運

輸部門」からの排出量が減少することなどが挙げられます。 

表 4-2 現状趨勢（BAU）ケースにおける温室効果ガス排出量 

部門・分野 

基準年度 直近年度 現状趨勢(BAU)ケース 

2013 年度 2018 年度 2030 年度 2050 年 

排出量 

（千 t-CO₂） 

排出量 

（千 t-CO₂） 

排出量 

（千 t-CO₂） 

排出量 

（千 t-CO₂） 

産業部門 19,817.8 16,621.9 16,621.9 16,621.9 

業務その他部門 164.6 135.6 130.3 127.1 

家庭部門 135.5 110.7 100.5 85.4 

運輸部門 188.8 175.7 169.8 158.3 

エネルギー転換部門 142.8 169.5 169.5 169.5 

工業プロセス分野 1,180.2 981.3 981.3 981.3 

廃棄物分野 198.2 187.5 183.9 181.2 

君津市（事務事業分 11.3 8.8 6.6 6.6 

その他ガス 40.0 40.6 40.4 40.1 

温室効果ガス総排出量 合計 21,879.3 18,431.7 18,404.2 18,371.4 

鉄鋼関連企業の排出量 

（総排出量に占める割合） 

21,282.5 

(97.3%) 

17,918.7 

(97.2%) 

17,918.7 

(97.4%) 

17,918.7 

(97.5%) 

鉄鋼関連企業を除く排出量 

（総排出量に占める割合） 

596.9 

(2.7%) 

513.0 

(2.8%) 

485.5 

(2.6%) 

254.7 

(2.5%) 

2013 年度比増減量 ― -3,447.7 -3,475.1 -3,508.0 

2013 年度比増減率 ― -15.8% -15.9% -16.0% 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

注：将来推計における電気の二酸化炭素排出係数は、直近年度の値を用いています。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）温室効果ガス排出量の将来推計結果（現状趨勢（BAU）ケース） 
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図 4-1 現状趨勢（BAU）ケースにおける温室効果ガス排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 鉄鋼関連企業の温室効果ガス排出量の将来推計結果（現状趨勢（BAU）ケース） 

鉄鋼関連企業においては、すべての事業所にて、直近年度の排出実績値のまま推移す

るとしたため、令和 12（2030）年度及び令和 32（2050）年の排出量は、17,918.7 千 t-

CO₂となり、平成 25（2013）年度比で 15.8％（3,363.8 千 t-CO₂）減少する見込みとなり

ました。 

表 4-3 現状趨勢（BAU）ケースにおける温室効果ガス排出量（鉄鋼関連企業） 

部門・分野 

基準年度 直近年度 現状趨勢(BAU)ケース 

2013 年度 2018 年度 2030 年度 2050 年 

排出量 
（千 t-CO₂） 

排出量 
（千 t-CO₂） 

排出量 
（千 t-CO₂） 

排出量 
（千 t-CO₂） 

産業部門 19,747.6 16,564.8 16,564.8 16,564.8 

エネルギー転換部門 142.8 169.5 169.5 169.5 

工業プロセス分野 1,180.2 981.3 981.3 981.3 

廃棄物分野 182.8 173.0 173.0 173.0 

その他ガス 29.1 30.0 30.0 30.0 

温室効果ガス排出量 合計 21,282.5 17,918.7 17,918.7 17,918.7 

2013 年度比増減量 ― -3,363.8 -3,363.8 -3,363.8 

2013 年度比増減率 ― -15.8% -15.8% -15.8% 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 
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-16.0%

(-3,508.0千t-CO2）

-15.9%

(-3,475.1千t-CO₂）



                               第４章 計画の目標 

50 

 

図 4-2 現状趨勢（BAU）ケースにおける温室効果ガス排出量の推移（鉄鋼関連企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 鋼関連企業を除く温室効果ガス排出量の将来推計結果（現状趨勢（BAU）ケース） 

鉄鋼関連企業を除く温室効果ガス排出量について、令和12（2030）年度の排出量は485.5

千 t-CO₂となり、基準年度の平成 25（2013）年度比で 18.6%（111.3 千 t-CO₂）減少する

見込みとなりました。令和 32（2050）年の温室効果ガス排出量は 452.7 千 t-CO₂となり、

平成 25（2013）年度比で 23.8%（144.1 千 t-CO₂）減少する見込みとなりました。 

排出量の減少が見込まれる理由として、本市における業務系延床面積の減少により「業

務その他部門」からの排出量が減少すること、人口の減少に伴って「家庭部門」及び「廃

棄物分野」等からの排出量が減少すること、貨物車保有台数及び世帯数の減少により「運

輸部門」からの排出量が減少することなどが挙げられます。 

表 4-4 現状趨勢（BAU）ケースにおける温室効果ガス排出量（鉄鋼関連企業を除く） 

部門・分野 

基準年度 直近年度 現状趨勢(BAU)ケース 

2013 年度 2018 年度 2030 年度 2050 年 

排出量 

（千 t-CO2） 

排出量 

（千 t-CO2） 

排出量 

（千 t-CO2） 

排出量 

（千 t-CO2） 

産業部門 70.3 57.2 57.2 57.2 

業務その他部門 164.6 135.6 130.3 127.1 

家庭部門 135.5 110.7 100.5 85.4 

運輸部門 188.8 175.7 169.8 158.3 

廃棄物分野 15.4 14.5 10.9 8.1 

君津市（事務事業分） 11.3 8.8 6.6 6.6 

その他ガス 11.0 10.5 10.3 10.1 

温室効果ガス排出量 合計 596.9 513.0 485.5 452.7 

2013 年度比増減量 ― -83.9 -111.3 -144.1 

2013 年度比増減率 ― -14.1% -18.6% -24.2% 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

注：将来推計における電気の二酸化炭素排出係数は、直近年度の値を用いています。 
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図 4-3 現状趨勢（BAU）ケースにおける温室効果ガス排出量の推移 

（鉄鋼関連企業を除く） 
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削減目標の対象 

  
 
 
本市の温室効果ガス排出量は、9 割以上を鉄鋼関連企業からの排出量が占めており、そ

の排出については各企業や業界団体において目標の設定や取組を進めています。従って、

本計画においては、鉄鋼関連企業からの排出量と鉄鋼関連企業を除く排出量について、

削減目標をそれぞれ定めることとします。 

なお、鉄鋼関連企業からの排出量や削減に向けた取組については、事業者と情報交換

を行いながら把握に努めることとし、目標達成に向け、連携を進めていきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 

出典：一般社団法人日本鉄鋼連盟 
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削減目標設定の背景 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
国の地球温暖化対策計画では、令和 12（2030）年度における温室効果ガス排出量の削

減目標を基準年度である平成 25（2013）年度比 46％削減としています。 

また、本市は、令和 3（2021）年 9 月に、地球温暖化の影響による深刻な気候危機に対

応するため、令和 32（2050）年までにカーボンニュートラルを達成しつつ、環境と経済

が調和した「環境グリーン都市」を目指すことを宣言しています。 

 

３ 

出典：一般社団法人日本鉄鋼連盟 
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削減目標 ４ 
 

 

本市の令和 12（2030）年度及び令和 32（2050）年度における温室効果ガス排出量の削

減目標は次のとおりとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 4-4 温室効果ガス排出量の削減イメージ 

（鉄鋼関連企業を除く排出量） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

●短期目標 

令和 12（2030）年度までに 

平成 25（2013）年度比４６％以上削減 
 

●長期目標 

令和 32（2050）年度までに 

カーボンニュートラルを達成 

各企業や業界団体の取組に基づき 

●短期目標 

令和 12（2030）年度までに 

平成 25（2013）年度比 30％ 削減 

●長期目標 

令和 32（2050）年度までに 

カーボンニュートラルを達成 

図 4-5 温室効果ガス排出量の削減イメージ 

（鉄鋼関連企業からの排出量） 

（１）鉄鋼関連企業を除く排出量の削減目標 

（２）鉄鋼関連企業からの排出量の削減目標 
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（２）各種削減対策による削減 

温室効果ガス排出量削減見込 

 
 
 

電気の二酸化炭素排出係数は、電気の供給に係る二酸化炭素排出量を表す数値であり、

発電量 1kWh 当たりの二酸化炭素排出量を示します。これは、温室効果ガス排出量に大き

く影響を及ぼす項目のひとつです。国の「地球温暖化対策計画における対策の削減量の

根拠」では、令和 12（2030）年度における電気の二酸化炭素排出係数の目標値（0.25kg-

CO₂/kWh）が示されており、目標を達成した場合の本市における温室効果ガス排出量を推

計しました。令和 12（2030）年度において、電気の二酸化炭素排出係数の低減により 81.6

千 t-CO₂の削減が見込まれます。 

表 4-5 電気の二酸化炭素排出係数の低減による削減見込量（鉄鋼関連企業を除く） 

単位：千 t-CO２ 

部門 電力比率 

 

ⓐ 

温室効果ガス排出量 

削減見込量 

 

ⓔ＝ⓒ－ⓓ 

現状趨勢 

ケース 

ⓑ 

電力起源 

 

ⓒ＝ⓐ×ⓑ 

係数低減後 

電力起源 

ⓓ 

産業部門 36％ 54.1 19.5 10.4 9.1 

業務その他部門 74.9％ 125.2 93.7 50.1 43.7 

家庭部門 61.7％ 100.5 62.0 33.1 28.9 

合計 ― 279.8 175.2 93.6 81.6 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

注：鉄鋼関連企業からの排出量を除いた排出量について算定しています。 

 
 

令和 12（2030）年度における現状趨勢（BAU）ケースから電気の二酸化炭素排出係数の

低減による削減効果を除いた 81.6 千 t-CO₂は、削減努力が必要な排出量です。令和 12

（2030）年度の温室効果ガス排出量削減目標の達成に向けて、排出量を削減するための

各種温室効果ガス排出量削減対策を展開します。削減対策の詳細や削減効果は第 5 章に

示します。 

  図 4-6 令和 12（2030）年度目標達成イメージ（鉄鋼関連企業を除く） 

 

 

 

 

 

 

  

（１）電気の二酸化炭素排出係数の低減による削減 
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将来ビジョン・脱炭素シナリオ 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

６ 

交通 

・家庭や企業において電気自動車が普及するととも

に、バス等の公共交通も電動化が進んでいます。 

・最適化した公共交通機関等を利用して、温室効果ガ

スの排出が少なく、行政・商業地区等に不便なくア

クセスすることができます。 

資源 

・市民・事業者は、すぐにごみとなる物を購入・受

け取らない等、環境に配慮した消費行動を実践し

ており、ごみが減量化されています。 

・バイオプラスチック等の環境にやさしい素材や商

品が一般的になり、再資源化や環境負荷の低減が

進んでいます。 

・山林の木質バイオマスや廃棄物系バイオマスの活

用など、地域資源を最大限に活用してエネルギー

を地産地消するまちとなっています。 

（１）将来ビジョン 
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森林 

・市内の森林は適正な管理により、持続可能な林業

が行われています。 

・市内企業が市内の森林保全を支援する仕組みが広

がり、市全体で林業を盛り上げています。 

・カーボン・オフセットの活用により他地域とつな

がりのある取組がされています。 

・間伐材等の資源利用や環境学習の場として多く活

用され、森林が重要な地域資源として市民に認識

されています。 

住宅・事業所 

・住宅や事務所、工場等においては、省エネルギー機器

の導入や建物の断熱化等が進み、エネルギーが効率的

に使用されています。 

・太陽光発電等と蓄電池を併用したエネルギー自家消

費システムが普及し、ZEH・ZEB 化が進んでいます。 

・自家発電だけではエネルギーが不足する住宅や事業

所では、再生可能エネルギー電力を買電し、温室効果

ガスの排出はありません。 

・市有施設においても太陽光発電等とともに蓄電池が

導入され、電源を自立分散化することで災害時の活動

拠点としての役割を担っています。 



                               第４章 計画の目標 

58 

 

 
令和 32（2050）年度までのカーボンニュートラルの実現に向けた視点は以下のとおり

です。 

 
 

（２）脱炭素シナリオ 

●森林の適正管理による吸収源確保 

●既存技術による行政・民間事業の強化・
拡充 

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量 

2023 年度 2030 年度 2050 年度 

温
室
効
果
ガ
ス
吸
収
量 

カーボン 

ニュートラル 

の実現 

2030 年度 

中間年度 

目標達成 

●行政の先導事業として、再生可能エネルギ
ー導入（PPA 等）の積極的な推進 

●革新的技術の情報収集と実証・検証
支援の検討 

●家庭・事業所へ再生可能エネルギー設備、
蓄電池、電気自動車等導入の啓発・促進 

●実施事業の中からの有効事業の抽出・
展開・拡大 

●未活用の地域資源の整理、再生可
能エネルギーとしての導入検討 

●他自治体・企業等との連携 

●地域循環共生圏の構築及び、革新
的技術の情報収集と活用の仕組み
構築、各排出部門への革新的技術
の展開、エネルギーの地産地消を
目指した新しいエネルギー需給形
態の検討等 

家庭・事業所へ再生可能エネルギー

設備、蓄電池、電気自動車等導入 

未活用の地域資源の、 

再生可能エネルギーとしての

導入検討 

行政の先導事業として、 

再生可能エネルギー導入 

森林の適正管理 
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施策体系 

第５章 目標達成に向けた取組 
 

 
 
目標の達成に向けて次のように施策を推進します。施策推進にあたっては、市民・事業

者・市や他自治体等と協働・連携しながら、「オール君津」で取り組みます。 

 

図 5-1 施策体系 

目標 施策 取組 

環
境
グ
リ
ー
ン
都
市 

（１） 省エネルギーの推進 

① ★ 省エネルギー行動の普及 

② ★ 省エネルギー機器等の導入推進 

③ 省エネルギー建築の推進 

（２） 
再生可能エネルギー 

利用の推進 

① ★ 
家庭・事業所における再生可能エネルギー設備

等の導入推進 

② ★ 
市有施設・遊休地における再生可能エネルギー

設備等の導入推進 

③  低炭素電力の利用推進 

（３） 交通の脱炭素化の推進 

① ★ 家庭・事業所における電動車の導入推進 

② ★ 公用車における電動車の導入推進 

③ 公共交通機関等の利用推進 

（４） 
廃棄物の発生抑制、 

資源循環の推進 

① ごみの削減・資源化の推進 

② 食品ロスの削減 

③ グリーン購入・調達の推進 

（５） 吸収源対策の推進 

① 森林の適正な管理・整備の推進 

② 林業従事者への支援・育成 

③ 森林資源の活用 

（６） 
多様な主体の協働・ 

連携の推進 

① 環境教育・学習の推進 

② 主体間連携・自治体間連携の推進 

（７） 
デジタル技術の活用 

による脱炭素化の推進 

① 
DX（デジタルトランスフォーメーション）の 

推進 

② 効果的な情報発信の推進 

★重要取組 

 

 

 

 

 

１ 
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目標達成に向けた取組 

 
 
 
 

市の取組 
 
 
カーボンニュートラルの実現に向けては、省エネルギー対策を徹底して進め、エネル

ギー消費量を削減することが重要です。アンケート調査結果によると、市民及び事業者

ともに定着していない省エネ行動（冷蔵庫内の温度調整、不使用時にコンセントプラグ

を抜く、従業員研修等）や十分に導入が進んでいない省エネルギー機器（高効率給湯器・

熱源機器、HEMS・BEMS 等）がある状況です。省エネルギーに関する情報提供や普及啓発、

省エネルギー機器等の導入支援を行い、省エネルギーの推進を図ります。 

 

① 省エネルギー行動の普及 ★重要取組 

日常の生活や事業活動の中で取り組む省エネルギー行動について普及啓発を行い、市

民・事業者の意識向上を図ります。 

 省エネ行動に関する情報提供 

 環境家計簿の普及 

 省エネポイント（エコポイント）化事業の検討 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

進行管理指標 

現状値 

令和 4（2022） 

年度 

目標値 

令和 12（2030） 

年度まで 

広報きみつ等を使った市民・事業者への 

啓発活動 

広報きみつへの

コラムの掲載 

毎月情報発信を

行う 

 
 
 
 

（１）省エネルギーの推進 

環境家計簿 

家庭の活動による温室効果ガスの排出実態を把握するものとして開発され、家庭

の日常生活で使用する「電気・ガス・灯油・ガソリン等の使用量」から「CO2排出量」

を計算し記録することにより、自分の生活を点検し、環境との関わりを確認するため

の有効な取組です。環境省、地方自治体及び民間企業等が作成しており、最近ではス

マートフォンアプリの環境家計簿も増え、取り組みやすくなっています。 

省エネポイント（エコポイント） 

省エネルギー性能に優れた物品やサービスの購入、電気やガスの使用量の削減、環

境イベントへの参加等の省エネ行動に応じてポイントが付与される制度で、自治体

や企業などが実施しています。集めたポイントはエコ商品（マイバック、ネッククー

ラー等）や特産品、商品券へ交換することができます。 

２ 
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② 省エネルギー機器等の導入推進 ★重要取組 

家庭や事業所における高効率機器・設備の設置や EMS（エネルギー・マネジメント・ 

システム）の導入支援、情報提供等を行い、省エネルギー化の推進を図ります。 

 機器導入に関する情報提供 

 省エネ機器購入補助制度の充実 

 事業所向け省エネ診断・うちエコ診断の推進 

 市有施設における率先導入 ※100、102 ページ（事務事業編） 

 道路照明灯の LED 化 ※100、102 ページ（事務事業編） 

 公園照明灯の LED 化 ※100、102 ページ（事務事業編） 

 

進行管理指標 

現状値 

令和 4（2022） 

年度 

目標値 

令和 12（2030） 

年度 

省エネルギー機器（エネファーム、 

窓の断熱改修等）等の補助件数（累積） 
413 件 1,200 件 

 
③ 省エネルギー建築の推進 

工場や事業所に対して ZEB 等の省エネルギー性能が高い建物を目指すよう普及啓発を

行います。また、建築事業者等に対して建築の際に省エネルギー建築に努めるよう働き

かけます。 

 建築物の省エネに関する情報提供 

 ZEH・ZEB の普及促進 

 建築事業者に対する省エネ基準等の検討 

 市有施設の機能・規模の適正化 ※101、105 ページ（事務事業編） 

 市有施設の ZEB 化推進 ※101、105 ページ（事務事業編） 

表 5-1 取組による温室効果ガスの削減効果（平成 25（2013）年度比） 

取組 

令和 12（2030）年度 

削減量 

（千 t-CO2） 

削減率※ 

（％） 

①省エネルギーに関する普及啓発 5.2 0.9 

②省エネルギー機器等の導入推進 25.4 4.3 

③省エネルギー建築の推進 10.3 1.7 

合計 40.8 6.8 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

※ 平成 25（2013）年度鉄鋼関連企業を除く総排出量に対する削減率を示しています。 
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カーボンニュートラルの実現に向けて、エネルギーの脱炭素化は避けられない課題で

す。特に、使用量が最も多い電気の脱炭素化を進める必要があります。本市においては太

陽光発電のポテンシャル割合が多いことから、住宅や事業所、市有施設等への太陽光発

電設備の導入を推進します。 

また、家庭や事業所において使用する電力をより低炭素な電力へ切り替えることも重

要な取組となります。市民や事業者に対して低炭素電力への切り替えに関する情報提供

や利用拡大を推進していくための仕組みづくりについて検討し、普及啓発を行います。 

 

① 家庭・事業所における再生可能エネルギー設備等の導入推進 ★重要取組 

家庭や事業所における再生可能エネルギー発電設備の導入・維持管理や ESCO 事業に関

する情報提供、設備設置費用に対する補助等を行い、再生可能エネルギーの利用促進を

図ります。また、地元金融機関とも連携することで民間企業の取組の支援を図ります。 

 導入に関する情報提供 

 設備導入費補助制度の充実 

 導入による優遇措置の検討 

 個人向け・企業向け PPA の紹介 

 地元金融機関との連携 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

進行管理指標 

現状値 

令和 4（2022） 

年度 

目標値 

令和 12（2030） 

年度 

再生可能エネルギー設備（太陽光発電設備等）等

の補助件数（累積） 
890 件 1,300 件 

市域における再生可能エネルギー発電量※ 
（2020 年度） 

169,421MWh 340,000MWh 

※ 「固定価格買取（FIT）制度」における認定を受けている再生可能エネルギーの発電量です。 

 

（２）再生可能エネルギー利用の推進 

ESCO
エスコ

事業 

「Energy Service Company」事業の略称であり、ビルや工場の省エネルギー改善に必

要な「技術」「設備」「人材」「資金」などを包括的に提供し、それまでの環境を損なうこ

となく省エネルギーを実現し、その効果を保証する事業です。 

PPA 

「Power Purchase Agreement」の略称であり、電力販売契約という意味で第三者

モデルとも呼ばれています。自治体や企業が保有する施設の屋根や遊休地を PPA 事

業者が借り、無償で太陽光等の発電設備を設置し、発電した電気を自治体・企業が施

設で使うことで、電気料金と CO2 排出の削減ができます。設備の所有は第三者（PPA

事業者または別の出資者）が持つ形となるため、自治体・企業は初期費用や維持管理

の必要なく再生可能エネルギーを利用することができます。 



 第５章 目標達成に向けた取組 

63 

 

② 市有施設・遊休地における再生可能エネルギー設備等の導入推進 ★重要取組 

市有施設や市有遊休地へ再生可能エネルギー発電設備とともに蓄電池を導入し、自立

分散化することで災害時活動拠点施設を目指します。併せて、PPA 等の民間と連携した導

入推進を検討します。また、市有施設における率先導入によって、家庭や事業所における

同様の取組を推進するための普及啓発を行います。 ※100、104 ページ（事務事業編） 

 再生可能エネルギー導入調査 

 PPA 活用検討 

 再生可能エネルギー発電設備・蓄電池の率先導入 

 バイオマス等の多様な再生可能エネルギーの活用検討 

 
③ 低炭素電力の利用推進 

市有施設で調達する電力を再生可能エネルギー比率の高い電力へ切り替えます。  

※100、104 ページ（事務事業編） 

家庭や事業所に対して低炭素電力への切り替えのメリットや手続き等に関する情報提

供を行います。また、切り替えを促進するための仕組みづくりの検討や電力リバースオ

ークション等の既存制度等に関する普及啓発を行い、低炭素電力への切り替え促進を図

ります。  

 低炭素電力に関する情報提供 

 市民や事業者（需要者）と電力小売事業者（供給者）のマッチング制度の検討 

 低炭素電力購入による優遇措置の検討 

 
 
 
 
 
 
 
 

表 5-2 取組による温室効果ガスの削減効果（平成 25（2013）年度比） 

取組 

令和 12（2030）年度 

削減量 

（千 t-CO2）

削減率※1 

（％） 

①家庭・事業所における再生可能エネルギー設備等の導入推進 13.6 2.3 

②市有施設・遊休地における再生可能エネルギー設備等の導入推進 0.2 0.03 

③低炭素電力の利用推進※2 1.9 0.3 

合計 15.7 2.6 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

※1 平成 25（2013）年度鉄鋼関連企業を除く総排出量に対する削減率を示しています。 

※2 君津市（事務事業分）における削減効果のみを示しています。 

 

電力リバースオークション 

リバースオークションは、購入者が購入金額を上げていき販売者が購入者を選定する

通常のオークションに対して、販売者が販売金額を下げていき購入者が販売者を選定す

る逆（Reverse）のオークションのことです。 

電力リバースオークションは、再生可能エネルギー電力を購入したい企業の条件に応

じて電力小売事業者が競争入札を行い、最安の事業者と契約ができる仕組みです。再エ

ネ比率の選択や環境メニュー（RE100 等）も併せて選定することができます。 
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本市における鉄鋼関連企業を除く温室効果ガス排出量においては、運輸部門からの排

出量が最も多くなっています。また、本市は移動手段として自動車への依存度が高いこ

とも特徴です。そのため、電動車への乗り換えや公共交通機関等の低炭素な交通利用を

促進します。 

 
 
 
 
 
 

① 家庭・事業所における電動車の導入推進 ★重要取組 

市民・事業者へ電動車及び充電器等の関連設備の購入・設置費用に対する補助や情報

提供等を行い、電動車の普及促進を図ります。 

 電動車導入に関する情報提供 

 電動車導入・V2H 設置費用補助制度の充実 

 事業者連携による電気自動車用充電器の市内設置の推進 

 

進行管理指標 

現状値 

令和 4（2022） 

年度 

目標値 

令和 12（2030） 

年度 

電動車の補助件数（累積） 4 件 100 件 

 

② 公用車における電動車の導入推進 ★重要取組 

公用車において電動車を積極的に導入するとともに、PPA 等の活用も検討しながら市

有施設への電気自動車用充電設備の導入を推進します。 ※104 ページ（事務事業編） 

 公用車における電動車の率先導入 

 市有施設への電気自動車用充電設備の設置 

  

（３）交通の脱炭素化の推進 

電動車 

電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、

ハイブリッド自動車（HV）を指します。国は気候変動対策や省エネの観点から電動車

の普及とともに、電気自動車等の蓄電・給電機能を災害時に活用することやエネルギ

ーシステムの一部として活用することを推進しています。 
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③ 公共交通機関等の利用推進 

自動車ではなく公共交通機関の利用を促進するための普及啓発を行うとともに、路線

バスや、乗合タクシーの充実により利用しやすい公共交通の構築を図ります。公共交通

機関は電動化を推進し、交通の脱炭素化を図ります。また、自動車等を効率的に利用する

カーシェアリングやシェアサイクル等のシェアリングサービスの充実により、自動車利

用の低減を図ります。 

 公共交通機関の利用促進 

 公共交通機関の電動化 

 コミュニティバスの運行時刻や路線の見直し 

 デマンド型乗合タクシーの利用促進・拡充検討 

 カーシェアリング・シェアサイクルの検討 

 

進行管理指標 

現状値 

令和 4（2022） 

年度 

目標値 

令和 12（2030） 

年度 

コミュニティバス及びデマンドタクシーの 

利用者数の合計人数 
196,816 人/年 280,000 人/年 

 

表 5-3 取組による温室効果ガスの削減効果（平成 25（2013）年度比） 

取組 

令和 12（2030）年度 

削減量 

（千 t-CO2）

削減率※1 

（％） 

①家庭・事業所における電動車の導入推進 22.0 3.7 

②公用車における電動車の導入推進 0.1 0.02 

③公共交通機関等の利用推進 －※2 － 

合計 22.1 3.7 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

※1 平成 25（2013）年度鉄鋼関連企業を除く総排出量に対する削減率を示しています。 

※2 「－」は、その取組単体による温室効果ガスの削減効果を推計することが難しいことを示しています。 
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廃棄物を焼却処理する際に、石油由来のプラスチックごみ等から温室効果ガスが排出

されます。また、廃棄物の運搬や処理にはエネルギーを消費しています。そのため、一度

だけ使用して廃棄されるワンウェイ（使い捨て）プラスチックの削減をはじめとして、家

庭および事業所からのごみの削減・分別を推進します。 

 

① ごみの削減・資源化の推進 

市民・事業者に対するごみの削減に関する普及啓発や多量排出事業者に対する指導等

を行い、ごみの排出抑制を図ります。また、ごみの分別や各リサイクル法に基づく資源回

収の周知を行い、再資源化を推進します。 

 ごみの削減、分別に関する普及啓発 

 ワンウェイ（使い捨て）プラスチックの配布と使用削減の推進 

 ごみ収集の効率化検討 

 集団回収の推進 

 分別区分や処理の最適化検討 

 

進行管理指標 

現状値 

令和 4（2022） 

年度 

目標値 

令和 12（2030） 

年度 

ごみの排出量 909g/人・日 866g/人・日 

 
② 食品ロスの削減 

食品を購入する際のてまえどりや飲食時の食べきりなどを呼びかけます。食品販売店

や飲食店における売り切りや仕入れ・生産量の見直し等の取組の普及啓発を行います。 

 市民に対する情報提供 

 食品関連事業者に対する情報提供・取組支援 

 食品ロス削減協力店登録制度等の事業者連携事業の検討 

 フードドライブの実施推進 

 
 
 

 
 

③ グリーン購入・調達の推進 

商品を購入する際の環境に配慮して製造された商品の選択・購入を促します。事業者

に対しては、環境に配慮した材料の調達や製造を行うよう働きかけます。 

 グリーン購入に関する情報提供 

 事業者におけるグリーン調達の促進 

 環境配慮製品の生産促進  

（４）廃棄物の発生抑制、資源循環の推進 

フードドライブ 

主に家庭で余っている食品を集めて、地域の福祉団体や施設、フードバンク団体な

どに寄付する活動のことです。 
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表 5-4 取組による温室効果ガスの削減効果（平成 25（2013）年度比） 

取組 

令和 12（2030）年度 

削減量 
（千 t-CO2） 

削減率※1 
（％） 

①ごみの削減・資源化の推進 0.6 0.1 

②食品ロスの削減 0.2 0.03 

③グリーン購入の推進 －※2 － 

合計 0.8 0.1 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

※1 平成 25（2013）年度鉄鋼関連企業を除く総排出量に対する削減率を示しています。 

※2 「－」は、その取組単体による温室効果ガスの削減効果を推計することが難しいことを示しています。 

 

 

 

本市は、面積の約６割を山林が占めており、豊富に有する森林の吸収能力の向上や木

材の利活用を推進します。 

カーボンニュートラルを実現するためには、二酸化炭素を吸収する森林等の保全や整

備等の吸収源対策が重要です。木の高齢級化が進むと二酸化炭素の吸収量は低下すると

言われているため、間伐・植栽等、森林の適正な管理を行う必要があります。 

 

① 森林の適正な管理・整備の推進 

森林環境譲与税等の財源を有効活用し、森林の適正な管理・整備を行い、森林のもつ多

面的機能の向上を図ります。 

 民有林の適正な整備の促進 

 間伐事業の推進 

 

進行管理指標 
現状値 

令和 4（2022） 
年度 

目標値 
令和 12（2030） 

年度 

森林施業面積（累計） 66ha 138ha 

 

② 林業従事者への支援・育成 

持続可能な林業を実施してくため、林業後継者や林業技術者の確保・育成を推進しま

す。 

 林業従事者の育成 

 森林整備ボランティアの活動支援 

 住民参加の促進 

  

（５）吸収源対策の推進 
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③ 森林資源の活用 

市有施設や事業所等における地場産の木材使用を推進するとともに、未利用材や木く

ずなどのバイオマスの活用等の森林資源の活用を図ります。 

 間伐材や地場産木材の利用推進 

 木質バイオマス利用設備の導入検討 

 森林を活用した環境教育・学習の推進 

表 5-5 取組による温室効果ガスの削減効果（平成 25（2013）年度比） 

取組 

令和 12（2030）年度 

削減量 

（千 t-CO2）

削減率※1 

（％） 

①森林の適正な管理・整備の推進 2.2 0.4 

②林業従事者への支援・育成 －※2 － 

③森林資源の活用 － － 

合計 2.2 0.4 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

※1 平成 25（2013）年度鉄鋼関連企業を除く総排出量に対する削減率を示しています。 

※2 「－」は、その取組単体による温室効果ガスの削減効果を推計することが難しいことを示しています。 

 

 
 
カーボンニュートラルを実現するためには、市民・事業者・市といった多様な主体が協

働・連携して取り組む必要があります。また、地球温暖化は広域的な問題であり、本市だ

けでなく、国や県、近隣自治体等と協働・連携して取り組んでいく必要があります。市民

や事業者等と連携する仕組みづくりや、他自治体等との情報交換等に積極的に取り組み

ます。 

 

① 環境教育・学習の推進 

市民・事業者に対する研修会等を実施し、情報提供や環境意識の向上を図ります。ま

た、市民や市民団体、事業者同士が情報交換する機会や組織の創出・整備等を行い、協

働・連携を支援します。 

エコスクール認定事業を通じ、市内の小中学校の児童、生徒への環境学習を推進する

とともに、学校を発信源として家庭や地域へ環境配慮の取組を広げます。 

 エコスクール認定事業を通じた小中学校における子どもたちへの意識啓発 

 事業者や市民団体等と連携した出前講座の実施検討 

 市民・事業者向け講座・研修会等の実施検討 

 市職員の意識啓発 

 

進行管理指標 

現状値 

令和 4（2022） 

年度 

目標値 

令和 12（2030） 

年度まで 

脱炭素シンポジウムの開催 1 回/年 1 回以上/年 

（６）多様な主体の協働・連携の推進 
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② 主体間連携・自治体間連携の推進 

市民・事業者・市が「オール君津」で「環境グリーン都市」を実現するため、多様な主

体と協働・連携する体制を構築します。また、国や県、他自治体との積極的な情報交換や

広域連携を検討・実施します。 

 市民・事業者間セミナー等の実施検討 

 民間事業者の技術開発や先進事業の支援 

 国・県・周辺自治体との情報交換 

 地域資源を活かした他自治体連携事業の検討 

 

 
カーボンニュートラルの実現に向けては、DX（デジタルトランスフォーメーション）を

推進することも重要です。DX は、エネルギーの効率的な利用や業務の効率化等によるエ

ネルギーや資源の使用削減につながります。また、少子高齢化による働き手不足の加速

や新型コロナウイルス感染症対策を契機としてオンライン化やテレワークの必要性が認

識され、こうした社会的課題の同時解決に貢献します。 

また、市民・事業者の地球温暖化問題への関心や取組の定着、市の率先的事業による市

民・事業者への意識向上を促すためには、市民・事業者への情報発信をより効果的に行う

必要があります。SNS 等のデジタル情報媒体も含め、あらゆる媒体を活用し、情報発信を

行います。 

 
 
 
 

① DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進 

市の事務事業においても DX 化を推進し、効率的な業務やエネルギー利用を図ります。 

※101、105 ページ（事務事業編） 

また、事業者に対して最新デジタル技術や DX 事例について情報発信し、DX 化を促進し

ます。 

 行政手続きや業務のデジタル化 

 テレワークの推進 

 DX を通じた施設管理の高度化 

 行政業務における AI・RPA の導入・活用の検討 

 セキュリティ対策の徹底 

 最新技術や DX 事例に関する情報発信 

 

 
 
 
 
 

（７）デジタル技術の活用による脱炭素化の推進 

DX 

「Digital Transformation」の略称であり、「ICT の浸透が、人々の生活をあらゆ

る面でより良い方向に変化させること」です。 

RPA 

「Robotic Process Automation」の略称であり、これまで人間のみが対応可能と

想定されていた作業、もしくはより高度な作業を、人間に代わって実施できるルール

エンジンや AI、機械学習等を含む認知技術を備えたソフトウェアロボットが代行・

自動化する取り組みです。単純作業や提携業務が得意で、業務の効率化や精度の向上

が期待されます。 
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② 効果的な情報発信の推進 

多様な主体や社会情勢に合わせた情報発信手段により、地球温暖化対策に関する市の

率先的事業や市民・事業者に対する支援、市民・事業者の取組についての情報提供を強化

します。 

 対象や目的に合わせた多様な媒体による情報発信 

 市の率先的な地球温暖化対策事業に関する情報発信 

 先進的な取組や技術動向に関する情報収集・発信 

 多様な再生可能エネルギー技術に関する情報収集 

 

進行管理指標 

現状値 

令和 4（2022） 

年度 

目標値 

令和 12（2030） 

年度まで 

市民・事業者へ SNS 等を活用した補助金等の

情報発信 
新規 2 回/年 

 

  

進行管理指標 

現状値 

令和 4（2022） 

年度 

目標値 

令和 12（2030） 

年度まで 

事業者のデジタル化に向けた啓発セミナーの開催 新規 2 回/年 

電子申請サービスの取組数 9 個 27 個 
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市民の取組 

地球温暖化対策は、地球にも家計にもやさしく、健康的なライフスタイルの実現にもつ

ながるもので、無理や我慢を強いるものではありません。以下のような取組を実践し、脱

炭素型ライフスタイルへの転換を目指しましょう。 

 
 

対象 取組 
エネルギー 

削減率※ 

エアコン 

エアコンは、無理のない範囲で夏季は高く、冬季は低い温度に設

定します。 
2.7～5.4％ 

定期的にエアコンのフィルターを清掃します。 0.8～1.9％ 

すだれやブラインド、カーテンなどを活用して窓からの日差しや

熱の出入りを和らげます。 
0.8％ 

照明 
照明は必要な明るさに下げます。 1.5～2.5％ 

照明は必要な箇所のみを使用し、不要な箇所はこまめに消します。 1.5～4.5％ 

冷蔵庫 
冷蔵庫に物を詰めすぎないようにし、扉を開ける時間を減らし、

季節によって適切な温度設定にします。 
1.2～1.5％ 

テレビ 
テレビの画面は明るすぎない設定にし、テレビを見ていないとき

はこまめに電源を切ります。 
1.0～2.0％ 

温水洗

浄便座 

温水洗浄便座を使わないときはフタを閉め、便座や洗浄水の温度

を低めに設定し、タイマー節約機能がある場合は利用します。 
0.2～0.3％ 

洗濯機 洗濯は容量の８割以上を目安にまとめ洗いをします。 0.3～0.4％ 

乾燥機 
衣類乾燥機や浴室乾燥機は、部屋干しと併用して使用時間を短く

します。 
0.4～0.5％ 

給湯・ 

お風呂 

シャワーは不必要に流したままにせず、入浴は間隔をあけないよ

うにします。 
― 

自動車 
自動車の運転の際には、ふんわりアクセルを心がけます。 10％程度 

減速時の早めのアクセルオフを心がけます。 2％程度 

住宅 
壁や窓など、住宅の断熱化に努めます。 ― 

HEMS の導入に努め、エネルギーを賢く使います。 ― 

その他 

照明やエアコン、テレビ、冷蔵庫などの家電の購入時には、省エ

ネ型機器を選びます。 
― 

宅配サービスは、受け取り可能な日時の指定やコンビニ受け取り

などを利用して、再配達をなくすように努めます。 
― 

公共施設など様々な場所を利用することで、冷暖房などのエネル

ギーのシェアを行います。 
― 

※「エネルギー削減率」は、自動車を除いて点灯帯（19 時頃）の家庭の電力使用に対する削減効果（節電効
果）の概算値です。地域や時間帯、季節によってエネルギー削減率は変動します。自動車のエネルギー削
減率は、燃費改善の概算値です。 

 
出典：「夏季の省エネ・節電メニュー ご家庭の皆様」（経済産業省、令和４年６月）、 

「冬季の省エネ・節電メニュー ご家庭の皆様」（経済産業省、令和４年 11 月） 

（１）省エネルギーの推進 



 第５章 目標達成に向けた取組 

72 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

省エネ家電への買い替え効果 

エアコンの買い替え 冷蔵庫の買い替え 

  

照明の買い替え 

 

テレビの買い替え 

 

出典：「スマートライフおすすめ BOOK2022」（一般財団法人 家電製品協会） 
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太陽光発電設備などの再生可能エネルギーの導入に努めます。 

家庭用燃料電池の導入に努めます。 

個人向け PPA による太陽光発電設備の導入を検討します。 

再生可能エネルギーの割合が高く、温室効果ガス排出量がより少ない電力を選択します。 

温室効果ガス排出量の少ない燃料への転換に努めます。 

 
 

車の購入時には、電動車などの環境に配慮された車を選択します。 

カーシェアリングの活用に努めます。 

 
 

修理や修繕により、製品を長期間使用します。 

不用品交換情報やリサイクルショップ、フリーマーケットを活用して再利用に努めます。 

必要なものを必要な量だけ購入します。 

商品を購入する際は、再生品、再生利用可能な商品、詰め替え商品、繰り返し使用できる商品を

選択します。 

ごみ分別のルールを厳守します。 

店頭回収や集団回収に積極的に協力します。 

コンビニやスーパーにおけるストローやスプーン、宿泊施設における歯ブラシやヘアブ

ラシなどのワンウェイ（使い捨て）プラスチックの使用を削減します。 

食べ物を残さないことや食材を無駄にしない調理を行うこと、すぐに食べる場合は商品

棚の手前にある商品を選び、食品ロスを削減します。 

食べきれない食品などはフードドライブなどへの寄付に協力します。 

廃棄物に関連する講座や学習活動に参加します。 

 
 

新築時や建て替え時には、地場産材の利用に努めます。 

森林の保全活動や森林を活用した環境学習に参加します。 

 
 

市をはじめとして、国や県・事業者等が発信する環境に関する情報を積極的に収集しま

す。 

環境に関する講座・研修会やセミナー等に積極的に参加して、知識を深めます。 

講座・研修会やセミナー等により得た知識を家庭内や友人間で共有します。 

 
 

電子申請サービスなどの積極的な利用に努めます。 

  

（２）再生可能エネルギー利用の推進 

（３）交通の脱炭素化の推進 

（４）廃棄物の発生抑制、資源循環の推進 

（５）吸収源対策の推進 

（６）多様な主体の協働・連携の推進 

（７）デジタル技術の活用による脱炭素化の推進 
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事業者の取組 
地球温暖化対策は、地球にも経済面にもやさしく、持続的なビジネススタイルの実現にも

つながるもので、無理や我慢を強いるものではありません。以下のような取組を実践し、

脱炭素型ビジネススタイルへの転換を目指しましょう。 
 
 
 

対象 取組 
エネルギー 

削減率※ 

エア 

コン 

クールビズ・ウォームビズ等を奨励し、エアコンは無理のない範

囲で夏季は高く、冬季は低い温度に設定します。 
0.8～4.1％ 

使用していない部屋のエアコンは停止します。 1.0～3.3％ 

すだれやブラインド、カーテンなどを活用して窓からの日差しや

熱の出入りを和らげます。 
1.3～3.7％ 

季節の変化に応じて、冷温水の出口温度を設定します。 1.3～2.4％ 

エアコンのフィルターやフィンは定期的に清掃します。 ― 

照明 

可能な範囲で照明を間引きします。 2.3～12.7％ 

共用部や会議室などの使用頻度が少ない照明は、こまめな消灯や

人感センサーを導入するなどして、不使用時は消灯します。 
1.8～4.3％ 

OA 

機器 

長時間席を離れる場合は、OA 機器の電源を切るか、スタンバイモ

ードにします。 
2.8～3.6％ 

ディスプレイの輝度を下げます。 ― 

冷蔵・ 

冷凍庫 

台数の適正化、ショーケースの消灯、凝縮器の洗浄を行います。 2.0～8.0％ 

冷凍・冷蔵ショーケースの吸い込み口と吹き出し口に商品等を置

かないようにし、定期的に清掃します。 
― 

オープン型の冷凍・冷蔵ショーケースは、冷気が漏れないように

ビニールカーテンなどを設置します。 
― 

自動車 
自動車の運転の際には、ふんわりアクセルを心がけます。 10％程度 

減速時の早めのアクセルオフを心がけます。 2％程度 

建物 
高性能断熱材などによる建物の断熱化に努めます。 ― 

BEMS の導入や ZEB 化を進め、エネルギーを効率的に使用します。 ― 

その他 

照明やエアコンなどを新しくする際は、高効率機器への切り換え

に努めます。 
― 

ESCO 事業や補助金などを活用し、省エネ設備の導入に努めます。 ― 

モータやポンプ、ファンへのインバータの導入を検討します。 ― 

デマンド監視装置を導入し、警報発生時には予め決めておいた節

電対策を実施します。 
― 

工場等からの廃熱を有効利用します。 ― 
※「エネルギー削減率」は、自動車を除いて建物全体の消費電力に対する削減効果（節電効果）の目安です。 

業種や地域、季節によってエネルギー削減率は変動します。自動車のエネルギー削減率は、燃費改善の概算値です。 
 

出典：「夏季の省エネ・節電メニュー 事業者の皆様」（経済産業省、令和 4 年 6 月）、 

「冬季の省エネ・節電メニュー 事業者の皆様」（経済産業省、令和 4 年 11 月） 

（１）省エネルギーの推進 
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太陽光発電設備などの再生可能エネルギーの導入に努めます。 

蓄電池の導入に努めます。 

工場からの廃熱を利用した発電や熱融通などを検討します。 

PPA などを活用した、再生可能エネルギーの導入を検討します。 

再生可能エネルギーの割合が高く、温室効果ガス排出量がより少ない電力を選びます。 

温室効果ガス排出量の少ない燃料への転換に努めます。 

新エネルギー機器等の研究開発に取り組みます。 

 
 

車の購入時には、電動車などの環境に配慮された車を選びます。 

カーシェアリングの活用や事業を検討します。 

 
 

修理や修繕により、製品を長期間使用します。 

ごみの分別排出を徹底し、排出したごみについて適正な処理費用を負担します。 

簡易包装やリターナブル容器の利用・回収などにより、プラスチックの使用を抑制しま

す。 

リサイクル製品などの積極的なグリーン購入に取り組みます。 

再生品の適切な表示や情報提供を行い、再生品・エコマーク商品等の販売を促進します。 

耐久性の高い製品や再使用しやすい製品を製造・販売します。 

修理・修繕体制や自主回収システムの整備を検討します。 

事業活動を通じて発生する食品ロスの削減やフードドライブの実施・協力に努めます。 

廃棄物に関する研修会や勉強会の開催による普及啓発に努めます。 

 
 

森林の有する公益的機能の向上に配慮した伐採など、森林の適正な維持管理に努めます。 

林業従事者の確保・育成に努めます。 

資材を調達する際は、地場産材の優先的な購入・使用に努めます。 

森林の保全活動への積極的な参加や森林を活用した環境学習の実施協力に努めます。 

 
 

市をはじめとして、国や県等が発信する環境に関する情報を積極的に収集します。 

環境に関する講座・研修会やセミナー等に積極的に参加して、知識を深めます。 

 
 

市が主催する事業者向けデジタル化に向けたセミナーに積極的に参加します。 

事業における DX 化に関する情報収集を行い、積極的な導入を検討します。 

テレワークや Web 会議の活用など、エネルギー消費の少ない働き方や事業活動に努めます。   

（２）再生可能エネルギー利用の推進 

（３）交通の脱炭素化の推進 

（４）廃棄物の発生抑制、資源循環の推進 

（５）吸収源対策の推進 

（６）多様な主体の協働・連携の推進 

（７）デジタル技術の活用による脱炭素化の推進 
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取組による温室効果ガス削減効果 
 
 
 
以上の取組の削減効果により、81.6千t-CO₂の温室効果ガス排出量の削減が見込まれ、

鉄鋼関連企業を除く排出量の令和 12（2030）年度における削減目標を達成できる見込み

です。 

表 5-6 取組による温室効果ガスの削減効果（平成 25（2013）年度比） 

取組 

令和 12（2030）年度 

削減量 

（千 t-CO2） 

削減率※1 

（％） 

（１）省エネルギーの推進 40.8 6.8 

（２）再生可能エネルギー利用の推進 15.7 2.6 

（３）交通の脱炭素化の推進 22.1 3.7 

（４）廃棄物の発生抑制、資源循環の推進 0.8 0.1 

（５）吸収源対策の推進 2.2 0.4 

（６）多様な主体の協働・連携の推進 －※2 － 

（７）デジタル技術の活用による脱炭素化の推進 － － 

対策による削減 合計 81.6 13.7 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

※1 平成 25（2013）年度鉄鋼関連企業を除く総排出量に対する削減率を示しています。 

※2 「－」は、その取組単体による温室効果ガスの削減効果を推計することが難しいことを示しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 
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電気の二酸化炭素排出係数の低減及び取組による削減による各部門の削減見込を 

表 5-7 に示します。 

表 5-7 分野別の温室効果ガス排出量の削減見込 

部門・分野 

平成 25 
(2013) 
年度
基準年度 

平成 30 
(2018) 
年度 

直近年度 

令和 12（2030）年度 
目標年度 

① 
 

② ③ ④ 
⑤= 

②-(③+④) 
⑥= 

(①-⑤)/① 

排出量 
実績値 

（千 t-CO2）

排出量 
実績値 

（千 t-CO2）

排出量 
BAU 

推計値 
（千 t-CO2） 

電気の二
酸化炭素
排出係数
の低減 
削減量 

（千 t-CO2） 

取組 
による 
削減量 

（千 t-CO2） 

排出量 
対策後 
推計値

（千 t-CO2） 

削減率 
基準年度比 

（％） 

産業部門 70.3 57.2 57.2 9.1 9.9 38.2 45.6 

業務その他 

部門 
164.6 135.6 130.3 43.7 23 63.6 61.4 

家庭部門 135.5 110.7 100.5 28.9 18.1 53.6 60.4 

運輸部門 188.8 175.7 169.8 ― 26.9 142.9 24.3 

君津市 
（事務事業分） 

11.3 8.8 6.6 ― 3.2 3.4 70.0 

廃棄物分野 15.4 14.5 10.9 ― 0.6 10.3 33.1 

その他ガス 11 10.5 10.3 ― ― 10.3 5.7 

合計 596.9 513 485.5 81.6 81.6 322.3 46.0 

吸収量 43.1 ― ― ― ― 43.1 ― 

合計 
(吸収量を考慮) 

― ― ― ― ― 279.2 53.2 

注：各数値は、端数処理により合計値等と一致しない場合があります。 

注：温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度における報告対象事業所の削減量は、各事業者が公表してい

る環境目標等を参考に算出しています。 
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気候変動の概要 

第６章 君津市地域気候変動適応計画 
 
 
地球温暖化による平均気温の上昇に伴って、気候変動が起きています。近年ではその

影響により、大雨の頻度の増加や農作物の品質低下、動植物の分布域の変化、熱中症リス

クの増加など、気候変動及びその影響が全国各地で現れており、さらに今後、長期にわた

り拡大するおそれがあります。これらの避けられない気候変動の影響に対し、被害を回

避・低減する「適応」を進める必要があります。 

平成 30（2018）年に気候変動適応法が施行されたことで、適応策の法的位置づけが明

確化され、国・地方公共団体・事業者・国民が連携・協力して適応策を推進するための法

的仕組みが整備されました。気候変動適応法第 12 条では、都道府県及び市町村において

地域気候変動適応計画の策定が努力義務とされ、自然的、経済的、社会的状況に応じた気

候変動への「適応策」が求められています。 

国では、令和 3（2021）年度に新たな「気候変動適応計画」が閣議決定されました。気

候変動の影響による被害を防止または軽減するため、各主体の役割や、あらゆる施策に

適応を組み込むことなど、7 つの基本戦略を示すとともに、分野ごとの適応に関する取組

を網羅的に示しています。 

本計画では、適応策を講じていくにあたって、国の「気候変動影響評価報告書」を活用

して、気候変動における影響の現状と将来予測される影響の整理や気候変動における影

響評価を行い、その課題に対して地域の特性に応じた適応策を推進します。 

 
図 6-1 気候変動の影響例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：「令和元年度版環境白書」（環境省） 

 

１ 
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君津市における気候変動影響の現状と将来予測される影響 ２ 
 

 
 
 

① 気温 

令和 3（2021）年の平均気温は 16.2 度であり、40 年あたり 1.0℃上昇しています。 
 

図 6-2 日平均気温の経年変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：1978 年と 2006 年は資料不足値 

資料：「過去の気象データ」（気象庁、木更津観測所）より作成 

 
② 真夏日日数 

年間真夏日日数は、40 年あたり 18.8 日増加しています。 

 

図 6-3 真夏日日数の経年変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：2006 年はデータ不足値 

資料：「過去の気象データ」（気象庁、木更津観測所）より作成 
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③ 降水量 

降水量 100mm/日以上の日数は、増加傾向にあります。 
 

図 6-4 降水量 100mm/日以上の日数の経年変化 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

資料：「過去の気象データ」（気象庁、木更津観測所）より作成 

 

 
国では IPCC「第 5 次評価報告書・統合報告書」に示されるシナリオに基づき、日本の

21 世紀末における気候変動の予測が示しています。 

 

① 気温 

本市の 21 世紀末（令和 69（2081）～令和 82（2100））年における年平均気温は、厳し

い地球温暖化対策を実施した場合（RCP2.6）では 1～2℃、追加的な対策を実施せず温室

効果ガス排出量が増加した場合（RCP8.5）では 4～5℃上昇すると予測されています。 

 
図 6-5 日平均気温の将来予測（21 世紀末） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：主要な日本の気候モデルである「MIROC5（東京大学/NIES（国立研究開発法人国立環境研究所）/ 

JAMSTEC（国立研究開発法人海洋研究開発機構））」の予測結果を引用した。 

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（データセット：NIES2019 データ、気候モデル：MIROC5） 

（https://a-plat.nies.go.jp/webgis/chiba/index.html）2023 年 1 月 17 日利用 
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② 真夏日日数 

真夏日日数は、厳しい地球温暖化対策を実施した場合（RCP2.6）では 20～30 日、追加

的な対策を実施せず温室効果ガス排出量が増加した場合（RCP8.5）では 50 日以上と予測

されています。 

図 6-6 真夏日日数（21 世紀末） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 出典：気候変動適応情報プラットフォーム（データセット：NIES2019 データ、気候モデル：MIROC5） 

（https://a-plat.nies.go.jp/webgis/chiba/index.html）2023 年 1 月 17 日利用 

③ 降水量 

降水量 100ｍｍ/日以上の日数は、厳しい地球温暖化対策を実施した場合（RCP2.6）で

は 0～0.3 日、追加的な対策を実施せず温室効果ガス排出量が増加した場合（RCP8.5）で

は特に南東部で 0.9～1.2 日と予測されています。 

 

図 6-7 降水量 100ｍｍ/日以上の日数（21 世紀末） 

 
 
 
 
 
 
 

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（データセット：NIES2019 データ、気候モデル：MIROC5） 
（https://a-plat.nies.go.jp/webgis/chiba/index.html）2023 年 1 月 17 日利用 
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④ 熱中症 

熱中症搬送者数は、厳しい地球温暖化対策を実施した場合（RCP2.6）では 1.8～2 倍、

追加的な対策を実施せず温室効果ガス排出量が増加した場合（RCP8.5）では 4～6 倍と予

測されています。 

図 6-8 熱中症搬送者数（21 世紀末） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（データセット：S8データ、気候モデル：MIROC5） 

（https://a-plat.nies.go.jp/webgis/chiba/index.html）2023 年 1 月 17 日利用 

⑤ 米の品質 

米の白未熟粒の割合は、厳しい地球温暖化対策を実施した場合（RCP2.6）では 5～10%

の地域が大半ですが、追加的な対策を実施せず温室効果ガス排出量が増加した場合

（RCP8.5）では 10～15％に及ぶ地域が増加すると予測されています。 

 

図 6-9 白未熟粒の割合 （令和 23（2041）～令和 32（2050）年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

出典：気候変動適応情報プラットフォーム（データセット：SI-CAT データ、気候モデル：MIROC5） 

（https://a-plat.nies.go.jp/webgis/chiba/index.html）2023 年 1 月 17 日利用 
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国の気候変動による影響評価の結果を踏まえ、本市において影響が大きいと考えられ

る項目について、すでに生じている影響と将来予測される影響について整理しました。 

なお、選定しなかった項目についても、最新の知見の収集と将来の影響等の把握に努

め、今後必要となる項目について検討していきます。 
 

表 6-1 各分野における気候変動影響の現状及び将来予測 

分
野 

大項目 小項目 現在の状況 将来予測される影響 

農
業
・
林
業
・
水
産
業 

農業 

水稲 ・収量の減少 ・水稲の白未熟粒等増加 

野菜等 ・作物の栽培適地の変化 ・生育不良 

果樹 ・作物の栽培適地の変化 ・生育不良 

麦、大豆、 
飼料作物等 

・作物の栽培適地の変化 ・生育不良 

畜産 ・熱ストレスの増加 
・生育悪化、繁殖機能の低下 
・乳量・産卵数の減少等 

病害虫・雑草等 ・雑草被害発生量の増加 ・耕作適地の減少 

農業生産基盤 ・災害被害 ・耕作適地の減少 

林業 

木材生産 
（人工林等） 

・CO2濃度の上昇による 
人工林の生長 

・林業に適した木材の変化 

特用林産物 
（きのこ類等） 

・病害菌被害の増加 
・高温による病害菌の発生、 

シイタケの発生量の減少 

水産業 
沿岸域・内水面
漁場環境等 

・漁獲量の減少 ・漁業に適した魚種の変化 

水
環
境
・
水
資
源 

水環境 

湖沼・ダム湖 ・水温の上昇 ・ダム湖の富栄養化の増加 

河川 ・水温の上昇 
・土砂発生量の増加 
・異臭味の増加 

沿岸域及び 
閉鎖性海域 

・水温の上昇 
・強風継続時間の減少による 

DO 濃度の回復困難 

水資源 

水供給 
（地表水） 

・渇水 ・渇水の深刻化 

水供給 
（地下水） 

・地下水の汚染 ・地下水の塩水化 

水需要 ・水需要の増加 ・供給不足 

自
然
生
態
系 

陸域 
生態系 

里地・里山生態系 ・生物生息域の喪失 ・レクリエーション機能の低下 

人工林 ・水ストレス増大によるスギ林の衰退 ・蒸散量の増加 

野生鳥獣の影響 ・野生鳥獣の生息域拡大 
・ニホンジカやタケ類の高緯度・ 

高標高への分布拡大 

物質収支 
・CO2濃度の上昇による生産者であ

る植物の生産量拡大 
・疾病などによる消費者の減少に 

伴う物質収支不均衡 

淡水 
生態系 

湖沼 ・水草の種構成の変化 ・水質の悪化 

河川 
・魚類の繁殖時期の早期化・長期化 
・水生生物の分布北上 

・魚類の分布適域の減少 

その他 
生物季節 ・桜の開花早期化 ・さまざまな種への影響 

分布・ 
個体群の変動 

・野生鳥獣の生息適域の減少 ・野生鳥獣の生息適域の更なる減少 

自
然
災
害
・ 

沿
岸
域 

河川 
洪水 ・大雨発生頻度の増加 

・洪水ピーク流量の増加割合 
・氾濫発生確率の増加 
・洪水による被害の増大 

内水 ・内水被害の増加 
・内水被害をもたらす大雨増加 
・農地等への浸水被害 

山地 
土石流・ 
地すべり等 

・地滑りの発生 ・家屋・人的被害 

その他 強風等 ・強風発生頻度の増加 
・強風や勢力の強い台風の増加 
・竜巻の増加 

（３）各分野における気候変動影響の現状と将来予測 
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分
野 

大項目 小項目 現在の状況 将来予測される影響 

健
康 

暑熱 
死亡リスク等 

・気温の上昇による超過死亡の 
増加 

・死亡率や罹患率に関係する熱ストレ
ス発生の増加 

・熱ストレスの死亡リスク増加 
・熱ストレス超過死亡数の増加 

熱中症等 
・熱中症リスクの増加、 

熱中症搬送者数の増加 
・熱中症発生率の増加 
・労働効率の影響等 

感染症 

水系・食品 
媒介性感染症 

・外気温の変化に伴う発症リスク・
流行パターンの変化 

・搬送量・死傷者の増加 

節足動物 
媒介感染症 

・ヒトスジシマカ（蚊）の生息域・
個体群密度の拡大 

・疾患の発生リスクの増加 
・外来種の国内定着による被害拡大 

その他の感染症 ・新規感染症の発生 ・搬送量・死傷者の増加 

その他 

温暖化と大気 
汚染の複合影響 

・オゾン濃度上昇はオゾン関連死
亡を増加させる可能性 

・オキシダント濃度上昇による健康 
被害の増加 

・オゾン、PM2.5 による早期死亡者数の
増加 

脆弱性が高い集
団への影響（高齢
者・小児・基礎疾
患有病者等） 

・日射病・熱中症のリスクが高い 
・基礎疾患有病者は循環器病死亡

のリスクが高い 
・高齢者は暑熱による死亡者数の増加 

その他の 
健康影響 

・熱ストレスの増大 
・睡眠阻害、屋外活動への影響等 

・体感指標の上昇 
・市民生活への影響 

産
業
・
経
済
活
動 

製造業 
・農産物を原料とする製品の品質

低下 
・生産拠点の浸水被害 

・季節性商品の需要の変化 
・生産拠点の移動 

エネル
ギー 

エネルギー需給 
・自然災害によるエネルギー供給

の不安定化 

・自然災害によるエネルギー供給の 
更なる不安定化 

・生産拠点の移動 

商業 ・自然災害による商業活動の低下 ・立地・販売・経営への影響 

金融・保険 
・災害発生による保険金支払いの

増加 
・保険金支払いの更なる増加 
・新規金融・保険商品の開発 

観光業 レジャー ・観光客の熱中症リスクの増加 
・観光客数の減少 
・死傷者数の増加 

建設業 ・作業員の熱中症リスクの増加 
・工期の遅延 
・死傷者数の増加 

医療 ・新規感染症による患者増加 ・搬送量増加 

その他 海外影響 
・災害によるサプライチェーンの

寸断 
・生産拠点の移動 

市
民
生
活
・
都
市
生
活 

都市イン

フラ、 

ライフラ

イン等 

水道、交通等 

・地下浸水、停電、渇水、洪水等に
よる水道インフラへの影響 

・豪雨や台風による高速道路等の
切土砂面への影響等 

・電気、水供給サービスのインフラ網や 
重要なサービスの機能停止 

文化・歴

史などを

感じる暮

らし 

生物季節、 
伝統行事・ 
地場産業等 

・サクラの早期開花 
・サクラの開花・満開期間の変化による
観光資源への影響 

その他 
暑熱による 
生活への影響等 

・熱ストレスの増大 
・熱中症リスクの増加 
・発熱・嘔吐・脱力感・睡眠の質の低

下等により、生活の快適性に影響 

・暑熱環境の更なる悪化による健康 
被害の増加 
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君津市における気候変動の影響評価 

 
 
 

国の気候変動による影響評価の結果を踏まえ、本市において気候変動による影響が既に

生じている、又は本市の特徴を踏まえ重要と考えられる分野・項目を評価します。さらに、

「重大性」が「特に大きい」と評価され、かつ「緊急性」が「高い」と評価された項目を中

心に、本市の自然的、経済的、社会的な状況等も考慮して、本計画における適応策の優先

度を設定しました。 

なお、選定しなかった項目についても、最新の知見の収集と将来の影響等の把握に努め、

今後必要となる取組について検討していきます。 
 

表 6-2 気候変動の影響評価 

分野 大項目 小項目 
国の評価 市の

評価 重大性 緊急性 確信度 

農業・ 

林業・ 

水産業 

農業 

水稲 ○ ○ ○ ○ 

野菜等 ◇ ○ △ ○ 

果樹 ○ ○ ○ ◇ 

麦・大豆・飼料作物等 ○ △ △ ◇ 

畜産 ○ ○ △ ◇ 

病害虫・雑草等 ○ ○ ○ ○ 

農業生産基盤 ○ ○ ○ ○ 

食糧需給 ◇ △ ○ － 

林業 
木材生産（人工林等） ○ ○ △ ◇ 

特用林産物（きのこ類等） ○ ○ △ ◇ 

水産業 

回遊性魚介類（魚類等の生態） ○ ○ △ － 

増養殖業 ○ ○ △ － 

沿岸域・内水面漁場環境等 ○ ○ △ ◇ 

水環境・

水資源 

水環境 

湖・ダム湖 ◇ △ △ ◇ 

河川 ◇ △ □ ◇ 

沿岸域及び閉鎖性海域 ◇ △ △ ◇ 

水資源 

水供給（地表水） ○ ○ ○ 
○ 

水供給（地下水） ○ △ △ 

水需要 ◇ △ △ ◇ 

自然 

生態系 

陸域生態系 

高山・亜高山帯 ○ ○ △ － 

自然林・二次林 ◇ ○ ○ － 

里地・里山生態系 ◇ ○ □ ◇ 

人工林 ○ ○ △ ◇ 

野生鳥獣の影響 ○ ○ □ ○ 

物質収支 ○ △ △ ◇ 

淡水生態系 

湖沼 ○ △ □ ◇ 

河川 ○ △ □ ◇ 

湿原 ○ △ □ － 

沿岸生態系 
亜熱帯 ○ ○ ○ － 

温帯・亜寒帯 ○ ○ △ － 

 
 

３ 
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分野 大項目 小項目 
国の評価 市の

評価 重大性 緊急性 確信度 

自然 

生態系 

その他 

生物季節 ○ ○ △ ○ 

分布・個体群の移動（在来種） ○ ○ ○ 
○ 

分布・個体群の移動（外来種） ○ ○ △ 

生態系サービス 生態系サービス ○ － － － 

自然災害・

沿岸域 

河川 
洪水 ○ ○ ○ 

○ 
内水 ○ ○ ○ 

沿岸 

海面水位の上昇 ○ △ ○ － 

高潮・高波 ○ ○ ○ － 

海岸浸食 ○ △ ○ － 

山地 土石流・地すべり等 ○ ○ ○ ○ 

その他 強風等 ○ ○ △ ○ 

健康 

冬季の温暖化 冬季死亡率等 ◇ △ △ － 

暑熱 
死亡リスク等 ○ ○ ○ ○ 

熱中症等 ○ ○ ○ ○ 

感染症 

水系・食品媒介感染症 ◇ △ △ ◇ 

節足動物媒介感染症 ○ ○ △ ◇ 

その他の感染症 ◇ □ □ ◇ 

その他 

温暖化と大気汚染の複合影響 ◇ △ △ ◇ 

脆弱性が高い集団への影響 

（高齢者・小児・基礎疾患有病者等） 
○ ○ △ ○ 

その他の健康影響 ◇ △ △ ◇ 

産業・経済

活動 

製造業 
製造業 ◇ □ □ ◇ 

食品製造業 ○ △ △ ◇ 

エネルギー エネルギー需給 ◇ □ △ ◇ 

商業 
商業 ◇ □ □ ◇ 

小売業 ◇ △ △ ◇ 

金融・保険 ○ △ △ ◇ 

観光業 
レジャー ◇ △ ○ ◇ 

自然資源を活用したレジャー業 ○ △ ○ ◇ 

建設業 ○ ○ □ ◇ 

医療 ◇ △ □ ◇ 

その他 海外影響 ◇ □ △ ○ 

国民生活・ 

都市生活 

都市インフラ、

ライフライン等 
水道、交通等 ○ ○ ○ ○ 

文化・歴史など

を感じる暮らし 

生物季節 ◇ ○ ○ ○ 

伝統行事・地場産業等 － ○ △ － 

その他 暑熱による生活への影響等 ○ ○ ○ ○ 

注：凡例は以下のとおりです。 

 【重 大 性】○：特に大きい、◇：影響が認められる、－：現状では評価できない 

 【緊 急 性】○：高い、△：中程度、□：低い、－：現状では評価できない 

 【確 信 度】○：高い、△：中程度、□：低い、－：現状では評価できない 

 【市の評価】○：影響が大きい、◇：影響が認められる、－：現状では評価できない、もしくは該当しない 
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気候変動影響への適応策 

 
 
 
国の評価、本市の地域特性を踏まえて、「農林水産業」「水環境・水資源」「自然生態系」

「自然災害・沿岸域」「健康」「産業・経済活動」「国民生活・都市生活」の 7 つの分野に

ついて適応策を推進します。 

 
 
 高温等の気象条件や自然災害に対する管理、対策、病害虫発生情報などについて、農業者へ周

知します。 

 気候変動の影響による農作物被害の回避・軽減対策に対して支援します。 

 野菜の生育や収穫に悪影響をおよぼす病害虫防除資材の購入に要する経費に対して支援します。 

 都市農業が持つ防災空間としての機能を発揮するため、農道及び水路の整備を推進します。 

 
 

 森林の水源涵養機能が適切に発揮されるように、森林の整備・保全を推進するとともに、森林

整備に必要な林道等の適切な維持管理に努めます。 

 気候の変動により河川水質に変化が生じる可能性があるため、河川などの水質検査を継続します。 

 気候変動による影響について最新の科学的な知見等の把握に努め、適宜対策を講じます。 

 災害時や異常渇水時において必要な生活用水等を確保するため、雨水・地下水等を有効活用し

ます。 

 
 

 気候変動に伴う外来生物の侵入・定着により従来の生態系に変化が生じる可能性があるため、

外来生物の定着に関する情報収集に努めます。 

 市所有山林等におけるナラ枯れ被害木は、被害の拡大を防ぐために伐倒駆除を実施します。 

 ウェブサイトや各種広報、小冊子などにより、外来生物に関する正しい知識を普及啓発します。 

 
 

 自主防災組織の設立促進と防災訓練の実施に取り組みます。 

 防災ハザードマップを適切に更新し、普及啓発を進めます。 

 「水防法」に基づき河川等の浸水想定区域図を作成します。 

 風水害からの避難者の安全確保、被害を軽減するための水防活動訓練を実施します。 

 被害を最小限に抑え、速やかに回復できるよう防災・減災を実施するとともに、地域における

防災力を強化し、充実させます。 

 適切に市民の避難指示の判断等が行えるように、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律」に基づくハザードエリアの情報を提供します。 

 斜面地の防災・減災を実施するため、ハード面での整備等やソフト面でのハザードマップ等に

よる周知等を組み合わせて総合的に実施します。 

 災害救援ボランティア団体との連携協力体制の仕組みを構築します。 

 

 

 

（１）農林水産業分野 

（２）水環境・水資源分野 

（３）自然生態系分野 

（４）自然災害・沿岸域分野 

４ 
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 熱中症対策について、ウェブサイト等で注意喚起や情報提供を行います。 

 熱中症対策に関する「熱中症環境保健マニュアル」などに基づき、暑さを避ける、こまめな

水分補給などの熱中症予防について普及啓発します。併せて、「熱中症警戒アラート」を活

用した熱中症予防対策についても周知します。 

 感染症等の発生と流行を未然に防止するため、防疫・保健衛生、食品衛生、監視体制等を強

化し、被害の程度に応じ迅速適切に防疫ができるよう、活動方法・内容に習熟します。 

 気温の上昇と感染症の発生リスクの変化について情報収集及び提供を行います。 

 大気汚染に関する項目の監視を継続します。 

 
 

 市内の観光資源を活用したクールスポットの設定と情報発信を推進します。 

 災害時に、必要に応じて帰宅困難者を一時滞在施設に誘導します。 

 気温上昇等による観光への影響について情報収集に努めるとともに、関係団体との協働に

より、気候の変化に適応した観光商品の開発やイベント開催方法等を検討し、地域観光振興

を推進します。 

 
 

 防災中枢機能を果たす施設・設備の充実及び災害に対する安全性の確保に努めるとともに

自家発電等を整備し、十分な期間の発電が可能となるような燃料の備蓄に努めます。 

 停電時や災害時にも活用が期待される太陽光発電システムの設置を支援します。 

 停電時や災害時にも活用が期待される定置用リチウムイオン蓄電池などの蓄電池システム

の設置を支援します。 

 大規模開発時にはヒートアイランド現象の緩和につながるよう、緑の適切な配置について

協議、指導します。 

 節水効果や災害時等の非常用水、ヒートアイランド対策として活用できる雨水貯留槽の設

置を支援します。 

 道路整備に伴い街路樹等の設置に努めるとともに、街路樹の適正な管理を行うことで、ヒー

トアイランド対策を推進します。 

 
 

（５）健康分野 

（６）産業・経済活動分野 

（７）市民生活・都市生活分野 
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第７章 推進体制及び進行管理  
 

 
庁内の推進組織である脱炭素社会実現推進本部を中心に関係各課が連携をとり、全庁

的に取組を行います。 

また、市民・事業者・学識経験者等で構成される君津市環境審議会へ進捗状況を報告す

るとともに、市民・事業者の意見を広く取り入れる場を設け、計画を推進します。 

 

 

環境全般にかかる政策については、市民、事業者と市との間で検討を行いながら、連

携、協働のもとに計画を推進していきます。 

 

 

本計画で掲げた地球温暖化対策は、国や千葉県との連携によって取り組むものも多く、

各対策を並行して効果的かつ効率的に進めていくために、関係機関、団体との情報共有

を図ります。また、広域的な連携が有効な取組については、関係市町村との情報共有と連

携を図り、今後も広域的な視点に立って効果的な施策を展開していきます。 

 

 

地球温暖化対策は、環境分野だけでなく産業や私生活といった極めて広い範囲にわた

ることから、行政においても多方面な分野にわたります。 

実効性を伴う計画推進のために、庁内各課において横断的な連携を図りながら、計画

を推進していきます。 

図 7-1 推進体制 

 

 

 

 

 

 

市民・事業者と情報を共有するため、地球温暖化対策に関する情報や本計画の実施状

況等、広報誌、市のホームページ等により情報を公開します。 

君津市環境審議会 

意見 報告 

（１）市民・事業者・市との連携、協働 

（２）国、千葉県等との連携、協力 

（３）庁内の推進体制 

（４）情報公開 

市民・事業者・市の協働による計画の推進 

市 情報公開 
周知啓発 

意見・ 
要望 

国 
 

千葉県 
 

他市町村 

 

市民 

事業者 
事務局 

連携 

計画の推進体制 １ 

脱炭素社会実現推進本部 
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計画の進行管理 

 

 
 
取組や目標に対する計画全体の進捗状況を PDCA サイクルに基づき進行管理します。 

 Plan（計画）：実行計画策定及び目標設定、見直し事項の反映 

 Do（行動・実践）：目標達成に向けた対策の実施 

 Check（点検・評価）：温室効果ガス排出状況の把握・分析、取組状況の確認 

 Act（改善）：取組内容の見直し、計画内容の見直し 

 

 

図 7-2 PDCA サイクル 
 

 
 
 

 

Act（改善・見直し）
・地球温暖化対策実行計画の見直し

・関連計画、施策内容の見直し
・新規施策の検討
・社会情勢の変化を踏まえた削減目標

の見直し 等

Plan（計画の策定）

・地球温暖化対策実行計画の策定

・施策の立案

・温室効果ガス削減目標の設定 等

Do（施策の実行）

・計画に定めた施策の推進

・普及、啓発の実施

・各主体の自主的取組の推進 等

Check（評価）

・計画に定めた施策の進捗状況の確認

・温室効果ガス削減量の確認 等

２ 



 

 

 

 

 

 

 

 

第５次 

君津市地球温暖化対策実行計画 

（事務事業編） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化対策実行計画（事務事業編）とは 

市役所が実施する事務・事業から排出される温室効果ガスの 

排出量削減のための措置について定める計画です。 
 

第５次 

君津市地球温暖化対策実行計画 

（事務事業編） 
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第１章 君津市におけるこれまでの取組状況 
 

 
 
第 4 次君津市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（以下「第 4 次計画」という。）

では、令和 3（2021）年度までに基準年度（平成 27（2015）年度）比で温室効果ガス排出

量を 10％削減することを目標としており、令和 3（2021）年 12 月に一部改定を行い、令

和 4（2022）年度及び令和 5（2023）年度は対前年度比で温室効果ガス排出量を削減する

ことを目標としていました。 

令和 3（2021）年度における温室効果ガス排出量は 6,742t-CO2 であり、基準年度であ

る平成 27（2015）年度における温室効果ガス排出量 10,050t-CO2から 32.9％削減してい

るため、第 4 次計画における目標を達成しました。 

表 1-1 第４次計画の目標達成状況 

計画期間 
平成 29（2017）年から令和 5（2023）年まで 

（令和 3（2021）年 12 月一部改定） 

目  標 
令和 3（2021）年度までに基準年度（平成 27（2015）年度）比で 10％削減 

令和 4（2022）、令和 5（2023）年度は対前年度比で削減 

達成状況 
平成 27（2015）年度

10,050t-CO2 

32.9％削減 令和 3（2021）年度 

6,742t-CO2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

第４次計画の目標達成状況 １ 
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第 4 次計画では、目標を達成するために 4 つの主な要因により温室効果ガス排出量の

削減に取り組みました。主な要因の具体的な内容を表 1-2、各年度の主な要因ごとの削減

結果を表 1-3 に示します。 

表 1-2 各年度の主な要因ごとの基準年度比削減結果 

主な要因 具体的な内容 

ハ
ー
ド
面 

省エネルギー設備の導入 
庁舎、小中学校、道路、公園、消防庁舎等で、照明

の LED 化を実施 

公共施設等の再編に係る取組 
令和元（2019）年度にかずさ水道広域連合企業団へ

水道事業を移管 

庁用自動車の適正配置 庁用自動車台数の減少や公用車利用の減少 

ソ
フ
ト
面 

日常業務における職員の取組 
職員の節電等の取組やノー残業デー、リフレッシ

ュデーなどの実施 

契約電力会社の変更 

令和 2（2020）年度は学校給食共同調理場をはじ

めとする一部の施設で排出係数の低い電力事業者

へ変更 

 

表 1-3 各年度の主な要因ごとの基準年度比削減結果 

主な要因 

平成 29 

（2017） 

年度 

平成 30 

（2018） 

年度 

令和元 

（2019） 

年度 

令和２ 

（2020） 

年度 

令和３ 

（2021） 

年度 

削減 

目安 

ハ
ー
ド
面 

省エネルギー 

設備の導入 
-0.7% -0.6% -2.3% -3.1% -4.0％ -2.0% 

公共施設等の 

再編に係る取組 
-1.2% -1.5% -26.4% -26.6% -26.6％ -3.0% 

庁用自動車の 

適正配置 
-0.7% -0.7% -0.6% -1.3% -1.3％ -1.0% 

ソ
フ
ト
面 

日常業務におけ

る職員の取組 
-1.9% -4.4% -3.2% -3.4% -1.2％ -4.0% 

契約電力会社の

変更※ 
― 2.9% 2.6% 2.2% 0.2％ ― 

合計 -4.5% -4.3% -29.8% -32.1% -32.9％ -10.0% 

※ 「契約電力会社の変更」は平成 30（2018）年度から取組を実施。 

  

第４次計画の主な取組状況 ２ 
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令和 3（2021）年度の市の事務事業に係る温室効果ガス排出量は、6,742t-CO2であり、

第 4 次計画の基準年度である平成 27（2015）年度と比較して 32.9％削減しました。これ

は令和元（2019）年度から水道事業がかずさ水道広域連合企業団に移管されたことが大

きく影響しています。 

令和 3（2021）年度の活動種類別の排出量では、電気の使用による排出量が最も多く

87.6％、次いで軽油、LP ガス、ガソリン、灯油となっています。 

部門別の排出量では、教育部（小中学校を除く）が最も多く 24.5％、次いで市民環境

部、小中学校、総務部、保健福祉部となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

図 1-1 温室効果ガス排出量の推移 

図 1-2 活動種類別の排出量割合 
（令和 3（2021）年度） 

図 1-3 部門別の排出量割合 
（令和 3（2021）年度） 

10,050 9,824 9,600 9,622

7,057 6,824 6,742

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

（t-CO2）

年度
第4次計画
基準年度

-32.9%
（-3,308t-CO2）

温室効果ガス排出量の状況 ３ 

教育部

（小中学校を除く） 

24.5%

小中学校

18.3%

市民環境部

19.2%

総務部 

11.5%

保健福祉部 

10.8%

建設部

6.7% 

消防機関 

5.1% 
経済部 
3.8% 

企画政策部、財政部、
会計課及び各事務局 

0.1% 

電気

87.6%

軽油

3.0% 

LP ガス 

2.9% 

ガソリン
2.6% 

灯油 

1.6%
都市ガス 

1.5% A 重油 

0.7%
その他 

0.1% 
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第２章 基本的事項 
 

 

 
市が地球温暖化の防止を目的とする環境に配慮した行動を率先して実行するとともに、

自ら環境に与える負荷を軽減し、市民及び事業者に対する先導的役割を果たすことを目

的とします。 

 
 
 
「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21 条に基づき、都道府県及び市町村に策定

が義務付けられている、市の事務事業に伴う温室効果ガスの排出量の削減に向けた措置

に関する計画です。また、国や千葉県の各種計画をはじめ、本市関連計画等との整合を図

るものとします。 

 

 

図 2-1 計画の位置づけ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画策定の目的 １ 

計画の位置づけ ２ 

君津市総合計画 

君津市環境基本計画 

（君津市環境保全条例） 

君津市地球温暖化対策 
実行計画 

 

・区域施策編 

  地域気候変動適応計画 
 

・事務事業編 

国 

・環境基本計画 

・地球温暖化対策計画 

・政府実行計画 

・気候変動適応計画 

 

千葉県 

・千葉県環境基本計画 

・千葉県地球温暖化対策

実行計画 

【関連計画等】 

 

・環境グリーン都市宣言 

・君津市都市計画マスタープラン 

・君津市一般廃棄物処理基本計画 

・君津市公共施設等総合管理計画 

連
携 

関
連
・
整
合  

具体化・補完 
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計画期間は、令和 5（2023）年度から令和 12（2030）年度までの 8 年間とします。ま

た、基準年度及び目標年度は、国の政府実行計画と整合をとり、基準年度を平成 25（2013）

年度、目標年度を令和 12（2030）年度とします。 

表 2-1 計画期間 

年度 

平成 25 

（2013） 

年度 

… 

平成 29 

（2017） 

年度 

… 

令和 4 

（2022） 

年度 

令和 5 

（2023） 

年度 

… 

令和 12 

（2030） 

年度 

総合計画 

基本構想 
        

区域施策編 
 
 

       

 
 
 
原則として、市の全ての事務事業及び市が所有する施設（公用車を含む）を対象とする

ものであり、外部委託または指定管理者制度により管理運営する施設を含みます。 

 
 
 
本計画で対象とする温室効果ガスは、国の地球温暖化対策計画で対象とされている二

酸化炭素（CO₂）、メタン（CH₄）、一酸化二窒素（N₂O）、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）、

パーフルオロカーボン類（PFCs）、六ふっ化硫黄（SF₆）、三ふっ化窒素（NF₃）の 7 物質と

します。だたし、パーフルオロカーボン類、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素は、排出の実態

把握が困難であり、本市の事務事業において発生しないため、排出量把握の対象外とし

ます。 

 

 

 

① 基準年度の変更 

基準年度は、国の政府実行計画と整合を図り、平成 27（2015）年度から平成 25（2013）

年度に変更します。 

 

 

 

 

 

 
 

目標 
年度 

基準 
年度 

第 4 次 第 5 次 

計画の期間、基準年度、目標年度 ３ 

計画の対象とする温室効果ガス ５ 

第５次計画における主な変更点 ６ 

計画の対象範囲 ４ 
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② 使用する電気の二酸化炭素排出係数の変更 

「地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアル」（環境省、令和 5 年 3

月）の改定や再生可能エネルギー電力の調達等の取組の評価の必要性を踏まえ、算定方

法を見直しました。第 4 次計画において、温室効果ガス排出量の算定に用いる電気の二

酸化炭素排出係数は、基準年度（平成 27（2015）年度）の基礎排出係数を固定して使用

していましたが、第 5 次計画において、各年度の基礎排出係数及び調整後排出係数を使

用して算定します。ただし、温室効果ガス排出量削減目標は、調整後排出係数を使用して

算定した排出量とします。 

算定方法の見直し後の温室効果ガス排出量は、基礎排出係数では令和 3（2021）年度に

おいて 6,374t-CO2であり、第 5 次計画の基準年度である平成 25（2013）年度と比較して

44.6％削減となりました。調整後排出係数では令和 3（2021）年度において 5,714t-CO2で

あり、第 5 次計画の基準年度である平成 25（2013）年度と比較して 49.6％削減となりま

した。 

各年度の温室効果ガス排出量の算定に使用した基礎及び調整後の電気の排出係数を図

2-3、2-4 に示します。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

図 2-2 温室効果ガス排出量の推移 

電気の二酸化炭素排出係数 

電気の供給に係る二酸化炭素の排出量を表す数値です。基礎排出係数は、電気事業

者が電気の発電に伴う燃料の燃焼によって排出された二酸化炭素の量を供給した電

力量で除したものであり、調整後排出係数は、基礎排出係数に電気事業者が調達した

非化石証書等の環境価値を反映したものです。 

11,498
10,586 10,103
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第５次計画
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-44.6%

（-5,124t-CO2）

-49.6%

（-5,614t-CO2）
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図 2-3 契約電力会社の電気の排出係数の推移（基礎排出係数） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-4 契約電力会社の電気の排出係数の推移（調整後排出係数） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

※日鉄エンジニアリングの 2021 年度は、複数の電力メニューを契約していたため、各メニュー

の電気購入量により加重平均した係数を調整後排出係数として掲載しています。 
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第３章 計画の目標  
 

 
 
国の政府実行計画では、温室効果ガス排出量の削減目標として基準年度である平成 25

（2013）年度比 50％削減を掲げています。このことを踏まえつつ、市民及び事業者に対

する先導的役割を果たすため、本市の事務事業に係る温室効果ガス排出量の削減目標を

次のとおり設定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 

表 3-1 温室効果ガス排出量の削減目標（調整後排出係数） 

項目 

平成 25 

（2013）年度 

基準年度 

令和 3 

（2021）年度 

直近年度 

令和 12 

（2030）年度 

目標年度 

削減目標 

温室効果ガス排出量 11,328t-CO2 5,714t-CO2 3,398t-CO2 -70％ 

 
図 3-1 温室効果ガス排出量の削減目標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

温室効果ガス排出量削減目標 

令和 12（2030）年度までに 

平成 25（2013）年度比 ７０％以上 削減を目指します。 

温室効果ガス排出量の削減目標 １ 
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第４章 温室効果ガス排出量の削除に向けた取組 
 

 
 
本計画の目標を達成するため、業務活動における取組として、以下の方針に基づいて、

取組を推進します。取組の推進にあたっては、再生可能エネルギー利用比率の向上や、新

しい技術の活用、民間事業者との連携による取り組みなど、費用対効果を見極めつつ「脱

炭素社会の実現」を目指します。 

 
 
既存設備を含めた公共施設、道路及び公園照明灯の LED 照明の導入割合を令和 12（2030）

年度までに 100％とするとともに、高効率設備への更新・導入を進めます。 

 

進行管理指標 

現状値 

令和 4

（2022）年度 

目標値 

令和 12

（2030）年度 

温室効果ガス

削減見込量 

令和 12

（2030）年度 

公共施設の LED 照明導入率 20.5％ 100％ 

944t-CO2 道路照明灯の LED 照明導入率 80.1％ 100％ 

公園照明灯の LED 照明導入率 53.4％ 100％ 

 
 
 
設置可能な公共施設の 50％以上に太陽光発電設備を設置することを目指すとともに、

令和 12（2030）年度までに公共施設で調達する電力の 60％以上を再生可能エネルギー電

力とします。また、軽油や灯油等を使用する設備は、電化もしくは、温室効果ガス排出量

が少ない燃料への転換を検討します。 

 

進行管理指標 

現状値 

令和 4

（2022）年度 

目標値 

令和 12

（2030）年度 

温室効果ガス

削減見込量 

令和 12

（2030）年度 

公共施設への太陽光発電設備設置割合 32％ 50％ 166t-CO2 

公共施設で調達する電力における 

再生可能エネルギーが占める割合 
24％ 60％ 1,077t-CO2 

 

  

（１）省エネルギーの推進 

（２）再生可能エネルギーの利用推進 

取組方針 １ 
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代替可能な電動車がない場合を除き、公用車の新規導入・更新の際は、全て電動車と

し、ストック（使用する公用車全体）の場合においても令和 12（2030）年度までに全て

電動車とします。 

 

進行管理指標 

現状値 

令和 4

（2022）年度 

目標値 

令和 12

（2030）年度 

温室効果ガス

削減見込量 

令和 12

（2030）年度 

公用車における電動車の割合 14％ 100％ 129t-CO2 

 
 
 
 
 
 
今後予定する新築事業は、原則 ZEB Oriented 相当以上とし、令和 12（2030）年度まで

に新築建築物の平均で ZEB Ready 相当とすることを目指します。 

また、公共施設の機能・規模の適正化を行い、公共施設の総量の縮減により、省エネの

推進を図ります。 

「君津市 DX 推進方針」に基づきデジタル化を進め、エネルギーの効率的な利用や業務

の効率化等によるエネルギーや資源の使用削減を図ります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（３）公用車の電動化推進 

（４）ファシリティマネジメント施策との連携 

DX（デジタルトランスフォーメーション） 

「ICT の浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること」です。 

ZEB
ゼブ

（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル） 

50％以上の省エネルギーを図った上で、再生可能エネルギーの導入により、エネルギー消

費量を更に削減した建築物について、その削減量に応じて以下①〜④に分類されます。 

①ZEB :100％以上削減（省エネ＋創エネ） 

②Nearly ZEB :75％以上削減（省エネ＋創エネ） 

③ZEB Ready :50％以上削減（省エネ） 

④ZEB Oriented :30〜40％以上削減（省エネ）、延床面積 10,000m2以上 

電動車 

電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車 
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取組項目 具体的な取組 

照明の適正使用 

スポット照明を実践し、就業時間外はこまめに消灯します。 

昼休みに、窓口に影響がない範囲で消灯します。 

ブラインドなど活用し、自然光を取り入れます。 

業務に支障のない範囲で、最低照明出力に調整します。 

公共施設の照明や誘導灯、道路や公園の照明灯などを LED 照明へと入れ

替えます。 

トイレなどに人感センサーを導入します。 

空調の適正使用 

クールビズ、ウォームビズを実施し、気候に合った服装を心掛けます。 

窓及び出入口の開閉、カーテン、ブラインドの利用により室内温度の調

節に努めます。 

室内温度を夏は 28℃、冬は 20℃を目安として、業務に支障がない範囲

で控えめに設定します。 

空調効率を高めるため、フィルター及び室外機等の機器を定期的に点

検・清掃します。 

空調設備は不必要な場合、電源を切ります。 

ヒートポンプ式の空調システムなどの高効率空調を導入します。 

モータやポンプ、ファンにインバータを導入します。 

熱交換型換気設備を導入します。 

給湯の適正使用 

電気ポット等を使用する際は、効率的な使用を心掛け、長時間使用しな

い時はプラグを抜きます。 

ガスコンロ及び給湯器の使用時は、適正な火力に調節の上、沸かしすぎ

の防止に努めます。 

給湯器等の種火は、使用後にできる限り消します。 

ボイラー等の機器を適正管理し、効率的運転を行います。 

湯沸器・温水器は、タイマー制御が可能なものについては利用実態に合

わせて利用時間を設定します。 

高効率給湯器や高効率ボイラー、コージェネレーションシステムを導入

します。 

  

（１）省エネルギーの推進 

具体的な取組 ２ 
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取組項目 具体的な取組 

OA 機器等の 

適正使用 

不要な印刷を控えることで、プリンターの使用を抑えるとともに紙の削

減に努めます。 

パソコンやプリンターなどは省エネモードに設定します。 

離席時にパソコンやノートパソコンをスリープモードにします。 

コンセントオフ運動（長時間離席する場合の主電源オフ、退庁時に可能

な範囲でコンセントを抜く）の実践に努めます。 

使用状況を考慮し、各部署に機器を適正配置します。 

2 アップ 3 ダウン運動（2 階上る、3 階降りる際の階段利用）を実践し、

可能な範囲でエレベーターの利用を減らします。 

その他取組事項 

物品や役務について、君津市グリーン購入基本方針に基づいて購入しま

す。 

ノー残業デー及びリフレッシュデーにおいては、業務を調整し実践に努

めます。 

技術部門との連携を図り、機器の清掃、点検及び維持管理マニュアルの

作成を実施することで、非効率、不適切な状態を改善します。 

外部委託または指定管理者制度により管理運営する施設の所管課は、施

設管理者に対して本計画の取組事項を周知し、その実践について指導し

ます。 

技術部門との連携を図り、必要に応じて施設の点検を実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

  

インバータ 

モータの回転数は周波数に比例するため、交流電力の周波数を制御することにより、モー

タの回転速度を制御する機器です。インバータを導入することで、ポンプやファンの回転速

度を必要最低限に抑えることで省エネにつながります。 

コージェネレーションシステム 

一つのエネルギーから複数のエネルギー（電気・熱など）を取り出すシステムです。具体

的には、発電を行うと同時に、従来、大気中に放出していた排熱を回収して冷暖房や給湯に

利用し、エネルギー利用効率を高めるシステムです。 

熱交換型換気設備 

喚起時に排気される室内の空気から熱を回収して、新しく取り入れた外気に熱を与える喚

起設備のことです。これにより外気が室温に近い温度になるため、熱損失が少なくなり、空

調負荷を軽減することができます。 
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（２）再生可能エネルギーの利用推進 
 

 
 

取組項目 具体的な取組 

再生可能 

エネルギーの

導入 

既存の公共施設への太陽光発電設備等を率先的に導入します。 

新設する庁舎や校舎等の公共施設について導入可能性を検討し、太陽光

発電設備等を設置します。 

太陽光発電設備の設置の際には PPA による導入を検討します。 

廃棄物焼却に伴う廃熱を利用した発電を行い、庁内での利用を検討します。 

蓄電池の導入を検討し、発電した電力を効率的に利用します。 

温室効果ガス 

排出量の 

少ないエネル

ギーの調達 

電力を調達する際には、再生可能エネルギーによる発電比率が高い電力

を選択します。 

軽油や灯油等を使用する設備は、電化もしくは、都市ガスなどの温室効

果ガス排出量の少ない燃料へと転換します。 

 
 

 

取組項目 具体的な取組 

公用車の 

電動化 

電動車（電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、

ハイブリッド自動車）を導入します。 

電気自動車の充電設備の設置等、電動車の導入に必要なインフラ整備を

行います。 

公用車の 

適正利用 

出張等においては、公共交通機関の利用に努めます。 

車両の使用状況及び稼働率を把握し、適正配置及び台数の見直しを行います。 

カーシェアリングの活用による車両の共同利用を検討します。 

近距離の移動は自転車又は徒歩で行い、自動車の使用を控えます。 

発進するときは、穏やかにアクセルを踏んで発進します。 

車間距離にゆとりをもって、加減速の少ない運転を行います。 

減速時は早めにアクセルを離し、エンジンブレーキを活用します。 

暖房を使用する際には、「A/C」スイッチをオフにするなど、車内空調を

適切に使用します。 

駐停車時などは無駄なアイドリングをしないように心がけます。 

あらかじめ行き先やルートを確認し、渋滞を避け、余裕をもって出発します。 

使用時には、タイヤの空気圧を確認します。 

不要な荷物をおろし、燃費の改善に努めます。 

 
  

（３）公用車の電動化推進 

カーシェアリング 

登録を行った会員間で車を共有して使用するサービスのことです。自動車保有台数の減少や燃

費の良い自動車をシェアすることにより、環境負荷の低減につながることが期待されます。 
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（４）ファシリティマネジメント施策との連携 
 

 
 

取組項目 具体的な取組 

施設の適正 

配置 

公共建築物の総量の縮減を図ります。 

省エネルギー設備の導入にあたっては、各施設の質、量及び財政負担の

最適化を考慮し、「君津市経営改革実施計画」及び「君津市公共施設等

総合管理計画」等との整合を図ります。 

建築物の 

省エネルギー

化の推進 

施設の省エネルギー改修を積極的に実施するとともに、各種補助金を積

極的に活用し、ESCO 事業またはリース等の効率的な手法を検討のうえ実

施に努めます。 

建設副産物の発生抑制、再生利用及び適正処理、省エネルギー設備の導

入、屋上、壁面または敷地内の緑化など、建築物の計画、設計、施工、

維持管理及び解体の各段階において環境配慮に努めます。 

施設の新築・改修時は、外壁に断熱材の使用などに努めます。 

窓の二重化やペアガラスなどによる気密化、断熱化に努めます。 

敷地内の緑地の整備に努めます。 

壁面や屋上の緑化に努めます。 

DX の推進 

行政手続きのオンライン化や窓口手続きの簡素化等により市民サービス

の利便性の向上に努めます。 

自治体における AI・RPA 導入ガイドブック（総務省）を参考に AI・RPA

の導入・活用を推進し、行政経営の効率化を図ります。 

ペーパーレスやテレワーク、オンライン会議等を推進するために庁内環

境整備を推進します。 

DX を活用してインフラや施設設備管理を高度化し、効率的な管理業務

を行います。 

DX を推進するにあたり、適正にセキュリティポリシーの見直しを行

い、セキュリティ対策を徹底します。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

ESCO
エスコ

事業 

「Energy Service Company」事業の略称であり、ビルや工場の省エネルギー改善に必要な

「技術」「設備」「人材」「資金」などを包括的に提供し、それまでの環境を損なうことなく省

エネルギーを実現し、その効果を保証する事業です。 

RPA 

「Robotic Process Automation」の略称であり、これまで人間のみが対応可能と想定され

ていた作業、もしくはより高度な作業を、人間に代わって実施できるルールエンジンや AI、

機械学習等を含む認知技術を備えたソフトウェアロボットが代行・自動化する取り組みで

す。単純作業や提携業務が得意で、業務の効率化や精度の向上が期待されます。 
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第５章 推進体制及び進行管理  
 

 

 
本計画に基づく取組を実効的に推進するために、計画の進捗状況を点検・評価し、今後

の取組に反映させることが必要です。 

推進体制は図 5-1 のとおりとします。 

図 5-1 推進体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
各部署は、所管する施設において脱炭素に向けた施策を検討し、目標達成に向けた取

組を積極的に実践します。また、四半期ごとに施設及び自動車のエネルギー使用量等の

実績を把握し、事務局へ報告します。 

事務局は、各部署から施設及び自動車のエネルギー使用量等の実績を取りまとめ、温

室効果ガス排出量を算定します。その上で、目標達成に向けた改善策等の検討を行い、脱

炭素社会実現推進本部幹事会に報告します。 

幹事会は、計画の進捗状況を点検及び評価し、必要に応じて見直しを指示します。 

推進本部は、幹事会からの報告を受け、計画の進捗状況及び見直し案について承認を

行います。 

推進体制に基づく各組織の役割は図 5-2 のとおりです。  

報告・協力 指示・情報提供 

報告 公表 
市 

民

環
境
審
議
会

脱炭素社会実現推進本部 
本 部 長 ：市長 

副本部長：副市長 

本 部 員 ：教育長、危機管理監、統括参事 

各部長、消防長 

幹 事 長 ：経済環境部次長 

幹 事 ：各部次長 、消防本部次長 

※必要に応じて作業部会を置く 
 
事 務 局：環境グリーン推進課 
   （事務局長：環境グリーン推進課長） 

各部署 

推進体制 １ 

推進体制に基づく各組織の役割 ２ 
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図 5-2 推進体制に基づく各組織の役割 

 

 
 

  

構成 各組織の役割 本計画の推進に係る具体的な役割

　市長(本部長)
　副市長(副本部長)
　教育長
　危機管理監
　統括参事
　各部長
　消防長

・本市における持続可能な脱炭素社会
の実現に係る取組に係る総合的な企画
立案・推進を図るための組織として、
次の事務を所掌する。
（1）脱炭素社会の実現に係る取組み
関する総合的な施策の企画立案に関す
ること
（2）その他脱炭素社会の実現に係る
取組みに関する施策の推進に必要な事
項に関すること

・計画の進捗状況及び見直し案につい
て承認を行う。
・計画の進捗状況、評価及び見直しに
ついて、環境審議会に報告し、市民に
公表する。

幹事会
　経済環境部次長(幹事長)
　各部次長(１名ずつ)
　消防本部次長

・推進本部の所掌事務について協議、
調整を行うとともに推進本部の決定し
た施策の実施に関し必要な事項を処理
する。

・計画の進捗状況を点検及び評価し、
必要に応じて見直しを指示する。
・計画の見直し案について審議する。
・審議した結果について、推進本部に
報告する。

作業部会
（必要に応じて設置）

　幹事長が指名する者 ・個別事項について検討を行う。 ・個別事項について検討を行う。

事務局
　環境グリーン推進課
（事務局長：環境グリーン推進

課長）

・推進本部及び幹事会に関し、次の事
務を所掌する。
（1） 推進本部及び幹事会に付議する
事案に係る企画、協議及び調整
（2） 推進本部及び幹事会の庶務

・各種調査票を取りまとめ、目標未達
成の原因究明及び改善策の検討を行
い、幹事会に報告する。
・各部署に対して、目標達成に向けた
指示及び情報提供を行う。
・計画の見直し案を作成し、幹事会に
報告する。
・職員を対象とした地球温暖化対策等
に関する研修を実施する。

・作業部会が設置された場合、部会長
の所属する課においてその庶務を処理
する。
・事務局の（1）の事務の遂行につい
て、事務局長の要請に基づき協力す
る。

・所管する施設において脱炭素に向け
た施策を検討し、目標達成に向けた取
組を積極的に実践する。
・目標未達成の原因究明及び改善策の
検討を行う。
・該当部署は、各四半期に、施設及び
庁用自動車の活動量を事務局に報告す
る。
・地球温暖化対策等に関する研修を受
講する。

組織

脱炭素社会実現
推進本部

各部署
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庁内の推進組織である脱炭素社会実現推進本部を中心に関係各課が連携をとり、全庁

的に計画を推進します。毎年度、計画の進捗状況を点検・評価し、君津市環境審議会へ報

告及び市民への公表を行います。 

取組や目標に対する計画全体の進捗状況を PDCA サイクルに基づき進行管理します。ま

た、温対法第 21 条第 15 項の規定に基づき、計画の進捗状況、評価及び見直しについて

公表します。 

本計画における PDCA サイクルは下記のとおりです。 

 

図 5-3 PDCA サイクル 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Act（改善）

・取組内容の見直し

・計画内容の見直し

Plan（計画）

・実行計画策定及び目標設定

・見直し事項の反映

Do（行動・実践）

・目標達成に向けた対策の実践

Check（点検・評価）

・温室効果ガス排出状況の把握、分析

・取組状況の点検、評価

進行管理 ３ 
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市民・事業者アンケートの結果 

資料編 
 

 
 
 

 
市民及び事業者の地球温暖化対策への取組状況や本市の環境に関する意見などをもと

に、本計画の策定の参考とすることを目的として、地球温暖化に関する市民・事業者アン

ケートを実施しました。 

なお、次ページからのアンケート結果に出てくる「ｎ」は、有効回答者数を表します。 

 

市民・事業者アンケートの実施概要 

項目 市民 事業者 

対象 
市内に在住する 20 歳以上の市民

1,800 人 
市内に所在する 300 事業所 

調査期間 令和 4（2022）年 9 月 7 日～令和 4（2022）年 9 月 26 日 

調査方法 
郵送による配付 

郵送又は WEB による回収 
郵送による配付・回収 

配布数 1,800 300 

回収数 517 96 

回収率 28.7％ 32.0％ 

 
 

 
 

  

資料１ 
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市民の日ごろ行っている地球温暖化対策の取組について、「いつもしている」、「ときど

きしている」と回答した市民が多かったものは、「不要な照明はこまめに消灯している」、

次いで「テレビを見ていないときはこまめに消している」、「買い物に行くときは、マイ

バックを使用している」でした。一方で、「現在はしていないが今後はしたい」、「現在は

していないし今後もしたくない」と回答した市民が多かったものは「季節に合わせて冷

蔵庫内の温度を調節している」、次いで「電気製品を使わないときは、コンセントからプ

ラグを抜いている」でした。 

資料図 1-1 地球温暖化対策の取組状況（市民） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（１）省エネ行動の実施について 

70.0%

65.5%

67.3%

32.9%

19.7%

36.4%

47.2%

55.5%

54.0%

61.5%

54.5%

47.6%

28.4%

61.1%

54.7%

20.3%

67.7%

19.5%

27.1%

26.2%

22.2%

48.4%

24.2%

36.9%

32.9%

17.6%

19.7%

27.1%

14.7%

24.2%

27.7%

23.0%

26.7%

31.1%

23.0%

49.1%

1.4%

4.7%

4.8%

14.7%

36.6%

17.6%

13.5%

6.2%

15.9%

7.0%

8.5%

16.6%

23.0%

7.0%

8.5%

28.2%

5.4%

20.9%

0.6%

0.6%

2.3%

1.2%

15.9%

7.9%

4.6%

2.9%

5.4%

3.5%

2.7%

5.4%

17.0%

2.3%

3.7%

18.6%

2.5%

7.9%

0.2%

2.5%

2.5%

2.3%

2.3%

0.6%

0.8%

16.8%

4.6%

1.0%

19.0%

5.2%

3.3%

5.4%

5.0%

1.4%

1.0%

1.9%

0.8%

0.6%

0.8%

0.6%

1.4%

0.6%

1.0%

1.0%

0.4%

0.6%

1.0%

0.6%

1.2%

1.4%

0.4%

0.4%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不要な照明はこまめに消灯している(n=517)

テレビを見ていないときはこまめに消している(n=516)

エアコンは適切な温度に設定している(n=517)

エアコンのフィルター掃除をしている(n=517)

季節に合わせて冷蔵庫内の温度を調節している(n=517)

冷蔵庫内に物を詰め込みすぎないようにしている(n=517)

冷蔵庫の扉の開閉回数・開閉時間を短くしている(n=517)

ガスコンロの火は、なべ底からはみ出さないように調節している

(n=517)

炊飯器や電気ポットの保温時間はなるべく短くしている(n=517)

シャワーを流しっぱなしにせず、使用時間を短くしている(n=517)

温水洗浄便座の温度設定を低めにしている(n=516)

風呂は、間隔をあけずに入るようにしている（追い焚きをしないように

している）(n=517)

近距離の移動はなるべく徒歩や自転車を使っている(n=517)

運転するときは、エコドライブを心がけている（急発進、急加速をしな

いようにしている）(n=517)

駐停車をするときは、エンジンを切っている(n=517)

電気製品を使わないときは、コンセントからプラグを抜いている

(n=517)

買い物に行くときは、マイバッグを使用している(n=517)

地元で作られた食材を購入している(n=517)

いつもしている ときどきしている 現在はしていないが今後はしたい

現在はしていないし今後もしたくない 機器を持っていない・使用していない 無回答
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事業者の日ごろ行っている地球温暖化対策の取組について、「いつも行っている」、「と

きどき行っている」と回答した事業者が多かったものは、「冷暖房の時間短縮や設定温度

の調節をこまめに行っている」、次いで「コピー用紙の使用量を減らしている」、「昼休み

等、不要な時は電気を消灯している」でした。一方で、「現在は行っていないが今後行い

たい」、「現在、行っておらず今後も行わない」と回答した事業者が多かったものは、「環

境保全に関する従業員研修を実施している」、「自社製品やサービスにおいて環境配慮内

容を明示している」でした。 

資料図 1-2 地球温暖化対策の取組状況（事業者） 
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52.1%

52.1%

58.3%

6.3%

9.4%

52.1%

31.6%

37.5%

28.1%

6.3%

2.1%

38.5%

28.1%

8.3%

34.4%

9.4%

11.5%

14.6%

36.5%

31.3%

20.8%

6.3%

33.3%

33.3%

23.2%

38.5%

19.8%

4.2%

1.0%

16.7%

5.2%

19.8%

14.6%

29.2%

10.4%

17.7%

6.3%

5.2%

7.3%

10.4%

8.3%

30.2%

6.3%

7.4%

13.5%

6.3%

17.9%

10.4%

20.8%

10.4%

21.9%

38.5%

18.8%

33.3%

7.3%

7.3%

4.2%

6.3%

5.2%

6.3%

11.5%

2.1%

2.1%

2.1%

4.2%

33.7%

58.3%

1.0%

5.2%

20.8%

27.1%

7.3%

29.2%

17.7%

62.5%

3.1%

29.5%

33.3%

31.6%

19.8%

15.6%

67.7%

36.5%

9.4%

2.1%

3.1%

5.2%

10.4%

15.6%

3.1%

6.3%

8.3%

8.3%

6.3%

8.3%

7.3%

11.5%

9.4%

11.5%

10.4%

17.7%

9.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

クールビズ・ウォームビズを励行している(n=96)

冷暖房の時間短縮や設定温度の調節をこまめに行っている(n=96)

昼休み等、不要なときは電気を消灯している(n=96)

パソコンやコピー機等は省エネモードに設定し、不要時（未使用時、休日

等）には電源を切っている(n=96)

省エネのため製造工程や製造ラインを改善している(n=96)

グリーン購入を行っている(n=96)

コピー用紙の使用量を減らしている(両面コピー・裏紙の利用等)(n=96)

販売時の容器や包装の抑制、リサイクルに取り組んでいる(n=95)

事業活動から出る廃棄物の削減に取り組んでいる(n=96)

運送用資材（箱、緩衝材、パレット等）の回収や再利用を実施している

(n=96)

雨水や一時使用した水を再利用している(n=95)

従業員のマイカー通勤を自粛させている（ノーマイカーデーの設定等）

(n=96)

不必要なアイドリングをやめるよう徹底している(n=96)

省エネのための効率的な輸配送システムがある(n=96)

事業所内や周辺地域の緑化に努めている(n=96)

環境保全に関する従業員研修を実施している(n=96)

事業所周辺や道路の清掃など地域活動へ参加している(n=96)

自社製品やサービスにおいて環境配慮内容を明示している(n=96)

在宅勤務やリモート会議等を導入している(n=96)

いつも行っている ときどき行っている 現在は行っていないが今後行いたい

現在、行っておらず今後も行わない 該当しない 無回答
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市民の省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入状況について、「導入してい

る」、「5 年以内に導入する予定である」と回答した市民が多かった機器は、「電気照明の

LED 電球への買い替え」、次いで「省エネ家電への買い替え」、「高効率給湯器」でした。

「今後導入を考えたい」と回答した市民が多かった機器は、「省エネ家電への買い替え」、

次いで「次世代自動車の購入」、「家庭用蓄電池」となり、多くの機器で 2～4 割の市民が

「今後導入を考えたい」と回答しました。一方で、「導入する予定はない・できない」と

回答した市民が多かった機器は、「薪ストーブ、木質ペレットストーブ」、次いで「既存住

宅の ZEH 化」、「太陽熱利用システム」となり、多くの機器で 5 割の市民が以上「導入す

る予定はない・できない」と回答しました。 

資料図 1-3 省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入状況・意向（市民） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（２）省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入について 

9.7%

3.5%

2.7%

23.6%

3.5%

3.9%

25.3%

54.6%

12.0%

1.5%

21.7%

0.8%

1.0%

1.2%

1.6%

1.4%

1.4%

2.5%

1.4%

9.1%

6.2%

4.7%

1.5%

2.5%

0.6%

0.6%

20.3%

20.3%

25.5%

20.5%

32.9%

26.7%

40.3%

25.6%

38.4%

30.4%

24.2%

13.5%

16.3%

64.4%

67.8%

63.6%

48.5%

55%

60.9%

20.4%

9.7%

37.4%

54.7%

41.2%

74.5%

71.3%

4.4%

6.8%

6.8%

6.0%

6.0%

7.2%

4.9%

3.9%

7.6%

11.8%

10.4%

10.6%

10.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電設備(n=517)

太陽熱利用システム(n=516)

家庭用燃料電池（エネファーム）(n=517)

高効率給湯器（エコキュート、エコジョーズ等）(n=517)

家庭用蓄電池(n=516)

省エネナビ、HEMSなどの家庭での消費電力等を即時に目で見て確認でき

る機器(n=517)

省エネ家電への買い替え（テレビ、冷蔵庫、エアコン等）(n=514)

電気照明のLED電球への買い替え(n=515)

次世代自動車の購入(n=516)

Ｖ２Ｈ(n=517)

住宅の断熱化（二重サッシ、遮蔽（しゃへい）フィルムなど）(n=517)

薪（まき）ストーブ、木質ペレットストーブ(n=517)

既存住宅のZEH化(n=516)

導入している ５年以内に導入する予定である 今後導入を考えたい 導入する予定はない・できない 無回答
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HEMS
ヘムス

 

「Home Energy Management System」の略称であり、家庭で使うエネルギー及び家

電機器を管理するシステムのことです。電気やガスなどの使用量の「見える化」や家

電の自動制御をすることができます。 

V2H 

「Vehicle to Home」（車から家へ）を意味する言葉であり、電気自動車等に搭載さ

れているバッテリーを家庭で蓄電池として活用するシステムです。昼間に太陽光発

電等で発電した電気を蓄電して夜間に家に給電したり、災害時に充電している電気

を家に給電したりすることでエネルギーを有効活用することができます。 

ZEH
ゼッチ

 

「Net Zero Energy House」の略称であり、外皮の断熱性能等を大幅に向上

させるとともに、高効率な設備システムの導入により、室内環境の質を維持

しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入する

ことにより、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指し

た建築物のことです。 
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省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器について「導入する予定はない・できな

い」理由として、「薪ストーブ、木質ペレットストーブ」を除いていずれの機器のおいて

も約 5～6 割の市民が「費用がかかるから」と回答しました。 

資料図 1-4 省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入する予定はない・ 

できない理由（市民） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

52.1%

51.7%

50.2%

57.0%

46.3%

63.8%

50.0%

57.5%

52.3%

51.2%

27%

51.5%

0.3%

0.6%

0.8%

0.7%

0.6%

1.0%

2.0%

0.5%

1.4%

1.9%

1.0%

1.4%

9.2%

8.5%

5.2%

5.6%

15.6%

2.9%

4.0%

5.7%

6.7%

5.6%

24.2%

6.3%

2.3%

2.1%

1.2%

1.8%

3.8%

1.6%

3.2%

0.9%

4.2%

5.7%

2.3%

3.6%

4.4%

2.5%

2.5%

4.8%

6.0%

4.1%

4.2%

2.8%

4.9%

3.0%

16.3%

14.9%

18.3%

12.3%

10.2%

5.7%

10.0%

6.2%

12.4%

19.2%

15.1%

12.5%

2.9%

3.3%

4.4%

3.5%

5.1%

4.8%

8.0%

5.7%

5.3%

3.3%

9.9%

5.7%

14.6%

15.2%

15.5%

16.5%

15.9%

17.1%

20.0%

18.7%

14.5%

15.0%

13.8%

13.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽熱利用システム(n=349)

家庭用燃料電池（エネファーム）(n=329)

高効率給湯器（エコキュート、エコジョーズ等）(n=251)

家庭用蓄電池(n=284)

省エネナビ、HEMSなどの家庭での消費電力等を即時に目で見て確認で

きる機器(n=315)

省エネ家電への買い替え（テレビ、冷蔵庫、エアコン等）(n=105)

電気照明のLED電球への買い替え(n=50)

次世代自動車の購入(n=193)

Ｖ２Ｈ(n=283)

住宅の断熱化（二重サッシ、遮蔽（しゃへい）フィルムなど）(n=213)

薪（まき）ストーブ、木質ペレットストーブ(n=385)

既存住宅のZEH化(n=367)

費用がかかるから 自分だけ取り組んでも仕方がないから 取り組む必要性を感じないから

どうすればよいかわからないから きっかけがないから その他

特に理由はない 無回答
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事業者の省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入状況について、「すでに導

入している」及び「今後、導入する予定がある」と回答した事業者が多かった機器は、

「LED 照明などの高効率照明」、次いで「次世代自動車」、「空調・OA 機器などの省エネ型

業務用機器」、「断熱材・ペアガラスなどの断熱窓」でした。「今後、導入してみたい」と

回答した事業者が多かった機器は、「空調・OA 機器などの省エネ型業務用機器」及び「次

世代自動車」、次いで「省エネナビ」となり、多くの機器で 2～4 割の事業者が「今後、導

入してみたい」と回答しました。一方で、「導入する予定はない」と回答した事業者が多

かった機器は、「風力発電システム」、次いで「コージェネレーションシステム」、「高性能

ボイラーなどの高効率熱源機器」となり、3～7 割の事業者が「導入する予定はない」と

回答しました。 

資料図 1-5 省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入状況・意向（事業者） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
BEMS
ベムス

 

「Building and Energy Management System」の略称であり、ビル内で使用するエ

ネルギー及び設備等を管理するシステムのことです。電力やガスなどの使用量等を

計測して「見える化」するとともに、空調や照明設備等を制御することができます。 

10.4%

3.1%

1.0%

1.0%

3.1%

20.8%

1.0%

2.1%

20.8%

59.4%

4.2%

21.9%

66.7%

2.1%

1.0%

1.0%

1.0%

1.0%

8.3%

7.3%

20.8%

19.8%

15.6%

18.8%

20.8%

36.5%

35.4%

25.0%

26.0%

14.6%

24.0%

36.5%

22.9%

33.3%

57.3%

61.5%

70.8%

66.7%

62.5%

31.3%

50.0%

60.4%

41.7%

11.5%

57.3%

26.0%

60.4%

9.4%

14.6%

12.5%

13.5%

13.5%

10.4%

12.5%

12.5%

10.4%

6.3%

14.6%

8.3%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電システム(n=96)

太陽熱利用システム(n=96)

風力発電システム(n=96)

コージェネレーションシステム(n=96)

高性能ボイラーなどの高効率熱源機器（ヒートポンプ）(n=96)

空調・OA機器などの省エネ型業務用機器(n=96)

省エネナビ(n=96)

BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム）(n=96)

断熱材・ペアガラスなどの断熱窓(n=96)

LED照明などの高効率照明(n=96)

屋上緑化・壁面緑化(n=96)

次世代自動車（ハイブリッド自動車、電気自動車、ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動

車、燃料電池自動車等）(n=96)

バイオマスストーブ、バイオマスボイラー(n=96)

その他(n=6)

すでに導入している 今後、導入する予定がある 今後、導入してみたい 導入する予定はない 無回答
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省エネルギー・再生可能エネルギー関連設備について「導入する予定はない」理由とし

て、「屋上緑化・壁面緑化」を除いていずれの設備においても約 3～4 割の事業者が「費

用がかかるから」と回答しました。 

資料図 1-6 省エネルギー・再生可能エネルギー関連機器の導入する予定はない・ 

できない理由（事業者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

40.0%

37.3%

36.8%

31.3%

30.0%

30.0%

25.5%

29.8%

30.0%

36.4%

12.7%

28.0%

31.0%

3.6%

5.1%

4.4%

6.3%

10.0%

13.3%

10.6%

8.8%

7.5%

9.1%

14.5%

8.0%

10.3%

3.4%

2.9%

4.7%

1.7%

3.3%

2.1%

1.8%

2.5%

1.8%

1.7%

1.7%

4.4%

4.7%

3.3%

4.3%

1.8%

1.8%

4.0%

1.7%

9.1%

8.5%

10.3%

9.4%

8.3%

3.3%

6.4%

7.0%

7.5%

9.1%

18.2%

12.0%

8.6%

5.5%

3.4%

4.4%

6.3%

5.0%

6.7%

6.4%

7.0%

10.0%

10.9%

4.0%

5.2%

41.8%

40.7%

36.8%

37.5%

41.7%

43.3%

44.7%

43.9%

42.5%

45.5%

40.0%

44.0%

41.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電システム(n=55)

太陽熱利用システム(n=59)

風力発電システム(n=68)

コージェネレーションシステム(n=64)

高性能ボイラーなどの高効率熱源機器（ヒートポンプ）(n=60)

空調・OA機器などの省エネ型業務用機器(n=30)

省エネナビ(n=47)

BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム）(n=57)

断熱材・ペアガラスなどの断熱窓(n=40)

LED照明などの高効率照明(n=11)

屋上緑化・壁面緑化(n=55)

次世代自動車（ハイブリッド自動車、電気自動車、ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞ

ﾘｯﾄﾞ自動車、燃料電池自動車等）(n=25)

バイオマスストーブ、バイオマスボイラー(n=58)

費用が掛かるから 自社だけ取り組んでも仕方がないから

取り組む必要性を感じないから どうすればよいかわからないから

きっかけがないから その他

特に理由はない 無回答
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各家庭や事業者におけるエネルギー使用量について、市民・事業者ともに 9 割以上が

「減らしたい」と回答しました。 

資料図 1-7 エネルギー使用量の削減の意向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電気の購入先を変更したのは、市民・事業者ともに 3 割でした。そのうち購入先の電

気会社の選択基準として「環境への配慮」と回答した市民・事業者は 1 割未満でした。 

資料図 1-8 電気の購入先の変更の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料図 1-9 購入先電気会社の選択基準 

 
 
 
 
 
 

  

（３）エネルギー使用量削減の意向 

（４）電気の購入先の変更 

96.1%

90.3%

3.7%

8.6%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民

（n=517）

事業者

（n=93）

減らしたい 減らしたいと思わない 無回答

33.5%

29.8%

62.9%

70.2%

3.3%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民

（n=517）

事業者

（n=94）

変更した 変更していない 知らなかった 無回答

62.9%

78.6%

23.4%

3.6%

1.2%

3.6%

3.0%

3.6%

4.8%

4.2%

10.7%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民（n=167）

事業者（n=28）

価格

ポイント等での他サービスとの連携

再生可能エネルギーでの発電等、環境への配慮

地元にある電力小売会社だから

特にない

その他

無回答
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市民が自動車の代わりとなる移動手段として利用したい、あるいは整備を希望するも

のとして、「鉄道や路線バスなどの公共交通機関」が最も多く、次いで「地域コミュニテ

ィバス」でした。 

資料図 1-10 自動車の代わりとなる交通手段として利用したい、あるいは整備を 

希望するもの（市民（n=516）） 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

（５）自動車の代わりとなる交通手段 

53.5%

46.7%

27.3%

21.7%

18.4%

16.1%

15.3%

5.4%

6.2%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉄道や路線バスなどの公共交通機関

地域コミュニティバス

電動アシスト自転車

デマンド型乗合タクシー

タクシー

超小型モビリティ

特に自動車を代替する移動手段はない

シニアカー(電動カート)

その他

無回答
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地球温暖化対策として市に期待する施策として、市民・事業者ともに「ごみの減量化・

リサイクルを推進する」が最も多く、次いで「再生可能エネルギーを利用した設備の導入

に関する支援制度を充実する」でした。 

資料図 1-11 市に期待する施策 

市民（n=510） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業者（n=95） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（６）市に期待する施策 

54.5%

48.4%

34.3%

30.2%

26.9%

25.3%

19.6%

18.6%

18%

13.9%

10.6%

7.8%

4.7%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ごみの減量化・リサイクルを推進する

再生可能エネルギーを利用した設備の導入に関する支援制度を充実する

低炭素交通システムを整備する

温室効果ガスを多く排出する事業所に対する取組を促進する

市民・事業所に対して環境保全意識の啓発活動を行う

二酸化炭素排出の少ない商品等の認定、普及を促進する

行政と事業所の協働で新しい環境技術の研究や実用化を促進する

地球環境保全に関する調査・研究を進め、広く情報提供を行う

家庭や事業所、地域における緑化を推進する

市民や事業所、市民団体等に対して認証制度・表彰制度を設ける

市民・事業所向けの省エネ対策などについて学習の場を設ける

事業所による環境配慮行動を促進する

温暖化防止対策・省エネ対策についての相談窓口を設ける

無回答

55.8%

45.3%

40%

29.5%

25.3%

24.2%

24.2%

23.2%

17.9%

13.7%

13.7%

9.5%

3.2%

2.1%

1.1%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ごみの減量化・リサイクルを推進する

再生可能エネルギーを利用した設備の導入に関する支援制度を充実する

家庭や事業所、地域における緑化を推進する

事業所に対して環境保全意識の啓発活動を行う

低炭素交通システムを整備する

地球環境保全に関する調査・研究を進め、広く情報提供を行う

二酸化炭素排出の少ない商品等の認定、普及を促進する

温室効果ガスを多く排出する事業所に対する取組を促進する

事業所向けの省エネ対策などについて学習の場を設ける

温暖化防止対策・省エネ対策についての相談窓口を設ける

事業所に対し、認証制度・表彰制度を設ける

行政と事業所の協働で新しい環境技術の研究や実用化を促進する

事業所による環境自主行動計画などの計画策定を促進する

ESCO事業、省エネルギー診断などを促進する

事業所によるISO14001・エコアクション21などの認証取得を促進する

無回答
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市の「環境グリーン都市宣言」について、「宣言したこと自体を知らなかった」市民は

65.2％、事業者は 55.2％でした。 

資料図 1-12 「環境グリーン都市宣言」の認知度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各事業者において令和 32（2050）年までに温室効果ガス排出量実質ゼロの達成を目指

す上で検討している対策として、「事業所の省エネの推進によるエネルギー消費量の低減

を促進する」と回答した事業者が 60.4%で最も多く、また、「特に考えていない」と回答

した事業者は 26％でした。 

資料図 1-13 温室効果ガス排出量実質ゼロの達成を目指す上で検討している対策 

（事業者（n=96）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（７）「環境グリーン都市宣言」の認知度 

（８）事業者が温室効果ガス排出量実質ゼロの達成を目指す上で検討している対策 

14.9%

19.8%

19.7%

24%

65.2%

55.2%

0.2%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市民

（n=517）

事業者

（n=96）

意味を含めて宣言を知っていた

宣言したことは知っていたが意味は分からない

宣言したこと自体を知らなかった

無回答

60.4%

13.5%

12.5%

9.4%

7.3%

4.2%

4.2%

1.0%

5.2%

26%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事務所の省エネの推進によるエネルギー消費量の低減を促進する

在宅勤務、リモート会議等の働き方改革により

温室効果ガスの排出を抑制する

温室効果ガス排出量を減らすための省エネを推進する計画を策定する

植林等により吸収源拡大に向けた取組を行う

自家発電として、再生可能エネルギー電源の

導入による電力の脱炭素化を促進する

ゼロカーボン電気（再エネ電気）への切り替えを促進する

生産プロセスでの温室効果ガスの排出を抑制する

脱炭素化等の技術研究を進め、イノベーションを起こす

その他

特に考えていない

無回答
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情報収集の媒体として「テレビ・ラジオ」（80.9％）、「インターネット」（61.1％）が多

く利用されています。年齢別では、20 代は「SNS」が多く、「新聞・雑誌・書籍」及び「国・

県・市などの広報誌」は年齢が高くなるほど回答した市民が多くなる傾向がありました。 

資料図 1-14 地球温暖化問題に関する情報を得る媒体（市民） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

（９）地球温暖化問題に関する情報を得る媒体 

80.9%

61.1%

40.8%

22.3%

13.9%

8.0%

5.5%

4.1%

3.5%

1.4%

0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ・ラジオ

インターネット

新聞・雑誌・書籍

国・県・市などの広報紙

SNS（Facebook等）

友人との会話

家族との会話

地域活動を通じて

学校を通じて

その他

無回答

全体（n=512） 20代（n=83） 30代（n=76）

40代（n=93） 50代（n=90） 60代（n=76）

70代（n=93）
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市民・事業者アンケート調査の結果において、実感している気候変動の影響として市

民、事業者ともに大雨・台風・洪水などに対する「台風などの自然災害によるインフラ・

ライフラインへの影響」が最も多く、７割以上でした。その他では、市民、事業者ともに

「熱中症リスクの増加」や「強風被害の増加」が多く回答されました。これらの影響に対

する適応策を重点的に取り組む必要があります。 

 

資料図 1-15 実感している気候変動の影響（市民） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料図 1-16 実感している気候変動の影響（事業者） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（１０）気候変動影響に関する市民・事業者の意識 

73.6%

64.8%

57.1%

49.7%

41.9%

31.7%

23.9%

18.6%

17.6%

16.4%

13.7%

11.0%

6.8%

1.6%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

台風などの自然災害によるインフラ・ライフラインへの影響

熱中症リスクの増加

強風被害の増加

洪水や内水のリスクの増加

果物や野菜の品質・収量の低下や収穫時期変動

ヒートアイランド現象の進行

コメの品質・収量の低下や収穫時期変動

外来種の増加

河川の水量減少や水質悪化

桜などの開花時期の変化

市内に生息する生き物の種類や生息域の変化

渇水や地下水量の減少

デング熱などの感染症リスクの増加

特になし

無回答

80%

66.7%

66.7%

53.3%

15.6%

32.2%

10.0%

16.7%

16.7%

14.4%

10%

7.8%

8.9%

1.1%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

台風などの自然災害によるインフラ・ライフラインへの影響

熱中症リスクの増加

強風被害の増加

洪水や内水のリスクの増加

果物や野菜の品質・収量の低下や収穫時期変動

ヒートアイランド現象の進行

コメの品質・収量の低下や収穫時期変動

外来種の増加

河川の水量減少や水質悪化

桜などの開花時期の変化

市内に生息する生き物の種類や生息域の変化

渇水や地下水量の減少

デング熱などの感染症リスクの増加

特になし

無回答
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策定の過程 

 

 

 

 

  

開催日 会議等 内容 

令和 4（2022）年 

6 月 14 日 
脱炭素社会調査特別委員会 脱炭素社会実現に向けた取組について 

令和 4（2022）年 

7 月 26 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

幹事会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の策定方針について 

令和 4（2022）年 

8 月 8 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

本部会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の策定方針について 

令和 4（2022）年 

8 月 31 日 
脱炭素社会調査特別委員会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の策定方針について 

令和 4（2022）年 

12 月 15 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

幹事会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の骨子について 

令和 4（2022）年 

12 月 26 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

本部会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の骨子について 

令和 5（2023）年 

1 月 23 日 
脱炭素社会調査特別委員会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の骨子について 

令和 5（2023）年 

2 月 15 日 
君津市環境審議会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の骨子について 

令和 5（2023）年 

3 月 22 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

幹事会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の素案について 

令和 5（2023）年 

3 月 27 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

本部会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の素案について 

令和 5（2023）年 

4 月 7 日 
脱炭素社会調査特別委員会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の素案について 

令和 5（2023）年 

4 月 27 日 
君津市環境審議会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の素案について 

令和 5（2023）年 

5 月 11 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

幹事会・本部会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

（素案）に関する意見公募の実施につい

て 

令和 5（2023）年 

5 月 12 日 
脱炭素社会調査特別委員会 提言書手交式 

令和 5（2023）年 

6 月 1 日～ 

令和 5（2023）年 

6 月 30 日 

まちづくり意見公募手続（パブ

リックコメント） 

まちづくり意見公募手続（パブリックコ

メント）の実施 

令和 5（2023）年 

7 月 12 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

幹事会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

（素案）に関する意見公募の実施結果に

ついて 

令和 5（2023）年 

7 月 19 日 

君津市脱炭素社会実現推進本部 

本部会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

（素案）に関する意見公募の実施結果に

ついて 

令和 5（2023）年 

7 月 27 日 
君津市環境審議会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

（案）について（諮問） 

令和 5（2023）年 

8 月 17 日 
脱炭素社会調査特別委員会 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画

の策定について 

資料２ 
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君津市環境審議会 委員名簿 

 

 

 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画（案）答申時（令和５年７月２７日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

君津市環境保全条例（抜粋） 

第 6 章 環境審議会 

(環境審議会の設置) 

第 51 条 環境基本法(平成 5 年法律第 91 号)第 44 条の規定により、環境の保全に関し基本的な事項を 

調査審議し、市長に答申、建議等をするため、君津市環境審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

(組織等) 

第 52 条 審議会は、15人以内の委員をもって組織する。 

2 委員は、環境の保全に関し見識を有する次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 市議会議員 

(3) 事業者の代表者 

(4) 市民の代表者 

3 委員の任期は、2 年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員を生じた場合の補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

4 前 3 項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

氏 名（敬称略） 推薦団体 備 考 

山 口   仁 １号委員（学識経験者） 副会長 

鈴 木 喜 計 〃  

堀 内 和 親 〃  

高 橋   明 ２号委員（市議会議員） 会長 

石 上   塁 〃  

高 橋 健 治 〃  

村 上 幸 人 〃  

鈴 木 高 大 〃  

中 野   勝 ３号委員（事業者の代表）  

斉 藤 克 巳 〃  

天 笠   寛 〃  

石 井 信 幸 ４号委員（市民の代表者）  

舘 本 良 司 〃  

茅 野 雅 義 〃  

藤 田 一 哉 〃  

資料３ 
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君津市環境審議会 諮問書・答申書 

 

 

 

 

君環保第４００号 

令和５年７月２７日 

 

君津市環境審議会 

会長 高橋 明 様 

 

君津市長 石 井 宏 子 

 

 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画（案）について（諮問） 

 

    君津市市民協働のまちづくり条例第９条第１項第１号の規定により、第５ 

次君津市地球温暖化対策実行計画（案）について、貴審議会に諮問します。 

 

 

 

資料４ 
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君 環 境 審 第 ３ 号 

令和５年７月２７日 

 

    君津市長 石 井 宏 子 様 

 

君津市環境審議会 

会 長 高 橋  明 

 

 

第５次君津市地球温暖化対策実行計画（案）について（答申） 

 

 令和５年７月２７日付け君環保第４００号で諮問のあった、第５次君津市 

地球温暖化対策実行計画（案）について本審議会において慎重に審議した結 

果、妥当であると認める。 

 なお、２０５０年カーボンニュートラルに向けた具体的な取組みや情報発 

信を積極的に行い、環境と経済が調和した「環境グリーン都市」を実現する 

ため、市民や鉄鋼関連企業をはじめとする様々な事業者と連携し、当該計画 

を着実に推進するよう要望する。 
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環境グリーン都市宣言 

 

 

 

  

資料５ 
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